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第1章　序論

　第1節　背景

　近年，自然資源の公益的機能が認識され，新たな価値として評価されている

一方で，依然として自然資源の状態が悪化するなどの環境問題が発生している

（註1）。一般に自然資源が豊富であると言われている地域においては，自浄

作用がより効率的に働き，自然資源の状態の悪化に対する許容限度は高いと考

えられている。しかしながら，このような地域においても，自浄作用を上回る

汚染物質が排出され，自然資源の状態が悪化している。

　環境問題が引き起こされた背景には，一つに大気や水など一部自然資源が自

由財として認識され，過大に消費されるという経済学的な要因が存在する。さ

らに二つ目に，特に自然資源の豊富な地域においては，自然資源を集約的に投

入する産業が盛んであることの他，豊富な賦存量ゆえ，自然資源の希少性が薄

れ，地域住民が多少の浪費に対しても損失を重大な問題と意識していないこと

も考えられる。

　このような現象は北海道においても見られ，豊富な自然資源賦存のもとで，

過去にはスパイクタイヤの粉じん問題，近年でも畜産排水による河川の汚濁問

題など深刻な環境問題が引き起こされている。北海道では，豊富な自然資源賦

存による高い自浄能力によって，自然資源の状態悪化に対する許容量が大きい

と考えられる。にも関わらず，前述のような深刻な環境問題が発生し，自然資

源の状態が悪化している。北海道民の自然保全に対する関心は，北海道におけ

る自然の雄大さをいかにそのままの状態で保全するかという側面にとらわれ

がちであり，産業の経済活動への自然資源投入を適正化するという側面を軽視

しがちであると思われる。

　そのため，自然資源投入という環境要因を考慮した経済分析を行い，経済活

動への自然資源投入の状況を明らかにすることは，地域における自然資源の価

値評価に留まらず，経済活動への投入財という新たな側面を分析することとな

り，大きな意義があると考えられる。

　一方，自然資源を維持・保全するサービス（以下，自然資源保全サービスと

1
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する）は公共財的性格が強く，市場の失敗が発生し市場機構を通じて適切な供

給が行えない場合が多い。そのため，自然資源保全サービスは主に政府部門に

よって供給されている。このことは地域においても同様であり，地方自治体は

環境基本条例もしくは環境基本計画に基づいて環境政策を実施し，自然資源保

全サービスを供給している（註2）。特に近年，環境問題が深刻化して環境政

策の重要度が増し，多額の財政支出が行われている。そのため，地域の自然資

源に対して，保全サービスの供給という側面から接近するためには，地方自治

体の環境政策を分析することが必要である。特に環境政策における財政支出す

なわち環境財政支出を分析することによって，どの施策への支出が多いのかを

明らかにし，地域における環境政策の重点施策をより明確化することができる。

それぞれの地域における環境政策の重点施策は，当該地域に賦存する自然資源

の種類・量，また発生している環境問題の種類や程度などによって大きく異な

ることが予想される。

　第2節　既存研究の成果

　環境要因を考慮した経済計算に関する既存研究では，インドネシアを事例に

国内生産額から自然資源の減少分を控除し，再度国内生産額を計算した

Repetto，　et．a1，【93】がある。　Repetto，　et．al，【93】では，石油，木材，土壌

の3っを自然資源として取り上げ，ストック量と資本取引量，資本減耗分を

市場価格で評価し計上している。まず石油については，確認埋蔵量と生産費，

販売価格（輸出価格）から資源ストックを貨幣換算し（註3），森林資源につ

いては，各地域の森林面積と面積当たりの野木量から総蓄木地を算出して輸出

価格と｛k巡航，運搬費等を引いた値から森林資源の価値を評価している。この

評価では，森林を伐採する際の森林に対するダメージ分が控除され，また，土

壌についても年間の流出量を求め，それによる生産性の低下分を計上している。

ただ，生産性の低下は複数年にわたると仮定し，利子率から資本価値を求めて

土＝壌の流出による損失分を考慮しているが，土壌の流出による栄養分の補給と

いった正の効果は考慮していない。この試算では，以上の自然資源の減耗分を

2
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考慮して再度国内純生産（NDP）を計算している。その結果，1971年から1984

年までの期間にGDPでの年平均成長率が7．1％なのに対して，　NDPの年平均

成長率は4．0％に留まることが明らかとなった。このことから現行のGDPが

所得や成長率が過大評価されていると結論づけている（註4）。

　日本における研究事例では，国連での環境経済統合勘定（SEEA：System　for

integrated　Environmental　Economic　Accounting）の提案を受け，日本にお

ける環境経済統合勘定を試算した（財）日本総合研究所【45】がある。試算

の結果によると，1990年のGDP452兆円に対し，環境関係の財・サービスの

生産額は5．8兆円でGDPの1．4％であった。帰属環境費用は8．4兆円でGDP

の2％，NDPから帰属環境費用を差し引いた環境調整済国内純生産（以下，

EDPとする）は355兆円であった。また，1985年から1990年までの問に

GDPは年平均5．8％，　NDPで5．7％成長したが，　EDPは5．8％とNDPよりも

0．1％高い成長率を示した。

　地域における環境経済統合勘定の試算では，青木他【1】が富山県を事例に

試算を行っている。この試算では，全国の試算をベースにし，地方における持

続可能性を検証するために富山県の環境経済統合勘定を構築，試算している。

試算の結果，富山県におけるEDPは，1985年度には2兆4378億円，1990

年度には3兆2988億円で，帰属環境費用は1985年度997億円，1990年度

1098億円となった。また，1985年度から1990年度までに6．220／。の成長を遂

げ，県内純生産の成長率6．08％を上回る成長率であった。また，帰属環境費

用については，同一期間に1．93％の低い伸び率に抑えられた。青木他はこれ

らの結果から，富山県においては1985年度から1990年度の問に多少なりと

も環境保全に配慮した形あるいは持続可能な所得の意味での成長があったと

結論づけている。また，青木らは地方を対象とした環境経済統合勘定の作成の

ための問題点として，一つに資料の体系的な整備がなされていないこと，二つ

目に県単位では生態系に関連した特色が出にくい点を挙げている。

　これらの研究事例は，いずれも環境要因を考慮した経済計算体系として，環

境経済統合勘定を推計し，その結果を考察するのみに留まっており，環境経済

3
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統合勘定を用いた環境要因を考慮した経済の分析を行うまでには至っていな

い。環境経済統合勘定を経済的な分析に用いることによって，今まで全くの別

問題として取り扱われてきた環境問題と経済成長問題が一つの統一的な枠組

みで把握することが可能となる。また，マクロ経済学的な側面からも，環境経

済統合勘定を環境評価手法として適用することによって，地域における自然資

源を包括的に評価し，経済活動への自然資源投入額を把握できるようになる。

　第3節　分析課題の設定と本論文の構成

　このようなことから，本論文では，北海道を事例として，環境経済統合勘定

と環境財政支出を分析し，自然資源投入・賦存状況を把握して，経済活動への

自然資源投入の状況を明らかにすることを目的とする。具体的課題には，以下

の3点を掲げる。第一に北海道を対象に環境経済統合勘定を構築・推計し，

どの産業部門が最も自然資源を多く投入しているのか，また，自然資源別の投

入額の大小を明らかにすることである。第二に地方自治体が支出する環境財政

支出のデータを分析し，地方自治体の環境政策において支出対象別の環境財政

支出の大小を明らかにすることである。その上で第三に地域経済計算と環境経

済統合勘定の双方を用いて分析を行い，自然資源投入という環境要因を考慮し

た場合と考慮しない場合の地域経済の位置づけ，産業構造の相違を明らかにす

ることである。

　本章に続いて第2章では，環境問題に対して経済学的に接近することの意義

と自然資源の価値を経済学的に評価することの必要性を示し，さらには環境経

済統合勘定の意義と問題点を整理する。はじめに法制面の整備などによる環境

問題の解決策の問題点と経済学的な側面から環境問題に接近することの意義

を明らかにし，自然資源の評価の必要性を示す。その上で環境評価手法をいく

つか紹介し，マクロ経済学的評価の中心となる環境資源勘定の意義を示す。さ

らに，環境資源勘定のうちの一つとして環境経済統合勘定に着目し，理論的背

景を明らかにするとともに，環境経済統合勘定の枠組みを解説して，その意義

と問題点を整理する。
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　第3章では，北海道を対象として地域における環境経済統合勘定を構築し実

際に勘定の数値を推計する。まず，本論文において構築した新たな勘定体系を

提示し，環境経済統合勘定推計の方法，設定した仮定とその問題点を明らかに

する。そして提示した勘定体系をベースに北海道における環境経済統合勘定の

数値を実際に推計する。また，環境経済統合勘定推計の限界についても論じる。

　第4章では，地域経済計算やその他の経済指標を用いて北海道における経

済・産業構造の状況を分析し，地域経済計算で見た日本経済における北海道の

位置づけを明らかにし，産業部門別GDPと産業部門別就業者数，労働生産性

を用いて北海道の産業構造の特徴を整理する。

　第5章では，北海道を事例に地方自治体の環境財政支出のデ・一一一・タベースを構

築し，地方自治体の環境政策への取り組みと重点施策を財政支出面から明らか

にすることを目的とする。具体的な課題としては，支出対象別の環境財政支出

の大小，また環境財政支出の時系列的変化の特徴を明らかにすることを掲げる。

　第6章では，前章までの分析結果を踏まえ，北海道において環境要因を考慮

した経済分析を行うことを目的とする。具体的には，自然資源投入という環境

要因を考慮する場合としない場合，GDPなどで見た日本経済における北海道

の位置づけおよび産業部門別GDPなどで見た産業構造の変化を示し，全国と

の比較により北海道の各産業部門の経済活動が自然資源に与える影響の特徴

も明らかにする。

　第7章は全体の要約および結論とする。

註

（註1） 本論文における「自然資源」の定義は，　United　Nations【99】に示され

ている「自然資産」，すなわち「直接的・間接的に人間活動に影響をすで

に受けているかあるいは潜在的に受ける可能性のある自然環境の資産」と

同様とする。United　Nations【99】では，自然資源は生物資産，土地と水

域およびその生態系，地下資源と大気に分類されると記されている。経済

活動に投入される財としてみた場合，一般的には「自然資産」ではなく「自

5
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（註2）

（註3）

（註4）

然資源」と言われるため，本論文では「自然資源」を用いる。

本論文における環境政策とは，地方自治体の環境基本条例，環境基本計画

に基づいて実施される政策を指す。この点については，第5章で詳しく述

べる。

確認埋蔵量とは，生産実績の基づいて将来，経済的，技術的に確実に回収

できる量である。したがって，確認埋蔵量は石油価格が上昇して採算があ

う油田が増えることでも増加する。

この研究で再計算された国内純生産（NDP）とは，自然資源の使用に関し

て調整を行った国内純生産のことである。

6
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第2章　環境問題への経済学的接近と環境経済統合勘定

　第1節本章の課題

　これまで環境問題は，自然科学的な分野と考えられていたために，環境問題

に経済学が応用されはじめたのはつい最近のことである。そして，今まで自由

財・公共財として，市場価格が与えられていなかった自然資源に価格付けをし，

その価値を客観的に評価，認識できる手法の開発が進められている。特に環境

資源勘定は，一国または一地域に賦存する自然資源の経済活動への投入量を包

括的に計測する手法として注目を集めている。環境資源勘定を用いることで，

経済活動における自然資源投入量を把握することができ，経済主体に自然資源

の適切な投入を促す一つの手段として利用できると考えられる。

　本章では，環境問題に対して経済学的に接近することの意義と自然資源の価

値を経済学的に評価することの必要性を示し，さらには環境経済統合勘定の意

義と問題点を整理する。はじめに法制面の整備などによる環境問題の解決策の

問題点と経済学的な側面から環境問題に接近することの意義を明らかにし，自

然資源の評価の必要性を示す。そして，環境経済統合勘定の枠組みを解説して

理論的背景を明らかにするとともに，その意義と問題点を整理する。

　第2節　環境問題への経済学的接近の意義

　日本の高度経済成長期には，めざましい経済成長の裏側で，国内では深刻な

環境問題が発生し，多くの人々が苦しんだのも周知の事実である（註1）。こ

のような環境問題は高度経済成長期から1970年代に顕在化し，大きな社会問

題となった。この時期には，産業活動による汚染物質の排出が地域住民の健康

に悪影響を与えるといった地域的な環境問題が全国各地で発生し，日本全体で

大きな社会問題となってクローズアップされた。この時期の環境問題の特徴と

しては，被害者と加害者が区別でき，利害関係が明確に現れていたことを挙げ

ることができる。

　1990年代に入り，環境問題は汚染物質の排出から生態系の破壊，酸性雨，

地球温暖化など地域や国の枠を越えた全世界的な問題となってきた（註2）。

7
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この時期の環境問題の性質が1970年代のそれと異なるのは，発生した汚染も

しくは環境破壊がその周辺地域だけでなく，国または地域全体，ひいては地球

全体に悪影響を及ぼすに至ったということである。しかもそれは間接的で，大

きなタイムラグを伴って影響が及ぶため，人々が環境問題として認識すること

が非常に困難になったのである。すなわち，1970年代の環境問題では，被害

者と加害者の関係が明確であったが，1990年代に入ってからの環境問題は，

加害者が環境問題を引き起こしていると認識できない，かつ被害者が被害を受

けていると認識できないという特徴がある。1970年代の環壌問題は，公害訴

訟などを通じて解決の方向性が卜い出されたが，1990年代の環境問題におい

ては，訴訟などの手段による解決は非常に困難であると考えられる。

　上述のような深刻な環境問題が発生した背景には，様々な要因が考えられる。

表面的には先進国における経済活動に伴う生産の増大による自然資源投入の

増加，消費者の生活水準の向上，生活様式の変化，さらには近年の地球環境問

題に関しては，地球規模での人口の爆発的増大なども考えられる。これらの要

因を一つ一つ分析していくことは避けるが，多くの要因が複雑に絡み合って環

境問題を引き起こす結果をもたらしていると考えられる。環境問題自体，その

内容は非常に多岐にわたる。そのため，環境問題の原因を特定化することは非

常に困難であると言える。

　ここで一つの事例として，二酸化炭素CO2による温暖化問題を考える。CO2

の排出による環境問題とは，CO2を代表とする温室効果ガスの排出によって地

球温暖化が進行し，地球環境に重大な影響を与えるとされる問題である。その

ため，CO2の排出量を削減する方向で各国が協議を行っている（註3）。　CO2

の排出量が地球環境に影響を与えるまで増加した原因は何かと問われた場合，

考えられるのは森林伐採によるCO2吸収量の減少，経済における生産活動の

拡大による排出量の増加，人口の爆発的増加など無数に挙げることができ，そ

れらの細分にわたり特定化することは非常に困難である。

　今までは，ある環境問題が引き起こされ，それによっていくつかの悪影響が

表れた場合，悪影響を除去する「環境対策」といった対処療法的な措置が行わ
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れてきた。1970年代の環境問題では，公害訴訟や住民の反対運動などによっ

てようやく国や地方自治体による対策が行われたのも事実である。1970年代

の環境問題を契機にさまざまな法制面の整備が行われ，以後の環境保全に大い

に効果を発揮している。しかしながら，生産者としての利潤を最大化するとい

う合理的行動からは，自発的に自然資源投入を最適化するインセンティブは働

かず，周辺住民の運動や裁判の判決，政府の公害防止法の制定などによって生

産者がはじめて対策を講じるといった事後的な対応に留まることになる。

　このように法制面の整備などにより環境問題の解決を図った場合の問題点

は，一度環境汚染・破壊が発生した後でしか対策を講じることができず，環境

問題が発生する以前に発生自体を阻止するという根本的な解決策とはならな

い点である。近年のダイオキシン問題も同様である。今まで全く取り上げられ

てこなかったダイオキシン発生問題において，近年にわかに対策が行われてい

る。当然これらの対策の講じられる以前にも多くのダイオキシンが発生してい

たと考えられ，その間に甚大な環境問題が発生していたはずである。

　このように法制面の整備は，環境問題が発生し深刻化した後での事後的な対

処法とならざるを得ないことを問題点として指摘できる。今後は結果として発

生した現象に囚われずに，根本から環境問題を解決することが必要である。

　それでは，環境問題の根本的な原因は何であるかというと，個々の経済主体

のよる経済活動であると考えられる。自然資源は自由財もしくは公共財的性格

を持ち価格付けができないため，経済活動においてコスト原理に反映されず，

公害などの外部不経済の発生する場合には過大に，アメニティ機能など外部経

済が発生する場合には過小に投入または消費が行われるということがある（註

4）。また，マクロ経済学的な経済指標であるSNAについてもこれと同様の問

題を指摘することができる。すなわち自然資源などの市場で取引されない自由

財の投入が，SNAの中に計算されないことである（註5）。例えば，環境問題

の発生により人々が病に苦しめられ，病院に行ったとしよう。SNAでは，人々

が病院に支払うお金は病院の生産額としかみなされず，GDPを増加させるだ

けで，人々の苦しみといったものは考慮されない。一般には，市場で価格をつ
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けることができない自然資源は自由財とみなされ過剰に投入される。その結果，

環境問題が発生し，国民の福祉的な豊かさを減少させてしまうのである。

　このように環境問題は，個々の経済主体の経済活動によって発生するもので

ある。そのため，環境問題を解決するために経済活動を分析することは，利潤

最大化・効用最大化という企業または家計が環境問題を引き起こすインセンテ

ィブを分析した上で環境問題の解決を図る一つの方法であると考えられる。し

たがって，環境問題を根本的に解決する，すなわち環境問題を発生させないた

めには，問題の根本にある経済活動に対して経済学的な分析を行い，経済主体

に自然資源投入最適化のインセンティブを与えることが必要であると考える。

　環境問題の根本に関わる重大な問題を経済学者はつい最近まで看過してき

た。世間一般にもつい最近まで環境問題は自然科学的な問題であり，社会科学

である経済学によって解決することはできないという風潮があった。このよう

な風潮からようやく抜け出し，環境問題の根本である経済活動に注目されるよ

うになったことは，大いに喜ぶべきことである。その一方で，環境問題の解決

の…端を担うよう期待されたことに対して，どのように解決策を提示できるか

という責任は大きい。先のCO2の例でも経済活動におけるCO2排出抑制策と

して，炭素税の導入が検討されている他，排水課徴金，排出権取引，身近な例

ではゴミ有料化やデポジット制などさまざまな経済的手法の導入が検討され

ている（註6）。

　経済学的な側面から環境問題を解決するためには，個々の経済主体が自然資

源を価値ある投入財として認識し，経済活動への投入量を最適化することが必

要である。そのためには，投入される自然資源の価値を正しく評価することが

求められる。このような問題意識から近年ミクロ経済学的にも個々の自然資源

を対象とした環境評価が数多く行われ，またマクロ経済学的にも一国または一

地域に賦存する自然資源を包括的に評価する試みがなされている。次節では，

その手法をいくつか紹介し，その中でも特にマクロ経済学的環境評価手法であ

る環境資源勘定に着目し，その意義を明らかにする。
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　第3節　各種環境評価手法と環境資源勘定

　　1．ミクロ経済学的評価とマクロ経済学的評価

　環境評価の手法は，大きくマクロ経済学的評価とミクロ経済学的評価の二つ

の分けられる。ミクロ経済学的評価は，地域に賦存する個々の自然資源を対象

とした評価を行うものである（註7）。一方，マクロ経済学的評価は，一国ま

たは一地域に賦存する自然資源を包括的に評価する手法であり，主に勘定を用

いた評価手法である。

　ミクロ経済学的評価は，顕示選好法，表明選好法の大きく2つに分けられ

る。顕示選好法は消費者の直接的な選好の表明から財の価値を評価するのでは

なく，代理的な市場の要素を通じて評価を行うものである。表明選好法では，

消費者の選好を直接的に反映したデータを用いて評価を行う評価手法である

　（註8）。

　マクロ経済学的な自然資源の価値を評価する方法として，現在，環境資源勘

定（Environmenta1　Resource　Accounting）の開発が進められている。環境資

源勘定は，自然資源の状態をストックとフローの勘定体系で表現することで，

自然資源の生産への投入（フロー）に対してストックの減少を明らかにしょう

とするものである（註9）。環境資源勘定は，一国または一地域に賦存する自

然資源をストックとして包括的に評価することができる（註10）。ミクロ経済

学的評価では一地域に賦存する一部の自然資源を評価するに過ぎない。本論文

の目的とする自然資源投入という環境要因を考慮した経済分析や産業構造の

分析においては，地域全体に賦存する自然資源を明らかにする必要がある。ま

た，産業構造の分析においては，産業で実際に生産要素として投入されている

自然資源の投入額を明らかにすることが重要である。本論文の目的もこの点を

主眼としており，自然資源の非利用価値の部分については，本論文の対象とす

る部分ではない。このようなことから，本論文の分析においては，ミクロ経済

学的評価手法よりもマクロ経済学的評価が有効であると考える。

　以下では，環境資源勘定のそれぞれの種類における特徴を明らかにした上で，

環境資源勘定の意義を考察する。
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　　2．物量勘定と貨幣勘定

　環境資源勘定には大きく分けて二つの種類がある。一つには，自然資源の投

入量を資源ごとに別個の単位で評価する物量勘定で，このアプローチに沿って

の環境資源勘定の開発はノルウェーをはじめとしてフランス，カナダなどで行

われた。もう一つは，自然資源を従来のSNAに沿った形で組み込み，貨幣価

値で評価する貨幣勘定である。

　（1）物量勘定

　物量勘定は自然資源を物質のまま取り上げ，個々の物質のフローとストック

を体系的に示す物量単位のデータによって構築された勘定である。具体的には，

自然資源として環境保全に直接的に関わってくる物質（大気のNOx・SOx，

水のBOD・CODなど）の投入・賦存状況を物的な単位で計測し，勘定体系の

中で明らかにするものである。物量勘定による環境資源勘定作成の動きは，

1968年からノルウェーにおいて始まり，以後，フランス，オランダなどで研

究が行われている（註11）。

　物量勘定の特徴としては，勘定内において物質の把握に物量単位を導入して

いるため，物質ごとの投入量・賦存量の大小を簡単に把握できる点が挙げられ

る。どの物質が多く投入されているのか，またはどのようなものに変形されて

いるのかを把握できれば，特定物質の現在の投入・賦存状況が明確になり，自

然資源の保全に対して何を対象にしてどのような対策が必要かを明らかにす

ることができる。一方で物量勘定では，物質問の自然資源への影響の大きさを

比べたりすることができないという欠点がある。

　（2）貨幣勘定

　貨幣勘定は，自然資源の価値を貨幣に置き換えて評価する方法である。また，

SNAと結びつけて自然資源を評価する方法ともいうことができる。　SNAの領

域外であった自然資源をSNAの中に導入することで，自然資源が経済活動の

へ投入物としてどのくらいの価値を持つのかを把握することができる。貨幣勘

定の開発は，1970年度に始まった。当初は，自然資源とともにSNAの計算

に考慮されていない家事労働や余暇の帰属的な費用を取り入れ，国民の「真」
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の豊かさを計測するということを最大の目的としていた。しかしながら，近年

においては，環境問題が深刻化して，SNAの中に考慮されないさまざまな概

念の中でも，特に自然資源投入が注目されはじめた。このようなことから，最

近は「真」の豊かさを測るというよりもむしろ，自然資源投入という環境要因

を考慮した経済計算体系を構築することに重点を置いた研究が行われている

（註12）。

　貨幣勘定の特徴は，第一に貨幣評価により自然資源の価値を測るため，自然

資源同士で投入・賦存量の比較が可能である点である。さらに第二に貨幣勘定

を構築することは，貨幣評価された自然資源の価値を経済計算体系に組み込ん

で，経済と環境の両方を考慮した指標を構築することが可能となる点である。

したがって，今まで全く別問題として扱われてきた経済成長と環境問題を同時

に考えることができ，産業の経済活動の中に投入される自然資源の価値を明ら

かにすることができる。

　その反面，貨幣評価することにより，自然資源の真の賦存状態，使用量が曖

昧になることが指摘されている。また，貨幣価値への変換の際にどのような基

準で変換するのかも統一されておらず，恣意性の入る余地がある。さらに貨幣

単位への置き換えの際にいくつかの制約が伴うことも考えられる（註13）。

　3．環境資源勘定の意義

　環境資源勘定を作成することには以下のような意義があると考える。第一に，

自然資源の賦存状況がストックとして明らかになる点である。従来，自然資源

はストックとしても認識されず，無価値なものであるという認識があった。こ

のような認識により産業の生産活動への投入，消費者の消費によっても経済指

標には自然資源状態の変化が現れず，自然資源を過大に投入・消費する一因と

なったと考えられる。環境資源勘定の作成によって，産業の生産活動へ自然資

源を投入することが自然資源ストックを減少させることを経済主体に認識さ

せることが可能となる。

　第二に，産業における自然資源の投入状況が明らかになる点である。すなわ
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ち自然資源のフロ・一一一一・が明らかになるということである。産業の経済活動におい

て自然資源の投入量または額が明らかになることによって，現在の経済活動が

どれほど自然資源を投入した上で成り立っているのかが明確になると考える。

環境：資源勘定の作成によって，経済主体に対し自然資源の投入量または額が過

大である，もしくは適正である（あるいは過小・過大である）といった客観的

な基準を与えることになる。

　自然資源のストックとフローを同時に分析できる手法は現在のところ環境

資源勘定以外には見当たらない。自然資源投入を考慮した産業連関分析による

研究事例もいくつか見受けられるが（註14），産業連関分析では産業部門別の

貨幣評価による自然資源の投入額が明らかになるが，この分析手法では投入額

というフローのみの分析となる。

　環境資源勘定の貨幣評価法により自然資源の投入額を評価するには，自然資

源投入を考慮した環境と経済の総合的統合勘定（環境経済統合勘定）を構築す

ることが必要である。環境経済統合勘定は自然資源の投入費用が計上されない

というSNAの問題点を克服すべく，非市場財である自然資源の劣化や環境汚

染，枯渇を統一的な基準で評価し，これをSNAと整合的な形で組み込んだも

のである。そして，これは自然資源を含めた資源ストックが時間の経過ととも

にどれだけ投入・消費，もしくは生産・蓄積されるのかを示すものである。ま

た，環境経済統合勘定を構築することにより，ストック勘定とフロー勘定の整

合性を保ちながら経済主体の生産要素としての自然資源がどれくらいの価値

を持ち，現在の経済活動がどの程度自然資源に影響を与えた上で成り立ってい

るかを数量的に把握することが可能となる。

　第4節　環境経済統合勘定の理論的背景と意義・問題点

　　1．SNAサテライト勘定と国連SEEA

　国連は1993年に，1968年のSNA統計国際基準を25運ぶりに改訂した際

に，SNAのGDPや国民所得などを計算する中枢勘定（以下，コア勘定とする）

の付属的位置づけであるサテライト勘定の一つとして環境経済統合勘定体系
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　（以下，SEEAとする）を導入することを提唱した（註15）。

　コア勘定はフロー勘定の生産勘定，消費勘定，蓄積勘定，ストック勘定であ

る貸借対照表勘定を中心に，いくつかの勘定が整合的に統合された体系となっ

ている。また，コア勘定は一国または一地域の経済状況を示す重要な勘定であ

り，個々の経済活動の因果関係を明らかにするという明確な目的のもと，国ま

たは地域における経済政策の決定などに非常に重要な役割を果たしている。コ

ア勘定は上述の目的を達成するため，最も適した形に構築されており，他の目

的に使用するために修正することは，一国または一地域の経済状況を把握する

という最も重要な目的の達成を阻害する可能性がある。

　そこで，コア勘定は従来どおりの体系のまま変更をせず，SNAにフレキシ

ビリティを与え，様々な目的に応じて適切な体系に修正できるように，新たな

勘定系列であるサテライト勘定の導入が提唱された。サテライト勘定とは，コ

ア勘定とリンクを保ちっっ，特定の分析目的のためにコア勘定を修正した別体

系の勘定を指す。サテライト勘定を構築することにより，従来のコア勘定には

導入されていなかった新しい概念を導入することも可能となる（註16）。

　そして，このようなサテライト勘定を環境問題に適用し，自然資源投入とい

う新しい概念を取り入れたのがSEEAである。近年の深刻な地球環境問題の

発生により，環境保全に対する支出が年々増加し，SNAにおいても環境保全

のための支出に対する考慮が求められるようになった。そこで国連は，1993

年SNA改訂の際，コア勘定のサテライト勘定としてSEEAを導入することを

提唱したのである。

　サテライト勘定の一つであるSEEAは社会的な関心の対象となる自然資源

状態の把握を目的として，コア勘定であるSNAでは捉えられない幅広い情報

を提供し，経済主体の意思決定を助けるものとして期待されている。従来の

SNAでは，自然資源の減耗はその採取費用のみが計算され，自然資源賦存量

の減少，劣化による自然資源の今後の採取可能期間の減少，将来世代の所得の

減少などは考慮されておらず，また，自然資源の劣化が経済主体に与える影響

についても，影響を回復する費用のみを計算している。しかしながら，SEEA
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においては，自然資源の投入は生産に関わる費用の一部として扱われ，自然資

源の劣化が経済主体に与える影響も考慮されており，SNAでは捉えられない

範囲をカバーする経済計算体系となっている（註17）。

　　2．SEEAの構造

　（1）SEEAの各ヴァージョン（版）

　SEEAはSNAからの段階的な拡張により構築され，　SNAからの拡張の度合

いや自然資源の評価方法の違いによりいくつかの種類がある。種類はヴァージ

ョン（版）として表現され，ヴァージョン1からヴァージョンV．6まで全部で

12種類ある（図2－4－1）。

　ヴァージョン1は，SEEAの全ヴァージョンの出発点となるもので，　SNA

の概念に全面的に基づいた貨幣データのみに対応する。つまり，SEEAの出発

点としてのSNAそのものを指すものである。

　ヴァージョンIIでは，ヴァージョン1と同じくSNAの概念に基づく貨幣デ

ータのみを計上するが，SNAの計数全体から環境関連の計数を分離すること

で自然資源の評価を行うものである。すなわち，従来のSNAの中から自然資

源の状態を維持するため，または，悪化した自然資源の状態をもとに戻すため

に支出される費用を通常の生産に関わるの費用と別個に記述することである。

環境関連に実際に支出した額を計上する部分は，環境保護支出といわれる。環

境保護支出は，環境保護費用とはね返り費用に分けられる。はね返り費用とは，

他の生産者活動と消費活動により生じた外部不経済がある場合，こうした外生

的影響に対処するために支払った費用のことをいう。環境関連の計数を分離す

ることで，SNAの中で測られる環境保全への支出がどれくらい行われている

のかを把握できる。

　次の段階のヴァージョンIIIでは，貨幣勘定では得られない情報を補完する

ために，自然資源の評価に物量単位による評価を導入し，貨幣単位の評価と結

合して自然資源を評価する。採用される物的勘定は，物質／エネルギー勘定と

環境資源勘定である。物質／エネルギ・一一　dU定とは，熱力学の概念に基づいて自
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SNA基本行列

SNAの環境関連の内訳

結合された物的・貨幣的勘定

帰属環境費用

　　　　III版

　　　　M1版　　　市場評価
一

　　　　　一tX
IV．2版

　　　維持費用評価

産境界の拡張

　市場評価と　　IV．3版

仮想的市場評価

V．1版

4／ 市場評価

V．2版 市場評価と　　V．3版

　　　　処分サービスおよび

V．4版　　土地の生産的サービス 消費者サービス［＝巫コ

　　　　　　　　V．6版　　　環境保護サービスの外部化

　　　　　拡大投入産出表投入産出分析への適用

図2－4－1SEEAの各ヴァージョン

出所：United　Nations【99】
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然環境から経済に引き渡される物質の動きを把握するもの・環境資源勘定は先

に説明した物量評価と貨幣評価による勘定体系のことである。これら二つの勘

定をSEEAに導入することにより，経済活動から離れた部分の物質の変化を

把握することができる。

　さらにヴァージョンIVにおいては，従来のSNAの概念には入らない経済

活動による自然資源の投入もしくは消費による質の悪化を貨幣単位で評価し

記述することを行う。これは，従来のSNAでは自由財として扱われてきた自

然資源を価値ある投入財として評価する環境経済統合勘定の最大の特徴であ

る。つまり，実際に費用として支出していないが，自然資源の投入として認め

られる投入に対する仮想的な費用を計上する。この費用を帰属環境費用といい・

具体的には廃物による自然資産の破壊や生態系の破壊，資源の枯渇などの費用

である。ヴァージョンIVは帰属環境費用の推計方法によりさらに3つに分け

られ，ヴァージョンIV．1では市場評価，ヴァージョンIV2では維持費用評価，

すなわち自然資源の状態の修復・維持にかかる費用（維持費用）により貨幣単

位で評価する方法を採用している。ヴァージョンIV．3では市場評価と維持費

用評価の両方を用いて帰属環境費用を推計する。

　そしてヴァージョンVでは，生産境界を拡張し，家計における自家生産，

環境サービスなどを取り入れた評価を行う。生産境界の拡張とは，従来のSNA

における生産活動の定義を拡大し，より広範な経済活動をSNAに取り込むこ

とである。自然資源の価値については，従来のSNAには導入されておらず，

ヴァージョンIVまででは，このSNAの生産境界を保持した上で自然資源の

価値を評価しようとしている。そのため，経済活動にプラスの効果をもたらす

自然資源の公益的機能など，外部経済効果を取り入れることはできない。しか

しながら，生産境界を拡大した場合，自然資源供給サービスという新たなサー

ビス部門を導入でき，条件次第では自然資源の外部経済効果を導入することも

可能となる。ヴァージョンV．1からヴァージョンV．1までは，家計部門におけ

る生産活動すなわち自家消費のための生産などを生産活動として捉え，評価す

るものである。その評価法により，ヴァージョンV．1の市場評価法，ヴァージ
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ヨンV．2の維持費用評価，ヴァージョンV．3の市場評価と仮想市場評価に分け

られる。さらに，自然資源の公益的機能などの外部経済効果すなわち環境サー

ビスを導入したのが，ヴァージョンV．5である。そして，最終的に環境保護サ

ービスを自己の環境保護ではなく，周辺の経済主体などに対する外部へのサー

ビスと捉え，外部化したものがヴァージョンV，6である（註18）。

　（2）環境保護支出と帰属環境費用

　環境経済統合勘定の中では，自然資源投入に関する費用を環境保護支出と帰

属環境費用との二つに分類することができる。環境保護支出とは，従来のSNA

にすでに計算されている自然資源への支出である。自然資源または環境保全サ

ービスが市場取引されている場合，SNAの中にも自然資源のための支出とし

て金額が計上されることになる。環境保護支出ではこの分を通常の支出とは別

計上としてその支出額がより明確に捉えられるようにするものである。

　一方の帰属環境費用とは，現行SNAには計算されない自然資源の投入費用

である。帰属環境費用は自然資源が自由財として過小に評価されている投入額

を帰属的な計算から再評価するものである。帰属環境費用の代表的な推計方法

としては，（1）市場評価法，（2）直接的非市場評価法，（3）間接的非市場評価法の

3種類が挙げられる。

　本論文では（3）の間接的非市場評価法による評価を採用し，中でも特に維持

費用評価法を基本として使用する。維持費用評価法は，仮に環境悪化が発生し

た場合，それを除去し元の状態に戻した上で，自然資源の状態を維持し環境悪

化を防止するための費用を帰属環境費用として推計する方法である。間接的非

市場評価法の中の維持費用評価法を採用する理由として，維持費用は生産され

ない資産の資本減耗分と考えることができ，SNAと整合的な形で帰属環境費

用を推計する点が挙げられる。

　維持費用評価法における自然資源の「維持」の方法には，（1）汚染物質の除

去，（2）投入物の代替による汚染物質の削減，（3）汚染物質を発生させる生産物

の代替，（4）汚染物質を発生させる経済活動の抑制・断念，（5）自然資源の復元

が挙げられる。本論文では，大気・水などの帰属環境費用については汚染物質
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の排出による自然資源の悪化と考え，（1）の方法を採用する。土地・森林につ

いては，環境保全のため投入を断念した場合の遺失利益を帰属環境費用とする。

なお，地下資源については，単年度において急激に賦存量が増減するものでは

ないため，ユーザーコスト法を用いて帰属環境費用を推計する。

　ユーザ…一一・一コスト法は，再生不可能な資源の販売から得られる有限期間におけ

る毎期の所得の一部を他に再投資することによって，資源の枯渇後も枯渇前と

同水準の所得が得られると仮定し，その恒常所得を上回る毎期の所得部分を帰

属環境費用として計算するものである。資源の生産から一期間に得られるであ

ろう期待収益をR，仮にその資源が枯渇した場合にもXという所得が得られ

るように再投資を行う場合，期待収益Rから再投資分Xを差し引いた分が自

然資源としての地下資源の評価額すなわち帰属環境費用となる。推計式は，

　（ただし，nは地下資源でRという期待収益を維持した場合の残存年数，　i

は利子率）

となる。この式においては期待収益Rがゼロでない限り，帰属環境費用が推

計されることとなる（註19）。

　　3．環境経済統合勘定の理論的背景

　環境経済統合勘定を推計することで得られる環境経済指標としては，SNA

におけるGDPから帰属環境費用を差し引いた環境調整済国内総生産（以下，

EGDPとする）が最終的な指標として取り上げられる（註20）。ここでは，

GDPから帰属環境費用を控除したEGDPにはどのような意味があるのかを検

討する。

　GDPには環境保護支出に含まれる自然資源の中間投入費用がすでに控除さ

れているが，SNAの概念に含まれない自然資源の中間投入費用は控除されて

いない。このSNAには含まれない自然資源の投入費用は帰属環境費用として

計算される。すなわち，帰属環境費用は自然資源を価値あるものとして認識し

た場合，その投入に関わる追加的費用と考えることができる。したがって，自
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離繊

然資源投入を考慮した場合，帰属環箋費用が中間財投入費用として控除するこ

とが妥当であり，これが従来のSNAにおけるGDPから帰属環境費用を控除

する根拠となる。理論的には，帰属環境費用は生産活動における全ての自然資

源の投入費用であり，帰属環境費用を控除したEGDPはSNAの概念には入ら

ない自然資源の中間投入費用を全て控除した総生産額となる。なお，環境保護

支出については，SNA概念にすでに含まれている自然資源の投入費用と考え

ることができるが，本論文では，SNAの概念には入らない自然資源投入の大

小を分析の目的としているため，特に帰属環境費用に着目して分析を進める。

　次にEGDPの成長について考察する。前述のようにEGDPは自然資源の中

間投入費用を全て控除した総生産額である。そのため，EGDPが成長するこ

とは，自然資源投入費用をすべて中間投入として控除しても経済成長がなされ

たことを示し，自然資源投入という環境要因を考慮した上での経済成長と捉え

ることができる。また，帰属環境費用については，EGDPとGDPの差であり，

数値そのものがSNAの概念には入らない自然資源投入費用として捉えること

ができる。帰属環境費用が大きいことは，自由財としてより多くの自然資源が

投入されて経済活動が行われていることを示す。

　しかしながら，EGDPの成長と持続可能性との関係については，以下の点

に留意することが必要である。第一に持続可能性の定義が現在でも確立してい

ないことである。何をもって「持続可能」とするかはEGDPの成長のみなら

ず，環境問題を経済学的に捉える上で大きな問題になる。そのため，持続可能

性の定義がEGDPの成長に大きく影響を与えるはずである。例えば，地下資

源については，生成されるのに非常に長い年月がかかり，事実上の再生不可能

な自然資源として捉えられる。そのため，「持続可能」な成長を維持するため

には地下資源を全く投入しないことになってしまう。これが本当の意味での持

続可能な成長であるかは甚だ疑問である。このように持続可能性に関連させる

場合には，持続可能性の定義を明確にする必要がある。

　第二にEGDPにはGDPとは異なり理論的背景がないことが挙げられる。こ

の点については岡【14】が指摘しているが，GDPの背景には国民所得理論が
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あり，明確な理論的裏付けがなされている。しかしながら，EGDPについて

は帰属環境費用を控除する根拠を含めEGDPの成長が持続的成長となる理論

的背景は全くない。そのためEGDPの成長が持続的成長であるという立証は

今のところできないのである。

　第三に実際にデータを用いた推計を行った場合，生産活動に投入される全て

の自然資源を網羅的に取り扱い，帰属環境費用を推計することは不可能である。

そのため，たとえ帰属環境費用を控除したEGDPが推計されたとしても，こ

れは推計対象の自然資源の持続可能性は確保できても推計対象外の自然資源

は浪費が進んでしまうことが考えられる。

　したがって，現段階ではEGDPの成長が必ずしも持続的成長とは言えない

と結論づけることができる。

　　4．環境経済統合勘定の意義と問題点

　（1）環境経済統合勘定推計の意義

　環境経済統合勘定を推計することには大きな意義があり，それは以下の三点

にまとめられる。一つには，貨幣勘定としての環境経済統合勘定の意義である。

貨幣評価の意義については，物量単位では捉えられない自然資源どうし相関関

係や影響の大きさを把握することができる点が挙げられよう。つまり，貨幣評

価でなければ捉えることのできない自然資源どうしの関係を把握するため，貨

幣的な評価を行う必要があると考える。二つ目には今まで全く別問題であった

環境問題と経済成長を同じ枠組みの中で考えることができ，従来のSNAには

ない新しい情報が得られるようになり，統一された意思決定をするための一つ

の指標が得られることである。三つ目には今までのミクロ経済学的な視点での

環境評価法に対し，マクロ経済学的な視点からの自然資源の評価法を提示し，

国または地域全体の自然資源の評価に関わる情報が得られるようになること

が挙げられる。

　具体的には環境経済統合勘定を用いることによって以下の2点が明らかに

なると考えられる。第一に自然資源のどれくらいが生産活動に投入されている
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のかという点である。従来のSNAでは，自然資源の投入費用は考慮されてい

なかった。しかしながら，この自然資源の投入を費用の増加として認識させる

ことで，客観的基準が形成され，経済主体が自ら自然資源の投入額の大小を認

識できるようになる。

　第二に，自然資源の使用に対して中間投入が多いのか，それとも最終消費が

多いのかという点である。中間投入として自然資源を投入し財を生産する場合

と，自然資源自体を最終消費として消費することの割合などについては，従来

のSNAやその他環境評価手法を用いても明らかにすることはできないと考え

られる。自然資源の中間投入，最終消費の割合が明らかになることで，政府の

環境政策の対象も産業部門の生産活動に重点を置くか，消費者の消費行動に重

点を置くかといった点の政策意志決定に利用することも可能であると考えら

れる。

　この他にもあらゆる利用方法が考えられ，環境経済統合勘定は従来得られな

かった新たな情報の源として重要な役割を持つと考える。

（2）地域における環境経済統合勘定推計の意義

　本論文では，地域において環境経済統合勘定を構築し推計することを行う。

ここでは，地域において環境経済統合勘定を推計することの意義を明らかにす

る。この点について，以下の2点を挙げておく。

　第一に地球規模の環境問題でもその発生源は地域における経済活動に帰着

するという点である。地球環境問題は一見して世界的な問題であるが，環境問

題の発生源は個々の地域における経済活動である。したがって，地域の経済活

動における自然資源の投入額を正確に評価し，個々の経済主体が経済活動に伴

う費用の増加として認識することは，経済活動において自然資源の適切な投入

を促すことにつながり，環境問題を解決する一つの糸口になると考えられる。

　第二に，特定地域の経済的な位置づけは，自然資源投入を考慮する場合とし

ない場合とでは大きく変化することが予想されるという点である。SNAで見

た場合，大都市においてはGDP規模が大きく，より大規模な経済活動が行わ

れていると捉えられる。しかしながら，その一方で自然資源をより多く投入し
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た生産活動が行われている可能性もある。反対に地方都市や農村ではGDPは

それほど大きくはなく，経済活動の規模が小さい地域と認識されがちであるが，

このような地域においてもGDPは少ないものの，自然資源の投入を最小限に

抑え，「環境に優しい」生産活動を実践しているということも十分考えられる。

地方分権が謳われる昨今，自然資源の賦存を考慮した上で地域経済分析を行い，

改めて地域経済を評価し直すことの意義は非常に大きいと考える。

　（3）環境経済統合勘定の問題点

　環境経済統合勘定は，環境と経済の関係を同時に把握できる指標として利用

されることが期待されている。しかしながら，環境経済統合勘定はいくつかの

問題点も指摘されており，ここではその問題点について考察する。

　第一に，環境経済統合勘定は未だ枠組み自体が開発途上であり，試算の域を

脱していないということが挙げられる。したがって，勘定から得られる数値に

ついても，試算値としてしか扱うことができず，これ以降の発展的な利用が行

われていないのである。この問題を解決するためには，勘定の推計方法を確立

しより信頼度の高い勘定とすることが挙げられる。

　第二の問題点は，自然資源を貨幣価値に置き換えて評価することの妥当性で

ある。環境評価の方法は近年盛んに研究が行われている。しかしながら，価値

評価の妥当性の正確な判断基準を設けることは，非常に困難なことである。環

境・経済統合勘定でも同様のことが言え，貨幣という基準で測っても，その評

価額が妥当なものであるかは判断することができない。

　確かに環境経済統合勘定は試算的な要素が未だに強く，EGDPなどを政策

目的に利用することも多くの問題がある。しかしながら，試算の域を脱するま

でその利用を控えることも意味のあることとは思えない。SNAにおいても計

測上の問題点がいくつか指摘されているにもかかわらず，非常に重要な経済指

標として多くの目的に利用されている。また，SNAからGDPやNDPなど数

多くの経済指標が得られるのと同じく，環境経済統合勘定からも一つの環境経

済指標のみならず，いくつかの指標が得られる。これら複数の指標を総合的に

分析することにより，環境経済統合勘定から得られる環境と経済を結びつける
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情報をより有効に利用することができると考えられる。したがって，本論文に

おいて，環境経済統合勘定を使用して環境と経済の関連性を分析することにも

一定の意義があると考える。

　このような認識から，本論文においては環境経済統合勘定を推計した際の仮

定・限界を明確にした上で，環境経済統合勘定から得られたデータを経済分析

に利用する。

　第5節　まとめ

　本章では，環境問題に対して経済学的に接近することの意義と自然資源の価

値を経済学的に評価することの必要性を示し，さらには環境経済統合勘定の意

義と問題点を整理することを目的としてきた。

　第2節では，環境問題を経済学的に捉えることの意義を明らかにし，自然資

源の評価ゐ必要性を示した。第3節で，あらゆる環境評価の中でもマクロ経済

学的評価手法である環境資源勘定の概説とその意義を考察し，第4節では，環

境資源勘定の中でも特に貨幣勘定の環境経済統合勘定を取り上げ，その開発の

経緯，SNAとの関係，意義と問題点を明らかにした。

　本章の考察から示されたこととして，環境問題の根本には経済主体の経済活

動あり，環境問題を根本から解決するためには，経済学的な側面からの接近が

必要であることが挙げられる。そして，経済主体に自然資源が価値ある投入財

であることを認識させるために，自然資源の評価が必要であり，特に環境資源

勘定，そして環境経済統合勘定は，一国または一地域の自然資源を包括的に評

価する手法で，本論文の目的に合致する手法であることが確認された。

註

（註1）　1970年代の公害問題についての詳細は地球環境経済研究会【35】を参照

　　　　のこと。

（註2）　1990年代の環境問題についての詳細はNadakavukaren【88】を参照のこ

　　　　と。
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（註3）

（註4）

（註5）

（註6＞

（註7）

環境対策の国際的な取り組みとしては，国連が1990年から二回にわたっ

て報告書「気候変動に関する政府間パネル（lntergovernmenta1　Panel　on

Climate　Change：IPCC）」を提出している。この報告書では，温室効果ガ

スの濃度を安定化させるには，排出量を少なくとも1990年レベルに削減

させる必要があると指摘している。これに基づき，1994年には「気候変

動に関する国際連合枠組条約」が発効した。この条約では地球温暖化を含

む地球規模の気候変動をもたらす様々な悪影響を防止するための取り組

みの原則・規則を定めたものである。温室効果ガスについては先進国で

CO2排出量を1990年代末までに1990年レベルにすることを目標として

掲げている。なお，2000年以降の取り組みについては，1997年京都で開

かれた第三回条約締約国会議（COP3）において採択されたより拘束力の

強い「京都議定書」内で規定されている。京都議i定書では，2008年から

2012年までの問に先進締約国全体で1990年レベルからさらに5％以上削

減するとの法的拘束力を持つ数値目標が定められた。

環境問題の要因についての経済学的な解釈は，植田【6】，Pearce，　et．　al，

【92】に詳しい解説がある。

Pearce，　et　aL【92】は，　SNAにおける自然資源に関する計測上の誤りを，

（1）有害な影響から自らを保護する防除的支出の支払いが効用を高める最

終支出として計上されること，（2）社会の経済福祉に対する環境被害のマイ

ナスの影響を考慮していないこと，（3）自然・自然資源の劣化あるいは減価

償却を一般の人工資産と同じように取り扱っていることの3点に分けて挙

げている。

環境政策における経済的規制についての詳細は植田他【7】を参照のこと。

一般的には「自然資源の価値を評価する」ということは，「金銭的な評価

額を与える」と解されている。したがって，個々の自然資源に価格付けを

行うことであり，環境評価＝ミクロ経済学的評価と理解されることが多い。

しかしながら，マクロ経済学的評価とは「地域における自然資源全体に評

価額を与える」ことと言え，産業に投入される自然資源の投入額を計測す
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（註8）

（註9）

（註10）環境資源勘定を用いたマクロ経済学的評価においては，

ることも自然資源の評価と考える。したがって，本論文では環境評価には

ミクロ経済学的評価とともにマクロ経済学的評価も含まれるものとする。

顕示選好法の代表的評価手法として，ヘドニック法，トラベルコスト法が

挙げられる。ヘドニック法は，地価や賃金に反映された自然資源の寄与分

を抽出して自然資源の評価額とするものである。一方の表明選好法は，ア

ンケートなどを通じて消費者が実際に表明した選好をもとに自然資源の

評価額を算：出する方法である。表明選好法の代表的手法としては仮想市場

評価法（Contingent　Valuation　Method，以下CVM）が挙げられる。　CVM

は，アンケートなどにより消費者が対象となる自然資源に対して支払って

もよいと思う金額を回答してもらい，自然資源の価値を評価する手法であ

る、CVMは様々な環境評価に用いられ，多くの研究事例がある。これら

の詳細については鷲田【72】，鷲田他【73】を参照のこと。

Pearce，　et　al．【92】は，環境資源勘定の目的を次の三点にまとめている。

（1）所与の時点において利用可能な資源ストックのプロフィールを表す「貸

借対照表」を作成すること。（2）資源が時間の経過にともなってどれだけ使

用されるのか，どのストックから引き出されるのか，どのようにストック

に追加されるのか，あるいはどう変形されるのかを示す勘定を作成するこ

と。（3）任意の年の貸借対照表を前年の貸借対照表とその年のフローから導

き出すといったストック勘定とフロー勘定の整合性を保つことである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自然資源の評価範

囲そのものがミクロ経済学的評価よりも狭くなることが考えられる。その

理由として，自然資源とは生産活動に投入されるものに限定されることが

挙げられる。すなわち，マクロ経済学的評価では，自然資源の使用価値の

みを計測することになるのである。その他にもデータ制約等により経済活

動に投入される自然資源のごく一部しか評価することができないことも

挙げられる。

（註11）ヨーロッパ諸国における研究事例については，Mrakandya，　et．al，【87】を

　　　　参照のこと。
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（註12）

（註13）

（註14）

（註15）

（註16）

（註17）

（註18）

（註19）

（註20）

自然資源投入を考慮した経済計算に関する研究事例は，Batelmus【78】，

Crowards【80】などをはじめとし，日本においても（財）日本総合研究

所【45】がある。また，地域における試算例では青木他【1】が取り上げ

られる。

こQような問題点を克服するためには物量勘定が有効である。

環境問題に産業連関分析を応用した研究としては，吉岡他【69】，建元【32】，

Leontief【85】がある。

本論文における環境経済統合勘定とは，経済計算体系に環境要因を考慮し

たもの全般を指すのもとする。環境経済統合勘定の内訳として，国連の環

境経済統合勘定であるSEEAが含まれる。

サテライト勘定に関する詳細は，Lemiare【83】，山下【61，62，64】を

参照のこと。

SEEAの概念に関する詳細はUnited　Nations【99】を参照のこと。

SEEAの各ヴァージョンに関する詳しい記述はUnited　Nations【99】を

参照のこと。

ユーザーコスト法に関する詳細は，Sarafy【96】を参照のこと。

第1章第2節で紹介した（財）日本総合研究所【45】では，最終的な指標

として，環境調整済国内純生産（EDP）を用いている。しかしながら，本

論文では，GDPに対応する指標として環境調整済国内（道内）総生産を用

いる。また，EDPとの違いを明確にするため，本論文では環境調整済国内

（道内）総生産をEGDPと表記する。
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第3章　地域における環境経済統合勘定の構築と推計

　第1節　本章の課題

　前章において，本論文の目的に沿って地域における自然資源投入額の評価を

行うために環境経済統合勘定が適していることを示し，理論的な背景を解説し

た。環境経済統合勘定を推計することで，環境と経済の情報を提供するデータ

ベースとすることが可能であり，自然資源投入をという環境要因を考慮した経

済分析を行うことが可能となる。特に地域においては，環境経済統合勘定を推

計することで環境負荷の発生源を特定することができ，地域における自然資源

の賦存状況，生産活動への投入額を把握することができる。このようなことか

ら，環境経済統合勘定を推計することには大きな意義を見い出すことができる。

特に環境経済統合勘定より得られる指標のうち帰属環境費用は，自然資源の帰

属的な投入費用として捉えることができ，自然資源の投入状況を明らかにする

指標の一つとして考えることができる。

　そこで本章では，北海道を対象として地域における環境経済統合勘定を構築

し実際に勘定の数値を推計することを目的とする。まず，本論文において構築

した新たな勘定体系を提示し，環境経済統合勘定推計の方法，設定した仮定と

その問題点を明らかにする。そして提示した勘定体系をベースに北海道におけ

る環境経済統合勘定の数値を実際に推計した上で，本論文における環境経済統

合勘定推計の限界を示す。

　第2節　新しい勘定体系の提示

　1．適用する環境経済統合勘定体系

　第2章第4節で解説したとおり，SEEAにはいくつかのヴァージョンがあり，

どれを適用するかによって，推計方法や結果が大きく異なってくる。本論文で

は，既存研究との比較可能性，データの制約などを考慮した結果，ヴァージョ

ンIV．　2を採用する。ヴァージョンIV．2は，帰属環境費用を維持費用評価法に

よって推計する勘牢体系である。全国における環境経済統合勘定もこのヴァー

ジョンIV．2を採用しており，本論文においても全国の試算結果との比較可能
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性を確保した。また，ヴァージョンVでは，SNAの生産境界を拡大し，自然

資源の外部経済効果の計測も含めた勘定体系となっている。しかしながら，現

段階において，外部経済効果の評価手法が未だ確立には至っておらず，国民所

得理論やSNAとの整合性を保つためには，ヴァージョンV以降の枠組みを採

用することは困難であると考えた。

　以上のような理由から，本論文ではSEEAのヴァージョンIV．　2を基礎的な

枠組みとして採用し，北海道における環境経済統合勘定の構築を行う。

　2．従来版と簡略版

　青木他【11でも指摘されているが，地域において環境経済統合勘定を推計

しようとする場合，地域特有のデータ制約が問題となる。国連で提唱された

SEEAは，本来一国全体を対象とした勘定体系であるため，　SEEAを地域に適

用する場合には，全国の統計データと同種の地域データが必要となる。しかし

ながら，このようなデータは地域において必ずしも入手できるとは限らず，む

しろ利用不可能な場合が多い。データの制約により地域において全国の統計デ

ータと同種のデ・…一・タが入手できない場合，便宜的に仮定を設定した上で全国値

を使用して推計を行わなければならない。

　このような推計方法において，問題となるのが仮定の妥当性を確保できるか

という点である。仮に現実的な仮定を設定できず，妥当性が確保できなかった

場合には，勘定自体の信頼性が低下するという問題が生じてしまう。

　仮定の妥当性を判断するためには，多くの時間と知識・労力が必要であり，

昨今に早急に是非を判断できるものではなく，長期にわたる研究の蓄積が必要

となる。しかしながら，近年の環境問題の深刻化を考えると，時下経済統合勘

定の構築において仮定の妥当性を判断し，より信頼性の高い勘定体系を提示す

るために，勘定自体の開発を保留することはできない。

　そこで本論文では，次善的な対処法として，現状のデータ制約の中で勘定の

信頼性を高めるため，統計データの全国値を用いた仮定計算を極力避ける勘定

体系を構築する。このような対処法は，より信頼性の高い勘定を構築するとい
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うことを主眼とし，現状のデータ制約のもとでの当面の措置として採用するも

のである。当然仮定の妥当性が示されるか，勘定に導入できるデータの利用制

約が緩和された場合には，即座に勘定の推計に取り入れるつもりである。

　本論文では，現状のデータ制約のもとで勘定の信頼性を高めるため，環境経

済統合勘定簡略版（以下，簡略版とする）を提示する。簡略版は，全国値の統

計データを用いた仮定計算を極力避ける簡略化した勘定体系である。簡略版の

ベースとなるのは，有吉【4】において提示された勘定体系である。有吉【4】

の勘定体系は，（財）日本総合研究所【45】において試算した勘定マトリクス

体系（以下，従来版とする）を統合したものである。本論文ではこの勘定をべ

し一一・・一一 Xに北海道における環境経済統合勘定を構築する。

　有吉【4】の簡略版は従来版の推計値を統合したものであり，簡略版を直接

的に推計するものではない。しかしながら，本論文では，簡略版の推計を直接

的に行うことで，推計すべき数値を減少させ，さらに使用するデータ自体を少

なくし，データ制約を緩和させようと試みる。このような簡略版を推計するこ

とによってデ・一一・一二制約を緩和させる試みは，既存の研究成果にはなく，本論文

独自の取り組みである。本論文において，データ制約の緩和方法を提示するこ

とにより，地域における環境経済統合勘定推計の際に重要な示唆を与えるもの

となるはずである。

　簡略版を導入することによって，勘定の推計に必要なデータ数が減少し，必

然的に全国値を仮定計算によって使用することも少なくなる。一方で，勘定か

ら得られる情報量が減少するという問題点が生じる可能性がある。しかしなが

ら，この場合も環境と経済の関係を表す勘定体系の中心的な部分である帰属環

境費用の項目を簡略化しなければ，それほど大きな情報量の減少はないと考え

る。また，全国と地域という関係で捉えても，国民経済計算により得られる情

報量と地域経済計算より得られる情報量にはすでに大きな格差があり，その意

味においては，両者のサテライト勘定としての環境経済統合勘定にも情報量の

格差が生じてもある程度は仕方ないものと考える。
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　　3．産業部門分割版の提示

　本論文では，環境経済統合勘定より産業部門ごとの自然資源投入を把握する

ことを目的としている。しかしながら，先に提示した勘定体系においては，産

業部門別の自然資源投入を把握することはできない。地域において環境経済統

合勘定を推計することの目的は，地球環境問題の発生源となる経済活動を明ら

かにし，地域経済がどれほど自然資源を投入した上で成り立っているのかを把

握することである。地域のどの産業部門により多くの自然資源が投入されてい

るかまで明らかにすることで，より細かな情報が得られるようになり，地域経

済と自然資源投入の間のより詳細な関係を把握することができるようになる。

また，地域においては地理的要因，資源の賦存状況などにより産業構造が大き

く異なるため，国全体よりも産業構造の特徴が明確に現れることが考えられる。

このような点からも，環境経済統合勘定から産業部門別の自然資源投入状況を

把握するζとが必要であると考える。

　そこで，本論文では簡略版をベースに産業部門を分割した環境経済統合勘定

体系（以下，産業部門分割版とする）を提示する。産業部門分割版は，産業部

門別の自然資源投入の状況を明確にするため，産業部門ごとに推計値を分割し

たものである。これにより，今までの従来版や簡略版では地域における産業部

門を統合した産業全体の自然資源の投入状況しか明らかにならなかったもの

が，産業部門ごとに把握することができるようになる。本論文で提示する産業

部門分割版では，産業部門に第一次産業から第三次産業を設定し，自然資源投

入をこれら3部門についてそれぞれ分割して計上する。簡略版と産業部門分

割版のマトリクスの列項目対応は図3－2－1に示す。なお，大気の帰属環境

費用のうち移動発生源（自動車）の分については，第一次産業から第三次産業

への分割ができなかった。そのため，第一次産業から第三次産業・：最終消費部

門とは別に新たな列項目を追加し，自動車の帰属環境費用のみを別計上とした。

　産業部門分割版は本論文独自の勘定体系であり，既存の研究において産業部

門を分割した環境経済統合勘定を提示した事例はない。特に地域においては，

特定産業部門に生産が集中することも考えられ，産業部門ごとの特徴がより明
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簡略版項目

@　　　　列
@　行

生産活動
i産業分類） 移輸入

最終消費支出
@（部門別）

非金融資産の

@蓄積と
@ストック

1 2 3 4

1
　
　
置 l

l

l　　　　　l　　　　　　　置　　　　　　　l
戟@　　　　l　　　　　　　置　　　　　　　1

産業部門分割版項目

@　　　　　　列

@　　行

生産活動
i産乗分類）

?間需要 自動車 第1次産業 算2次産業 第3次産業
移輸入

最終消費支出
@（部門別）

非金融責産の

@蓄積と
@ストック

1 1－0 1－1 1－2 1－3 2 3 4

簡略版項目

@　　　　列
@　行

生産され

骼綜Y 人工林

生産され

ﾈい資産 大気

5 5－1 6 7

l　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　I　　　　　　l
1

生産され

骼綜Y

生産され

ﾈい資産 大気

産業部門分割版項目

@　　　　　　列

@　　行

人工林
i内数） 自動車 第1次産業 第2次産葉 第3次産莱 最終消費

5 5－1 6 7 7－0 7－1 7－2 7－3 7－4

簡略版項目

@　　　　列
@　行

水 天然林
8 9

水 天然林

産業部門分割版項目

@　　　　　　列

@　　行

第2次産莱 第3次産莱 最終消費 第1次産業第1次産

@業 うち畜産
8 8－1 8－1－1 8－2 8－3 8－4 9 9－1

移輸出
簡略版項目

@　　　　列
@　行

土地 地下資源
10 11 12

移輸出

土地利用 地下資源

産莱部門分割版項目

@　　　　　　列

@　　　行

第1次産

@業
第2次産業 第3次産桑 最終消費 第2次産業

10 10－1 10－2 10－3 10－4 11 11－2 12

図3一一2－1簡略版と産業部門分割版の列項目対応
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確に現れると思われる。このようなことから，環境経済統合勘定を産業部門に

分割し，産業部門ごとの計数を推計することには大きな意義があると考えられ

る。

　第3節　推計方法・概念と仮定の設定

　1．推計概念の概要

　本節では，環境経済統合勘定の推計方法について論じる。先にも述べたが，

本論文で使用する勘定体系はSEEA簡略版をもとにして独自に作成した産業

部門分割版である。SEEAでは環境と経済を結びつける部分は環境保護支出と

帰属環境費用とに分けられる。環境保護支出は，すでにSNAで計算されてい

る自然資源の投入費用である。具体的な推計には，産業連関表内で環境保全産

業と考えられる下水道業と廃棄物処理業の生産額や中間投入額を計上してい

る。一方，従来のSNAでは計算されない自然資源の投入費用として帰属的に

計算されるのが帰属環境費用である。帰属環境費用は，推計方法に維持費用評

価法を採用し，産業の生産活動における自然資源の投入，すなわち汚染物質の

排出に対し，仮に汚染物質を全て除去した場合にどれだけの費用がかかるかを

計算する。これにより汚染物質を発生しない状態（ゼロ・エミッション）を仮

定した場合の自然資源の投入費用が計算されるのである。

　現実的には，産業の生産活動に投入される自然資源は多岐にわたるが，本論

文の推計において取り上げるのは，汚染規模の大きさや経済活動への投入状況，

データ制約を考慮し，大気，水，森林，土地，地下資源の5っの自然資源で

ある。具体的な汚染物質として，大気はNOx，　SOxの両方を，水はBOD，

CODのうち帰属環境費用の高いほうを取り上げる。天然林，土地については，

汚染物質の排出によって資源の状態が悪化するというよりもむしろ直接的な

使用によって悪化するものと考えられる。したがって，森林では，伐採量が成

長量を上回った分について，仮に環境保全のためにその超過分の伐採を断念し

た場合の損失額を，土地についても環境保全のために仮に土地の開発を行わな

かった場合の損失額を帰属環境費用と定義する。最後に地下資源については，
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ユーザーコスト法を適用し，帰属環境費用を推計する。ユーザーコスト法は，

再生不可能な自然資源の販売から得られる有限期間における毎期の所得の一

部を他に再投資することによって，自然資源の枯渇後も枯渇前と同水準の所得

が得られると仮定し，その恒常所得を上回る毎期の所得部分を帰属環境費用と

して計算するものである。

　なお，対象とする年次は1985，1990，1995年の3か年である。これらの3

か年を対象とするのは，勘定を推計する上で最も重要な統計データである産業

連関表がこの年に推計されているためである。既存の研究において，3か年に

渡る環境経済統合勘定を推計しているのは，（財）日本総合研究所【451の全

国の試算のみであり，地域において3か年にわたる継続的な推計を行ってい

る研究事例はない。3か年の継続的な推計によって，どの年次においても見ら

れる地域的な特徴を明らかにすることができると考えられる。このような特徴

は単年次の推計では把握することができない。このようなことから，本論文に

おける3か年にわたる環境経済統合勘定の推計は，地域の特徴を明らかにす

る上でも意義があると考える。なお，年次間の比較を行うため勘定の推計値は

全て実質化した。実質化することによって，年次間の数値の比較が可能となり，

成長率などの経済指標が利用できることになる。地域において実質化された環

境経済統合勘定を推計した事例も本論文のみである。

　以下では，環境経済統合勘定の推計概念と推計の際に設定した仮定について

解説する。勘定内の推計値は環境保護支出と帰属環境費用に大別され，環境保

護支出はさらにフロー係数とストック係数に内訳けされる。また，帰属環境費

用も大気，水，森林，土地，地下資源の5項目に分類される。以下ではこの

分類にしたがって推計概念と仮定の解説を行う。

　　2．環境保護支出

　環境保護支出では現行のSNAにすでに計算されている自然資源への支出を

通常の支出とは別計上として環境保全への支出額がより明確に捉えられるよ

うにするものである。具体的には，産業連関表に使用される日本標準産業分類
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のうち，自然資源保全サービス産業と考えられる下水道業と廃棄物処理業を環

境関係財貨・サービス生産業とし，これら産業の生産額，中間投入額等を環境

関係財貨・サv一一・一ビス取引額として各項目に計上する（註1）。以下では，各項

目についての詳細な推計方法を解説する。なお，推計した環境経済統合勘定の

産業部門分割版については，付録1の付表1～付表3，簡略版については付表

4～付表6に掲げる。また，本文中の（行，列）については，勘定を構成する

行項目と列項目に対応している。

　（1）フロー係数

（ti，　ljtl）　＝　（3，　1－1），　（3，　1－2），　（3，　1－3），　（3，　3）

環境関連財貨・サービス→第一次産業～第三次産業への投入，最終消費

　ここでは，環境関係財貨・サービスを下水道業，廃棄物処理業（産業，公営）

の生産物と仮定する。北海道開発局［551から下水道，廃棄物処理（産業，公営）

から99一一次産業，第二次産業，第三次産業への中間財投入額を計上する。数値

は総務庁［22】の部門別インプレータを用いて実質化する。

（そテ，列）＝（4，　1－1），（4，　1－2），（4，　1－3），（4，　3）

その他の財貨・サービス→第一次産業～第三次産業への投入，最終消費

　北海道【47］より，環境関係財貨・サービスを除いたその他の中間財投入額を

計上する。数値は経済企画庁【8］の経済活動別国内総生産デフレータを用いて

実質化する。

（そテ，列）＝（4，　2），　（12，　2）

その他の財貨・サービス→移輸入，移輸出

　北海道［47］の移輸入，移輸出額を計上する。数値は北海道［47］の輸出または

輸入デフレータを用いて実質化する。

（17，　ijiJ）　＝　（5，　1　一一1），　（5，　1－2），　（5，　1　一一一　3）

固定資本減耗（第一次産業，第二次産業，第三次産業）

　北海道［47】より固定資本減耗額を計上する。数値は経済企画庁【8］の経済活

動別国内総生産デフレータを用いて実質化する。
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（f7，　iSiil）　＝：　（1　5，　1－1），　（1　5，　1　一一一　2），　（1　5，　1　一一一　3）

道内純生産（第一次産業，第二次産業，第三次産業）

　北海道［47］より道内純生産を計上する。数値は経済企画庁［8】の経済活動別

国内総生産デフレータを用いて実質化する。

　（2）ストック係数

（そテ，　ダID＝　（1，　5），　（20，　5）

生産される資産期首・期末ストック

　生産される資産のストックとは，経済活動によって生産される再生産可能な

資産のストックを指す。ここでは，生産される資産を経済企画庁［8］の在庫と

純固定資本とする。しかしながら，北海道独自の数値は道民経済計算において

推計されておらず，全国の数値から仮定を設定した上で按分計算する。ここで

は，在庫・純固定資本のストック額がGDPに比例すると仮定して推計を行っ

た。この仮定は資本係数が一定である場合に妥当性を持つ。現実には資本係数

が一定であるとは言い難いが，より妥当な仮定も設定できないので，便宜的に

この仮定を用いることとする。

　推計手順は，全国の在庫ストック額を経済企画庁［8］の在庫品増加デフレー

タによって実質化し，純固定資本実質値と合計し，全国の生産される資産スト

ック額を算出する。次に全国と道のGDP比率を乗じて道の生産される資産ス

トック額実質値を算出する。

（行，列）＝（4，　5）

生産される資産資本取引額

　ストック勘定においては，

（期末ストック）一（期首ストック）＝（資本取引額）一（固定資本減耗）一

（自然資産の蓄積に関する調整項目）一（その他の調整項目）

という関係式が成り立つ。また実質値の勘定では，その他の調整項目（具体的

には市場価格変化による再評価）が全てゼロになる。期首ストック，期末スト

ック，固定資本減耗は他項目ですでに推計されている値を使用する。また，自

然資産の蓄積に関する調整項目は，人工林の成長による資産の増加分を計上す
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る部分であるため，人工林体積変化量から推計される数値である。したがって，

上の式において，資本取引額以外の全ての数値が他項目において推計される値

となるため，資本取引額は上記の式を満たすような値として計算する。上式に

は全て実質値をあてはめるため，導かれる資本取引額も実質値となる。

（そテ，1列）＝（1，3－1），　（1，9－1），　（20， 3－1），　（20，9－1）

人工林，天然林期首・期末ストック

　森林資産額を人工林と天然林に分けて計上する。人工林は生産される資産の

内訳項目とする。森林資産額は立木資産額として，経済企画庁［8］に都道府県

別民有地分のみの数値があるので，推計にはこの数値を使用する。ここでは，

体積あたりの立木資産額が民有地と公有地で同一であるとの仮定を設定する。

この仮定のもとでは民有地の体積あたり立木資産額によって公有地立木資産

額を評価することになる。立木資産額については，民有地と公有地についてそ

れほど大きな乖離があるとは考えにくいことから，この仮定を設定した。

　推計方法であるが，はじめに北海道の民有地立木資産額と民有地森林体積よ

り体積あたり資産額を算出する。これを北海道の天然林体積，人工林体積にそ

れぞれ乗じることで北海道の人工林資産額，天然林資産額を求める。なお，実

質化ため単位あたり資産額は1990年期首の数値を全ての年次の期首ストッ

ク・期末ストックの推計に適用した。

（行，列）＝（4，3－1），（4，9－1）

人工林，天然林資本取引額

　森林の資本取引額は，北海道開発局［55］の育林業の生産額を計上した。ここ

では体積あたりの資本取引額が一定であると仮定し，育林サービス生産額を天

然林・人工林体積比率を用いて按分する。数値は総務庁［22］の部門別インプレ

ータのうち育林業のインプレータを用いて実質化した。なお，1995年につい

ては，総務庁［22】にインプレータが掲載されていないため，総務庁［23】にある

1990年の実質値と名目値の比率を用いて実質化した（註2）。
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（t7，　5iil）　＝　（1　8，　3－1　），　（1　8，　9－1）

人工林・天然林自然資産の蓄積に関する調整項目

　実質ストック勘定の整合性を表す等式，

（期末ストック）一（期首ストック）＝（資本取引額）一（自然資産の蓄積に

関する調整項目）

から数値を計算する。期首ストック，期末ストック，資本取引額とも実質値な

ので，算出される調整額も実質値となる。

（そテ，列）＝（1，　10－1）～（1，　10－4），（20，　10－1）～（2

0，　10－4）

土地期首・期末ストック

　土地については，農林地を第一次産業に充て，宅地を第二次産業，第三次産

業，最終消費に分割する。宅地のうち北海道［48］の用途別土地面積の工業地域

を第二次産業，商業地域を第三次産業，住宅地域と村落地域，その他を最終消

費に充てる。

　・農林地の土地資産額

　北海道の農林地の資産額を農林地面積で割り，面積あたり資産額を算出する。

次に面積あたり資産額に農林地面積を乗じ，土地資産額を求める。なお，実質

化のため，求めた単位あたり資産額のうち1990年値を1985年，1995年にも

使用する。

（面積あたり資産額：1990年値）×（農林地面積）＝（農林地土地資産額）

　資本取引額については，データが得られないため，全国の農林地資本取引額

と農林地面積から全国の面積あたり土地資本取引額を求め，北海道の農林地面

積に面積あたり土地資本取引額を乗じて値を求める。その際，面積あたりの土

地資本路取引額が全国と北海道で同じであるという仮定を置いている。全国の

土地資本取引額は実質値を用いているので，北海道の値も実質値となる。

　算出の結果，数値は非常に大きな値となり，期首ストックの約半分が資本取

引されるという結果となった。全国値は東京など地価が高い地域の資本取引も

含まれており，面積あたりの資本取引額が北海道に比べ大きな値となっている
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ことが考えられる。そのため，この数値を北海道に当てはめた場合，北海道の

資本取引額は過大評価となってしまったと想定される。

　一方，調整額に関しても実質ストック勘定の整合性を表す等式，

（期末ストック）一（期首ストック）＝（資本取引額）一（自然資産の蓄積に

関する調整項目）

を満たすことから算出した（註3）。

　・宅地の土地資産額

　はじめに，利用形態別土地面積と地目別土地評価額を乗じることで，各地目

の資産額を求める。利用形態別土地面積と地目別土地評価額はそれぞれ表3－

3－1，表3－3－2に示す。算出した宅地資産額は経済企画庁［8］の数値と

異なるが，年報の宅地資産額は民有地のみの値であるため，北海道全体の土地

資産額と比べると過小評価となっている。地目別土地評価額は全ての年次に

1990年評価額を採用して実質化した。なお，資本取引額，調整項目の算出方

法は農林地土地資産額の場合と同じである。

　　3．帰属環境費用

　帰属環境費用は，従来のSNAでは計算されない自然資源の投入費用を帰属

的に計算するものである。帰属環境費用の推計には維持費用評価法を採用し，

産業の生産活動における自然資源投入，すなわち汚染物質の排出に対し，仮に

汚染物質を全て除去した場合にどれだけの費用がかかるかを計算する。現実的

には産業の生産活動に投入される自然資源は数多くの種類があり，全ての投入

費用を計上することはデータ制約や推計方法の問題から不可能である。そこで，

本論文では，帰属環境費用の推計対象として，汚染規模の大きさや経済活動へ

の投入量の大小，データの制約を考慮し，自然資源のうち大気，水，森林，土

地，地下資源の5項目を取り上げる。

　（1）大気の帰属環境費用

　大気の帰属環境費用は，大気汚染物質の排出による大気汚染を想定し，汚染

物質を全て除去するために必要な費用とする。大気汚染物質には窒素酸化物
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表3一一3一一1 利用形態別土地面積
　　　1985年　1985年割合 1990年

　　　　　　　　　　（ha）
1990年割合1995年1995年割合

住宅地域
村落地域
工業地域
商業地域
その他

40，900．0

25，258．0

8，1　85．0

2，61　7．0

　208D

53．oo／，

32．7％

1　O．60／，

3．40／o

O．30／，

43，449．0

27，230．0

8，965．e

2，798．0

　21　2．0

52．60／，　44，882．0

32．90／e　26，337．0

10．80／，　10，978．0

3．4％　2，949．O

o．3　e／，　2　2　2．o

　　　合計
出所：北海道［48］

77，168．0 100．00／，　82，654．0 100．00／，　85，368．0

52．60／0

30．go／，

1　2．90／0

　3．50／e

　O．3e／，

1　Oo．oo／，
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表3一一3－2地目別土地評価額（百万円／ha）
　　　　　　　　　1985年　1990年　1995年
　　住宅地
住宅見込み地
　　商業地
　準工業地
　　工業地
市街化調整区域

244．0

116．0

853D
303．0

112．8

83．0

337．0　326．0

　139．0　153．0
2，286．0　1，552．0

566．0

272．0

112D

546．0

282．0

115．0

出所：北海道［51］

注）数値は全て各年7／1現在の値である。
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NOx，硫黄酸化物SOx，浮遊粒子状物質SPM，一酸化炭素COなど数多く存

在する。本論文では，このうち汚染による影響が大きいと考えられ，かっデー

タの取得が可能なNOxとSOxを帰属環境費用の推計対象汚染物質とする。

　推計は移動発生源と固定発生源に分けて行う。移動発生源は自動車，鉄道，

船舶，航空機など運輸機器を指すが，本論文ではデータ制約から自動車のみを

対象とする。また，固定発生源は，工場など事業所その他移動発生源以外の固

定的汚染物質発生源とする。

　固定発生源からの帰属環境費用の推計方法は，吉岡他［61］より産業部門別生

産額あたりNOx，　SOx発生量に北海道の各産業部門生産額を乗じることで各

産業部門のNOx，　SOx発生量を推計する。次いで汚染物質単位あたりの除去

費用（除去原単位）を乗じて帰属環境費用を推計する。除去原単位は北海道独

自のデータが得られず，全国の値をそのまま使用した。推計した値は北海道内

で発生するNOx，　SOxを全て除去するための費用として考えられる。本来は

除去される量を控除した上で，除去原単位を乗じるべきであるが，除去量のデ

ータが得られなかったため，除去量の控除は行っていない。求めた帰属環境費

用は，経済企画庁［8］の国内総支出の総固定資本形成・民間・企業設備のデフ

レータを用いて実質化した。

　次に移動発生源，すなわち自動車からの帰属環境費用の推計方法であるが，

データ制約からNOxのみ計上する。総走行台kmを燃料別自動車保有台数比

率により按分し，燃料別総走行台kmを求める。ただし，1995年については，

データが得られなかったため，1985年から1990年までの総走行台kmの変

化率が1995年まで継続すると仮定し，1995年の数値を推計した。また，こ

こでは，自動車一台あたりの走行距離が各燃料間で同一であると仮定している。

そして，求めた燃料別総走行台kmに早見［42】の燃料別走行台キロあたりNOx

排出量を乗じることによって，自動車の燃料別NOx排出量を推計することが

できる。早見［42］の燃料別走行台kmあたりNOx排出量は全国の値である。

北海道では一回の走行での平均走行距離が長く，ストップ・アンド・ゴーが少

ない定速走行が多いため，NOx排出量は全国値よりも小さくなると考えられ
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るが，北海道独自のデ・…一タが得られないため，やむなく全国の数値を利用した。

最後に自動車の燃料別NOx排出量にNOxの除去原単位を乗じることによっ

て自動車の帰属環境費用を推計する。

　NOx除去原単位についても北海道のデータが得られず，全国の推計に用い

たOECD［64］のデータを使：帯している。このデータソースは米国におけるガソ

リン車のNOx排出係数基準達成のための新車価格上昇分である。この数値を，

NOxを一単位減少させるために必要な新車価格上昇分に変換した上で除去原

単位として使用した。このデータは米国のデータのため，日本の自動車走行環

境とは異なるものの，データ制約上やむを得ずこのデータを使用した。データ

はガソリン車のものであるが，便宜的に他の燃料にもこの値を適用した。また

データは1981年の値のため，これを総務庁［22］の自動車内燃機関部門インプ

レータで1990年価格に変換している。さらに三年の除去原単位を個別に推計

することができないため，この間にこの分野に関する技術進歩がないと仮定し，

各年次で同一の除去原単位を求めた。

　求めた帰属環境費用は，（財）日本総合研究所［35］で全国の試算に使用して

いるインプレータを使用して実質化し計上した。大気の帰属環境費用は環境経

済統合勘定の「廃物の排出」の行項目に計上するが，列項目の第一次産業から

第三次産業と最終消費へ分解する必要がある。固定発生源については，産業

29部門分類＋最終需要部門別の帰属環境費用が求められるので，各項目今に

再集計して計上した。自動車について，各産業部門と最終消費部門の分割は運

輸省北海道運輸局［1］の業態別輸送トン数における営業用・自家用比率をもと

に分割した。大気の帰属環境費用のうち移動発生源（自動車）の分については，

データ制約により第一次産業から第三次産業への分割ができなかった。そのた

め，第一次産業から第三次産業・最終消費部門とは別に新たな列項目を追加し，

自動車の帰属環境費用のみを別計上とした。

　（2）水の帰属環境費用

　水の帰属環境費用は，水質汚濁物質の排出による水質の悪化を想定し，汚濁

物質を全て除去するために必要な費用とする。水質汚濁物質には生物学的酸素
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要求量BOD，化学的酸素要求量COD，窒素N，リンPなど数多く存在する。

本論文では，このうち負荷が大きくかつデータの取得が可能なBODとCOD

を帰属環境費用の推計対象とする。ただし，BODとCODは基準こそ違うが

同じ酸素要求量であるため，双方を帰属環境費用として計上すると二重計算と

なってしまう。そのため，本論文では負荷の大きいほうどちらか一方のみを帰

属環境費用として計上する。

　推計は家庭排水（雑排水とし尿），工場・事業所排水，畜産排水の3項目に

分けて行う。はじめに家庭排水であるが，國松他［7］より一人一日あたりBOD，

COD発生量を引用し，北海道の人口に乗じて発生量を推計する。次に発生し

た負荷量のうち，一定割合が除去されると仮定し，除去量を控除して排出量を

推計する。除去量推計の際に使用する負荷の除去率は北海道のデータが得られ

ず，全国の値をそのまま利用した。排出量に除去原単位を乗じて帰属環境費用

を求める。除去原単位については，公共下水道による処理を想定し，北海道デ

ータが得られないため，全国と同一の数値を利用した。

　次に工場・事業所排水は，（社）日本下水道協会［32］より製品出荷額あたり

BOD，　COD発生量を引用し，北海道の産業部門別製品出荷額を乗じて発生量

を推計した。以降は家庭排水と同様の方法で帰属環境費用を推計した。工場・

事業所排水については，産業廃水処理施設による処理を想定した除去原単位を

使用し，家庭排水同様，全国の値をそのまま使用した。

　最後に畜産排水については対象を牛と豚に限定する。北海道ではこの他馬，

羊など多くの家畜が飼養されているが，一頭あたりBOD，　COD発生量データ

が得られないため推計の対象外とした。牛と豚の一頭あたりのBOD，　COD発

生量については野馬他［7］のデータを引用し，農林水産省北海道統計事務所

［391の北海道内野・豚飼養頭数に乗じることで発生量を推計した。畜産排水の

除去率については，正確：なデータが得られないが，（社）日本下水道協会［32］

では，家畜の排泄物の流達率を10％以下にするとしている。これより除去率

は90％と仮定でき，本論文でもこの数値を使用する。また，除去原単位につ

いては，畜産排水の除去原単位が得られないため，本論文では畜産排水の排出
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量（未処理分）は公共下水道またはし尿処理施設で処理をすると仮定し，双方

の除去原単位の平均値を畜産排水の除去原単位とした（註4）。なお，帰属環

境費用は実質化する必要がある。そのため，除去原単位をデフレータで実質化

した。公共下水道の除去原単位は北海道［47］の道内総固定資本形成公的企業設

備デフレータを，し尿処理施設，産業排水処理施設については道内総固定資本

形成民間企業設備デフレータを使用して実質化した。

　推計した帰属環境費用は環境経済統合勘定の「廃物の排出」の行項目に計上

するが，列項目の第一次産業から第三次産業と最終消費へ分解する必要がある。

家庭排水については最終消費項目に，工場・事業所排水については全て第二次

産業に，畜産排水については第一次産業に計上した。本論文では推計上の制約

から第三次産業分が推計されておらず，第三次産業の帰属環境費用については

ゼロとした。

　（3）森林の帰属環境費用

　森林の帰属環境費用は，森林伐採により悪化すると考えられる自然資源の悪

化を防止するための費用として捉えることができる。森林伐採については，樹

木の成長量を上回る伐採が行われた場合にのみ帰属環境費用を計上すること

とし，その超過伐採を自然資源保全のために断念した場合の損失額を帰属環；境

費用とする。北海道では，1985，1990，1995年のいずれの年も成長量を上回

る伐採が行われておらず，帰属環境費用は全ての年次でゼロとなった（註5）。

森林の帰属環境費用は環境経済統合勘定の行項目「森林・土地の利用」に計上

し，林業に帰属するものであるため，全額を第一次産業の列項目へ計上する。

また，人工林と天然林の分解については，天然林と人工林の蓄積比率を用いる

（註6）。なお，実質化については，数値がゼロであったため現段階で具体的

な方法は検討していない。

　（4）土地の帰属環境費用

　土地については，林地から農地，都市的土地利用へと利用形態が変わること

によって生じる自然資源の悪化を対象とする。本論文における土地の帰属環境

費用は，土地の開発を断念することによって生じる遺失利益とする。遺失利益
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を何によって計測するかについては，産業連関表のその他の土木建設生産額に

含まれる土地造成費用とする。土地造成費用は，民間，地方公共団体，住宅・

都市整備公団，地域振興整備公団が行う土地造成工事を対象としている。しか

しながら，北海道開発局［55］においては，その他の土木建設に含まれる土地造

成費用が独立した数値として計上されていない。そのため，土地造成費用のそ

の他の土木建設生産額に占める割合が全国と北海道で同じと仮定し，全国の割

合を北海道のその他の土木建設生産額に乗じることで道の土地造成費用を求

めることとする。

　推計した帰属環境費用は環境経済統合勘定内の行項目「森林・土地等の使用」

に計上した。列項目の第一次産業から第三次産業と最終消費に分解するため，

北海道［48］の林地開発行為許可実績の許可面積の比率を使用し，第一次産業か

ら最終消費に分解した。林地開発行為許可実績は農用地，土石採掘，工場用地・

宅地，レジャー施設，その他に分類されている。このうち農用地は第一次産業，

土石採掘は第二次産業，レジャー一一・・施設は第三次産業，その他は最終消費と設定

し，その比率を算出した。ただし，工場・宅地は第二次産業と最終消費とし，

北海道［48］の工場用地面積と住宅地面積比率によって数値を按分した。

　なお，得られた数値は総務庁［22］のその他の土木建設インプレータにより実

質化している。ただし，1995年のインプレータが掲載されていないので，総

務庁［23］にある1990年の実質値と名目値の比率を用いて実質化した（註1）。

　（5）地下資源の帰属環境費用

　地下資源は生成に非常に長い年月が必要であるため，実質的に地下資源の生

産は再生産不可能な資源の枯渇と考えることができる。そのため，本論文でも

帰属環境費用の推計対象として取り上げる。北海道において生産される地下資

源は，石炭をはじめとして石灰石，亜鉛，石油など多種にわたるが，本論文で

はデータ制約等の問題から，帰属環境費用の推計対象を石炭と石灰石の2種

類に限定する。

　帰属環境費用の推計法にはユーザーコスト法を採用する。ユーザーコスト法

は，再生不可能な資源の販売から得られる所得のうち一部を他に再投資するこ
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とによって，資源の枯渇後も枯渇前と同額の所得（恒常的所得）が得られると

の仮定の下，毎期の所得が恒常的所得を上回る分を資源の価値を推計するもの

である。資源の生産から一期間に得られるであろう期待収益をR，仮にその資

源が枯渇した場合にもXという所得が得られるように再投資を行う場合，期

待収益Rから再投資分Xを差し引いた分が自然資源としての地下資源の評価

額すなわち帰属環境費用となる。推計式は，

　（ただし，nは地下資源でRという期待収益を維持した場合の残存年数，　i

は利子率）

となる（註7）。

　この式に当てはめるため，統計データを用いて期待収益R，残存年数n，を

求める。はじめに期待収益Rについては，以下の式により推計する。

（期待収益R）＝（理論可採埋蔵量）×（地下資源単価）

理論可採埋蔵量は北海道通商産業局｛58］のデータを使用し，地下資源単価は総

務庁［20］のデータを用いる。次に残存年数は，

（残存年数n）＝（理論可採埋蔵量）／（年間生産量）

から推計する。年間生産量は通商産業省［27］のデータを使用した。

　以上のデータを用いユーザーコスト法で帰属環境費用を推計した。なお，各

年とも利子率は5％としている。推計の結果，北海道においては石炭，石灰石

とも残存年数が非常に長く，単年の帰属環境費用は限りなくゼロに近い値とな

った（註8）。したがって，北海道における地下資源の帰属環境費用はゼロと

した。

　推計した帰属環境費用は環境経済統合勘定内の行項目「資源の枯渇」に計上

した。列項目は「第二次産業」のみへの計上となる。また，数値がゼロであっ

たため，本論文において実質化の方法は検討していない。

　4。本論文の環境経済統合勘定の特徴

本論文で構築した環境経済統合勘定には既存研究にはない特徴があり，それ
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らは以下の5点に要約することができる。第一に，地域において環境経済統

合勘定を構築し，推計した点である。地球環境問題の発生源を辿ると一地域に

おける経済活動に帰着する。そのため，地域の経済活動における自然資源の投

入状況を明らかにし，地域経済がどれほどの自然資源投入の上に成り立ってい

るかを把握する必要がある。これに対しては地域における環境経済統合勘定を

構築し，勘定の数値を推計することが有効である。

　第二の特徴として，地域における環境経済統合勘定の問題点であるデータ制

約を緩和させる方法を提示し，取り入れている点である。環境経済統合勘定は

国家単位に適用することを前提とした勘定体系であるため，地域において適用

し，推計するにはデータの制約という大きな問題が生じる。本論文ではこの問

題の解決策として，従来の環境経済統合勘定体系を簡略化し，使用する統計デ

ータを減少させた簡略版という新たな環境経済統合勘定体系を提示した。

　第三に，産業部門別の自然資源の投入状況を把握できるように産業部門を分

割した点である。地域のどの産業部門により多くの自然資源が投入されている

かまで明らかにすることによって，地域経済と自然資源投入の間のより詳細な

関係を把握することができるようになる。また，地域においては地理的要因，

資源の賦存状況などにより産業構造が大きく異なるため，国全体よりも産業構

造の特徴を一層明確に捕捉することが可能となる。

　第四の特徴は，1995年までの3か年の環境経済統合勘定を推計したことで

ある。自然資源の投入状況を時系列的に把握することは重要なことであり，特

に環境保全対策を行った前後における自然資源投入の変化を把握するなどを

明らかにすることは非常に重要なことである。

　第五に環境経済統合勘定を実質化し，年次間の比較を可能とした点である。

3か年にわたる推計を行ったとしても，年次間の比較において名目値であれば

厳密な意味での比較が不可能であり，実質化が必要不可欠となる。

　以上本論文で提示した環境経済統合勘定は，地域の経済活動における自然資

源の投入状況を把握するための有効な手法であると考える。なお，実際に推計

を行った環境経済統合勘定は，付録1の付表1～付表12に掲げる。
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　　5，環境経済統合勘定推計の限界

　本論文における環境経済統合勘定の推計では，地域に賦存する自然資源を包

括的に評価し，産業の経済活動における自然資源投入の大きさを把握すること

を目的としている。先に解説した推計方法は，基本的に（財）日本総合研究所

【46］の環境経済統合勘定推計方法に基づいている。（財）日本総合研究所

【46】の推計方法においても数多くの問題点が指摘されており，これをもと

にした本論文における推計でも問題点をそのまま持ち越していることとなる。

　そこで，ここでは本論文における環境経済統合勘定推計方法の限界と問題点

について論じ，（財）日本総合研究所【46】の諜算方法と比較し，推計した結

果がどのような問題点を含み，何を評価するものであるかを明らかにする。

　はじめに，推計の範囲であるが，本論文の環境経済統合勘定推計においては，

環境保護支出で下水道業と廃棄物処理業の生産額，中間投入額等を計上してい

る。この2っの産業部門を環境保護支出の項目に取り入れたのは，産業連関

表内で把握できる環境保護関係財貨・サービス部門として，データが利用可能

であったためである。しかしながら，特に近年，環境関係財貨・サービスの供

給にあたる業種は増加しており，それらは従来の日本標準産業分類のいずれか

の産業部門に含まれ，産業連関表において独立して生産額等を把握することは

できない。

　この点について，（財）日本総合研究所【46】では，環境に資するサービス，

リサイクル業という二つを取り上げ，産業連関表以外のデータを用いて環境関

係財貨・サービス業としている（註9）。しかしながら，地域において，この

ようなデータは入手できず，やむを得ず産業連関表から得られるデータを使用

している。

　したがって，本論文の環境保護支出は，産業連関表内で把握できる下水道

業・廃棄物処理業の環境財政支出のみを推計対処として取り上げ，それ以外を

除外しているので，推計された環境保護支出は過小評価であると考えられる。

　次に，帰属環境費用についてであるが，帰属環境費用の推計には維持費用評

価法を採用している。維持費用評価法による帰属環境費用の推計値は，あくま
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で「環境悪化を防止するために必要な費用」を推計するものであり，環境悪化

による被害額を推計するものではない。すなわち，維持費用評価法によって推

計された費用が小さいことが必ずしもマイナーな環境問題であるということ

ではない。維持費用評価法で示される帰属環境費用は，現状ではこれほどの金

額を費用として支出することにより，自然資源の状態悪化を防止することがで

きることを明らかにするものである。したがって，仮に自然資源の悪化防止の

ための支出をしなかった場合には，帰属環境費用の何倍もの被害額となる可能

性も含まれている。

　本論文における環境経済統合勘定の推計では，自然資源投入を維持費用評価

法で評価しているが，実際に自然資源投入が生じた後で被る社会的損失額では

ないという点が環境経済統合勘定による評価の限界として挙げられる。

　また，帰属環境費用の推計対象とした自然資源は基本的に全国の環境経済統

合勘定試算と同様の大気，水，森林，土地，地下資源である。このうち大気に

ついてはNOxとSOxのみを汚染物質とし，水についてもBODとCODのど

ちらかであるため，それ以外の汚染物質については全く考慮されていない。本

来自然資源を元の状態に戻すには，全ての汚染物質を除去することが必要であ

る。本論文の環境経済統合勘定により推計された大気または水の帰属環境費用

は，数多く存在する汚染物質のうち，　1または2種類の汚染物質を取り除く

ための費用であり，この点も環境経済統合勘定推計の限界と指摘できる。

　その他，森林・土地の帰属環境費用に関しても，仮に生態系保全のために森

林の伐採や土地開発を断念した場合の遺失利益を帰属環境費用としている。こ

の点についても，成長量を上回る伐採を行った分のみを帰属環境費用の推計対

象とする，もしくは土地の開発を全て断念するといった強い仮定を置いた上で

の推計となっている。したがって，成長量を上回る分の伐採を断念する，また

は，土地開発を断念するのみで生態系が保全できるという明確な根拠は存在し

ない。さらには，維持費用評価法におけるゼロ・エミッション仮定そのものが

明確な根拠を持たないものであると指摘できる。すなわち，自然資源にはある

程度の汚染物質に対しては自浄作用により許容量が存在する。ゼロ・エミッシ
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ヨン仮定は，自然資源の維持には全ての汚染物質を除去する必要があるという

仮定であり，自然資源の自浄作用による許容量はないものとしている。このよ

うな点についても環境経済統合勘定推計の限界として指摘できる。

　以上，環境経済統合勘定推計の限界について論じてきた。第6章において環

境経済統合勘定推計結果の考察を行う際には，推計の限界を十分踏まえる必要

がある。

　第4節　まとめ

　本章では，北海道を対象として地域における環境経済統合勘定を構築し，実

際に勘定の数値を推計することを目的としてきた。まず，本論文において構築

した新たな勘定体系を提示し，環境経済統合勘定推計の方法，設定した仮定と

その問題点を明らかにした。そして提示した勘定体系をベースに北海道におけ

る環境経済統合勘定の数値を実際に推計した上で，本論文における環境経済統

合勘定推計の限界を示した。

　本論文で提示した環境経済統合勘定体系は，SEEAヴァージョンIV．　2を基

礎とするものである。推計の対象とする自然資源は大気，水，森林，土地，地

下資源の5項目とし，1985，1990，1995年の3か年で実際の推計を行った。

　本論文において提示した勘定体系とその推計方法には，既存研究にない大き

な特徴があり，それらは以下の5点に要約することができる。第一に，地域

において環境経済統合勘定を構築し，推計したものである点，第二に地域にお

ける環壌経済統合勘定の問題点を解決するため簡略版を提示している点，第三

に産業部門別の自然資源投入額を把握できるように産業部門を分割した点，第

四に1995年までの3か年の環境経済統合勘定を推計した点，第五に環境経済

統合勘定を実質化し，年次間の比較を可能とした点である。

　そして，環境経済統合勘定推計の限界としては，以下の4点を挙げること

ができる。第一に環境保護支出を産業連関表からデータが得られる下水道業，

廃棄物処理業の2部門のみにしている点，第二に帰属環境費用に維持費用評

価法を採用していることから，維持にかかる費用が自然資源の投入による損失
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額が一致しない点，第三に帰属環境費用の推計対象の自然資源とした大気，水

に関しては，数ある汚染物質のうちの1，2種類のみを推計対象としている点，

第四に森林・土地の帰属環境費用推計の基準とゼロ・エミッション仮定に関し

ては，自然資源の維持の基準が明確ではないという点が挙げられた。

　補節　札幌市における環境経済統合勘定の推計

　　1．札幌市における環境経済統合勘定推計の意義

　ここでは，札幌市における環境経済統合勘定の推計方法と結果を解説する。

札幌市において環境経済統合勘定を構築・推計する意義は，以下の点にまとめ

られる。第一に地方自治体の特に市町村レベルにおいて環境経済統合勘定を構

築することである。既存研究では地域への適用は都道府県レベルに留まり，市

町村レベルに適用した事例はない。市町村に適用することでより自然資源の投

入という環境要因を考慮した経済分析をより地域を絞った形で行うことがで

きる。さらには市町村レベルに適用する場合の問題点，データ利用の限界など

が明らかとなり，今後の環境経済統合勘定体系の確立にも大きな示唆を与えう

る。第二に，北海道と札幌市では包含関係があり，北海道における環境経済統

合勘定を札幌市とそれ以外地域に分割して計上することも可能となる。札幌市

という都市部とそれ以外の地方都市，農村地域を比較することで，都市部と農

村部の自然資源の投入状況を比較できるなど新たな情報が得られると考えら

れる。

　　2．推計方法・概念と仮定の設定

　（1）使用する勘定体系

　札幌市の環境経済統合勘定においても，基礎として用いるのはSEEAヴァ

ージョンIV．2の簡略版であり，20行×13列で構成される勘定体系である。し

かしながら，札幌市においては，データ制約の都合上，産業部門分割版による

推計は行わなかった。また，現段階では実質化も行っておらず，名目値による

勘定となっている。推計年次は1985年と1990年の2か年となっている。1995

53

灘灘難懸懸鎌灘灘難纏雛灘囎難灘騰灘懇灘継灘灘灘 …聯，　　　。．　　，欝露纏



i1e，i．一・一

年については，最も重要なデータである市民経済計算年報・札幌市産業連関表

のデータが未公表であるため推計できなかった。以下では具体的数値の推計方

法を紹介する。なお，推計した環境経済統合勘定は，付録3の付表13と付表

14に掲げる。また，本文中の（行，列）については，勘定を構成する行項目

と列項目に対応している。

　（2）環境保護支出の推計

　・フロー計数

（そテ，　ダD＝ニ（3，　1）

環境関連の財貨・サービス

　札幌市の下水道業・廃棄物処理業（産業・公営）生産額を計上する。札幌市

［13】における産業部門分類は最大65部門となっている。したがって，当該部

門は水道・廃棄物処理部門に統合されており，水道部門全体が含まれることと

なる。そのため，ここでは当該産業の従業者一人あたりの生産額，すなわち労

働生産性が全国と札幌市で同じであると仮定し，札幌市の下水道業，廃棄物処

理業の従業員数が全国に占める割合を用いて全国の当該部門生産額を按分す

る。

（行，列）＝（4，　1）

その他の財貨・サービス

　札幌市［15］の中間投入額合計から（3，1）を控除して計上する。

（t7，　ijil）　＝　（3，　3）

環境関連の財貨・サービスの最終消費支出

　上述のとおり，札幌市［13］には下水道部門が他の水道部門と統合された形の

データしか掲載されていない。そのため，ここでは，下水道業，廃棄物処理業

において，全国と札幌市で生産額と最終消費の比率が同じであると仮定し，

（3，1）の数値を推計する時に算出した各部門の生産額に最終消費比率を乗

じて最終消費額を推計する。
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（行，列）＝（4，　2），（4，　13）

移輸入，移輸出

　札幌市［13］より移輸入額，移輸出額をそのまま計上する。

　・ストック計数

（そテ，列）＝（1，　5），（20，　5），　（4，　5）

生産される資産期首・期末ストック，資本取引額

　全国の有形資産の在庫と純固定資産を，全国と札幌市のGDP比率によって

按分する。資本取引額についても，全国値を全国と札幌市のGDP比率によっ

て按分する。

（行，列）＝（1，5－1），（1，10），（20，5－1）・（20・10）

人工林，天然林期首・期末ストック

　北海道の立木資産額を北海道と札幌市の森林面積比によって按分する。本来

であれば，森林体積比によって按分することが望ましいが，札幌市の森林体積

データが入手できなかったため，便宜的に森林面積によって按分する。

（そテ，5il」）＝＝（1，　11），　（20，　11）

土地期首・期末ストック

　土地資産額については，住宅地，商業地，工業地，その他の土地に分けて推

計を行う。札幌市［14］の各地目測面積に札幌市［16】の用途別土地平均価格を乗

じて土地資産額を推計する。

　（3）帰属環境費用の推計

・大気の帰属環境費用

　大気の帰属環境費用は，北海道と同様，　NOxとSOxを帰属環境費用の推

計対象汚染物質とする。推計は移動発生源と固定発生源に分けて行い，移動発

生源は自動車のみを対象とする。

　固定発生源からの帰属環境費用の推計方法は，北海道と同様であり，吉岡他

［61］より産業部門別生産額あたりNOx，　SOx発生量に北海道の各産業部門生

産額を乗じることで各産業部門のNOx，　SOx発生量を推計し，汚染物質単位

あたりの除去費用（除去原単位）を乗じて帰属環境費用を推計する方法を採用
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している。なお，産業部門別生産額については，札幌市産業連関表による産業

分類と吉岡他［61］が採用している産業29部門分類とが一致しないため，札幌

市［13］の産業61部門分類表から分割・統合し生産額を推計した・具体的には・

化学製品・石油・石炭生産額に占める化学製品生産額の割合が北海道と札幌市

で統一であると仮定し，札幌市における化学製品生産額を按分計算して求めた。

札幌市の鉄鋼生産額を算出するのにも同様の計算方法を採用した。

　次に移動発生源すなわち自動車からの帰属環境費用の推計方法は，札幌市に

おいても北海道と同じく，データ制約の関係からNOxのみ計上する。推計方

法も，北海道における推計と全く同様である。ただし札幌市における燃料別自

動車保有台数のデータが得られなかったため，北海道の燃料別自動車保有台数

比率を用いて按分計算し，数値を推計した。

・水の帰属環境費用

　推計方法も一人一日あたり，出荷額あたり，家畜一頭あたり負荷発生量，除

去率，除去原単位など使用したデータも北海道と全く同一である。札幌市の人

口，家畜（牛，豚）飼養頭数，製造品出荷額は札幌市［14」より引用した。

・森林の帰属環境費用

　北海道と同様，成長量を上回る伐採が行われた場合に帰属環境費用を計上す

る。伐採量，成長量とも札幌市のデータが得られず，石狩支庁のデータのみ利

用可能であった。そこで，蓄積量あたりの成長量・伐採量が石狩支庁と札幌市

で同じと仮定し，札幌市の伐採量と成長量を推計した。推計の結果，成長量を

上回る伐採が行われておらず，帰属環境費用はゼロとした・

・土地の帰属環境費用

　土地についても，北海道同様，林地から農地，都市的土地利用へと利用形態

が変わることによって生じる自然資源の悪化を対象とし，土地造成費用を土地

の開発を断念することによって生じる遺失利益とみなし，帰属環境費用とする。

札幌市においても土地造成費用が統合された形で計上されているため，土地造

成費用の土木生産額に占める割合が全国と札幌市で同じと仮定し，全国の割合

を札幌市の土木生産額に乗じることで札幌市の土地造成費用を求めることと
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する。

・地下資源の帰属環境費用

　北海道がゼロであったため，包含関係にある札幌市もゼロとした。

註

（註1）

（註2）

（註3）

（註4）

（註5）

下水道・廃棄物処理業については，自然資源保全サービスというより，衛

生環境保全サービスと考えられる。しかしながら，下水の河川流出の阻止，

廃棄物の適切な管理が自然資源の保全にもつながると考え，自然資源保全

サービスとする。

総務庁［23］には1995年基準の実質値が掲載されている。この数値を1990

年基準に変換し，インプレータを算出する。

資本取引額が大きな値となったため，調整額も大きなマイナスとなった。

調整項目の推計値は勘定の整合性を保つために必然的にこのような数値

になってしまう。資本取引額の推計値に関しては推計方法の再考が必要と

考えている。

このような仮定はいささか現実的ではないと思われるが，データとして利

用できる除去原単位は，公共下水道，産業排水処理施設，し尿処理施設の

3種類のものしかない。このうち，産業排水処理装置については工場・事

業所に設置される比較的大規模な装置を想定しているので，個人小規模経

営がほとんどの畜産経営農家がこの装置を導入して畜産排水を処理する

ことは考えにくい。そのため本論文では，畜産排水の未処理分が公共下水

道に流入するか，し尿として処理されるかのいずれかにおいて処理がなさ

れるとの仮定を置いた。

成長量〉伐採量の場合，自然資源の投入とは反対に生産が行われていると

考え，帰属環境費用をプラス計上することも考えられる。しかしながら，

この件に関しては，維持費用評価法の概念から外れること，森林のみプラ

ス計上することによる不均等の発生などの理由により，本論文の推計にお

いては除外した。この件を環境経済統合勘定に導入するためには，生産境
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（註6）

（註7）

（註8）

（註9）

界を拡張したSEEAヴァージョンV以降による推計を行う必要があると考

える。

本論文では，天然林を「生産されない資産」，人工林を「生産される資産」

としているが，（社）日本林業技術協会［38］によると，人工林の定義は「植

裁または人工下種により生立した林分で，目的樹種歩合が50％以上を占め

る林分」としている。一方天然林については「人工林以外の立木地」とし

ており，天然林は植林後間伐等の人工的な管理を行っていない森林と考え

られる。そのため，純粋に「生産されない」いわゆる原生林は天然林のう

ちごく僅かを占めるにすぎない。そのため，森林のほとんどが生産される

資産と捉えても差し支えないとも言える。

ユーザーコスト法に関する詳細は，Sarafy【96】を参照のこと。

推計の結果，地下資源の残存年数は石炭が1000～2000年，石灰石が380

～520年となり，単年の帰属環境費用は，1／100円から1／1000円という結

果となった。しかしながら，ユーザーコスト法では，利子率の設定により

帰属環境費用が大きく変化すると言われており，利子率を低く設定すると

帰属環境費用が大きく推計される傾向にある。したがって，本論文におけ

る推計も利子率の水準に大きく左右されることが予想される。

　（財）日本総合研究所【46】では，環境庁の「エコビジネスの定：量的分析

に関する調査」（1994）から基礎的なデータを採用している。
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第4章　北海道経済の位置づけと産業構造の特徴

　第1節　本章の課題

　従来，地域経済の状況を分析するには地域経済計算が利用されてきた。地域

経済計算は，国民経済計算を地域に適用したものであり，地域における経済活

動の状態を包括的に評価する指標として幅広く利用されている。しかしながら，

第2章で明らかにしたように，環境問題を経済学的に見ると，自然資源は自由

財もしくは公共財的性格を持ち価格付けができないため，経済活動においてコ

スト原理に反映されず，過大または過小に投入・消費が行われる。したがって，

環境問題の解決には，個々の経済主体が自然資源を価値ある投入財として認識

し，適切な投入量にすることが必要であり，そのためには，投入される自然資

源の価値を正しく評価することが必要である。

　本論文の一つの課題は，自然資源投入という環境要因を考慮した場合としな

い場合の地域経済の位置づけ，産業構造の相違を明らかにすることである。そ

のためには，地域経済計算体系における北海道経済の状況を把握する必要があ

ると考えられる。また，特に地域においては，地理的条件や労働力・資源の賦

存状況により，国全体に比べ産業構造の特色が明確に現れると考えられる。地

域経済をより詳細に分析するためにも産業構造の分析は重要であると考える。

　そこで本章では，地域経済計算やその他の経済指標を用いて北海道における

経済・産業構造の状況を分析し，地域経済計算で見た日本経済における北海道

の位置づけを明らかにすること，産業部門別GDPと産業部門別就業者数，労

働生産性を用いて北海道の産業構造の特徴を整理することの二つを目的とす

る（註1）◎

　第2節　地域経済計算による経済分析

　本節では，地域経済計算によって北海道における地域経済分析を行う。具体

的な分析項目はGDP規模とGDP成長率の2項目である。分析の対象とする

年次は1985，1990，1995年の3か年である。これらの年次を選択する理由

は，本論文で後ほど推計する環境経済統合勘定の推計年次と一致させ，比較分
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析ができるようにするためである。なお，GDP成長率についてはより詳細な

分析を行うため，1985年から最新のデータが得られる1997年までの各年と

する。

　はじめに，北海道と全国の1985，1990，1995年の3か年におけるGDPと

年平均成長率を見る（表4－2－1，表4－2－2）。北海道の実質GDPは

1985年で14兆1700億円，1990年で16兆8000万円，1995年で18兆4000

万円となっている。いずれの年次においても全国のGDPの約4％を占めてい

る。一人あたり実質GDPで見ると，250万円から320万円ほどとなっており，

全国と比べると40万円から50万円ほど低い値で，全国比約90％弱となって

いる。3年次間の年平均実質GDP成長率では，1985年から1990年の間が全

国の成長率よりも低いが，1990年から1995年でみた場合には全国の成長率

よりも若干高い。

　次に，1985年から1997年までの一年のGDP成長率をみて見る（図4－2

－1）。これを見ると，北海道の実質GDP成長率は1992年まで全国よりも低

い水準で推移したことがわかる。1993年から1996年までは概ね全国よりも

高い水準に留まり，1997年には再び全国値を下回っている。

　1987年から1991年頃まではいわゆるバブル経済の時期であり，その後は

バブル崩壊といわれた不況の時期である。北海道においてはバブル経済の時期

に全国よりの低い成長率に留まり，バブル経済が崩壊した後に全国の成長率を

上回っていると言える。すなわち，北海道においては，バブル経済からバブル

崩壊の時期に全国よりも景気の変動が安定的であったということができる。

　この要因として考えられるのは，北海道においては第一次産業が基幹産業と

いわれており，バブル経済の影響を直接的に受ける産業ではないことが考えら

れる。すなわち，1997年までの北海道経済においては，第一次産業という景

気変動に対して比較的安定的な産業により，全国に比べバブル経済の影響をそ

れほど大きく受けずに経過したということができる（註2）。

　以上のことから，北海道における経済の状況を地域経済計算によって分析す

ると，北海道は全国のGDPの約4％を占めるいわゆる「4％経済」の状態が続
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表4一一2－1全国と北海道のGDP比較

名目GDP
（百万円）

　　　　　　　1985年
　全国　　320，41　8，700
　北海道　　　13，181，726

叢海煮熟黒黒．　　4・11％

1990年　　　1995年
430，039，800　483，220，200

16，935，615　19，747，960

　　3．94％　4．090／，
’…F二二天おたり

名目GDP（円）

全国
北海道

2，647，018　3，478，972　3，848，206

2，311，394　2，980，7mpt　3，453，123

　　　実質GDP
（90年暦年基準，百万円）

　全国　　342，950，300
　北海道　　　14，166，390
；lh海瀧翻黒烹＿　　　　　　4．13％

429，985，500　461，893，500

16，802，019　18，402，699

　　3．9　1　0／o　3．9　8　e／e

…＝Xあたり
実質GDP（円） 鋼

鐙

2，833，1　54

2，484，053

　　0．88

3，478，533　3，678，367

2，957，261　3，217，891

　　0．85　O．87，
出所1経済企画庁［8］，北海道［47］
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表4－2－2全国と北海道のGDP年平均成長率の比較
85年→90年　90年→95年
　　　6．8　4　0／o　2．4　7　0／0
　　　5．一：・1，一，9・91／・・t－b…一一d…＋・J…一一・d・…・・t・一一d・d・3一一一：1一・2一一・21・P・

85年→95年

　　　　　　　　　　　全国
名目GDP成長率

3．390／0

3．320／e

実質GDP成長率
全国
北海道

5．Oso／，

3．720／o

1．480／0

1．91　0／e

2．31％

1　．9　9　0／o

注）成長率は表4－2－1から算出したもので，
　経済企画庁［8］，北海道［47］の値とは異なる。
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　　　　　　　　　　図4－2－1全国と北海道のGDP成長率

95年　96年　97年

出所：経済企画庁［8］，北海道［47］
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いており，成長率も全国の成長率を下回ることが多いということがわかる。ま

た，本論文の分析期間である1997年までに限定すると，第一次産業が中心の

産業構造によりバブル経済の景気変動に対しても全国に比べ安定的に推移し

ていたことが明らかとなった。

　第3節　産業部門別GDP・就業者数による産業構造の分析

　　1．産業部門別GDP構成

前節では全国と北海道のGDPとその特化係数さらにはGD：P成長率を用い

て北海道の経済分析を行った。その結果，日本経済における北海道の位置づけ，

景気変動による影響などが明らかとなった。しかしながら，前節では産業部門

別のGDPを分析しておらず，産業構造の特徴まで明らかにすることができな

かった。そこで，本節では，産業部門別GDP，就業者数と労働生産性を用い

て北海道の産業構造の特徴を明らかにする。

　はじめに産業部門別GDPの構成を見ることで，北海道の産業構造の特徴を

明らかにする。図4－3－1は北海道と全国の産業部門別GDPの構成比を示

したものである。年次間の比較で1985年から1995年までの5年おきの推移

から北海道における特徴を見ると，第一に第一次産業のGDPシェアが低下し

ていることが挙げられる。その他の産業部門では，第二次産業についてはGDP

シェアがほとんど変わらないが，第三次産業についてはGDPシェアが拡大し

ていることがわかる。全国との比較では，北海道は全国に比べ第一次産業の

GDPシェアが高くなっていることが大きな特徴として挙げられる。北海道は

第一次産業が盛んであると言われ，その傾向はこのGDPシェアを見ても顕著

に現れている。

　また第二の特徴として，製造業のGDPシェアが低く全国の半分程度となっ

ていることが挙げられる。北海道では首都圏や近畿地方の大消費地から遠いこ

となどの地理的要因から大規模な工業地域が形成されず，道内各都市に単一企

業の工場がいくつか存在するという形態が多い。そのため全国に比べ製造業の

GDPシェアが大きく下回っているということが考えられる。
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ド

　さらに第三にもう一つの特徴として，北海道は全国に比べ第三次産業の

GDPシェアが大きいことが挙げられる。このことから北海道では第二次産業

のGDPシェアが低い分，産業構造が第三次産業のGDPシェアが高くなって

いることが窺える。特に北海道においては，観光産業が盛んであると言われて

おり，宿泊施設，観光商業施設経営などのサービス産業が盛んである（註3）。

また，北海道内消費者の消費行動については，北海道が周りを海で囲まれた島

であることから，道外へ購買力が流出することが少なく道内で消費行動が完結

することが多い。このようなことが北海道の第三次産業GDPシェアを高めて

いる要因と考えられる。

　次に北海道の産業構造をより詳細に把握するため，特化係数を用いた分析を

行う（表4－3－1，表4－3－2）（註4）。産業29部門分類の表4－3－

1を見ると，GDPの特筆係数が高い値と示しているのは，農業，林業，水産

業，鉱業，建設業，公務の6部門である。このうち林業と鉱業は1985，1990，

1995年の3か年で見た場合，特化係数は次第に低下している。このことは北

海道における当該産業へのGDPシェアが全国の平均的水準にまで低下してい

るということを示す。逆に農業部門は特化係数が上昇傾向にあり，北海道の農

業部門の全国的な地位はますます高まっていると言える。

　一方，特化係数が低い産業として製造業を挙げることができる。製造業は北

海道で特にGDPシェアの低い産業であり，二化係数も約0．4と特に全国との

格差が大きい。しかしながら，1985，1990，1995年で次第に特化係数は上昇

しており，全国水準には未だほど遠いものの北海道においても製造業のGDP

シェアが次第に全国水準に近づいていることがわかる。

　第一次産業から第三次産業までの3部門で見た場合も（表4－3－2），第

一次産業は特等係数がいずれの年においても2．0以上で，北海道は第一次産業

に特化しているということがわかる。また，第二次産業の特典係数は0．6～0．7

程度で，第三次産業が約1．1となっている。このことから北海道においては，

GDPシェアで北海道における各産業の位置づけを見た場合，第一次産業の地

位が全国に比べ高い一方で，第二次産業の位置づけは全国に比べて低く，第三
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表4－3一’1産業ﾀ11GD轡饗F『）林業水産業鉱業製造建設魏

1985年

1990年　　　菰海溝＿一．1，1＿
　　　　差（絶対値）　0．000　0．861　1．977　2．822　0．633　0。586　0．255　0・048
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．000
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漏娑藩撫一も1818一隔ぎll§」漏憂穆魯：1［．
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　3．．．．r．82．2．．．．．．．．，1，，，，．，，．，，．lj．，，r［6．，．．i．．．，3，，，，1，，，．．，．．，．，i，．！，i｝．，：．4．，，，，1，，．4．，，．，，，，．．“．s，，．．，1，，：，，2，，，，．，5，，，，，5，，，．，，，，．，，．，．．，，．，，，A．，：，Q．．f，
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北海薫＿＿．漁ΩΩΩ＿隔烹撫嘉漏鳥蕉勲晶漁囎蕉。論焦照漏．照鷹z＿＿．熊漁＿晶勲£鰍
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地域 卸甕小金護保不動産運轡サービス公務
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　　　　　　全国
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　　　　　　全国
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表4－3－2産業部門別GDP特化係数（3部門）

　　　　　　　　地域　GDP饗饗饗鴛ヒ
　　　　　　　　全国
1985年
　　　　…i窪ぎて糸笹蜀｛置）幽　　　　0．000　　　　1．090　　　　0。357

　　　　　　全国

1．000　1．000　1．000　1．000
1．000　　　2．090　　＿Ω漁43　、　＿t134　　　＿篇一

　　　　　　　　　　　〇．134　1．581

1990年
　　　　…差1羅封償1”

　　　　　　全国

1．000

1　．000

0．ooo

1．000

2．266

1　．266

1．000　1．000
0・643　le127　ww　“‘’一

〇．357　O．127　1．750

　　　　　　　　　　　　1．000　1．000　1．000　IDOO
1995年　　　　　　　　　　1．OOO　2．088　0．725　tO92　　一一
　　　　…讐て糸色欝イ置‘5…　　　　0．000　　　1．088　　　0．275　　　0，092　　　1・．455
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次産業の地位は全国より若干高いということがわかる。さらに年次間の比較か

らは，第一次産業の特化係数が1990年に一度上昇し，1995年で再び1985年

の水準に戻っている。第二次産業については特化係数が上昇傾向，第三次産業

は逆に低下傾向となっている。特化係数が1に近づくと当該産業部門が全産

業部門の中で全国と同じ位置づけとなっていると言え，第二次産業，第三次産

業ともに全国との格差が縮まり，全国の平均的な産業構造へ向かう傾向にある

と言える。

　以上，GDPシェアとGDP特化係数によって北海道経済を分析した場合，

第一に北海道においては，第一次産業の焼化係数が高く，第一次産業に特化す

る産業構造となっていると言える。第二に第二次産業の特化係数は1以下で

あるが，次第に上昇していることから，北海道の第二次産業では地位は低いも

のの次第に全国の平均的水準に近づいていることが明らかとなった。さらに，

第三に第三次産業の特牛係数は1より若干高かったが，その値は次第に低下

しており，第三次産業については，特化傾向が薄れて次第に全国水準に近づい

ていることが明らかとなった。

　　2．産業部門二型業者数構成と労働生産性

　次に図4－3－2において産業部門別就業者数構1成比を見る。就業者数構成

比の年次間比較で見た場合の北海道の特徴：としては，全産業部門に占める第一

次産業の就業者数の比率は次第に低下しているが，第三次産業の就業者数の比

率は上昇傾向にあることを挙げることができる。このような動きはGDPシェ

アとほぼ同調する形となっている。ただし，第一次産業の就業者数比率は第一

次産業のGDPシェアよりも大きくなっている。

就業者数の特化係数を算出した結果が表4－3－3である。これを見ると，

第一次産業の特化係数が2．8～3．6と非常に大きな値となっているのに対し，

第二次産業については約0．7～0．8と低く，全国に比べ第一次産業に就業者が

集中し，第二次産業の就業者が少ないということがわかる。第三次産業につい

ては，1．1～1．2と他産業に比べて大きな特徴がなく，全国とほぼ同じ水準の
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表4－3－3産業部門別就業者数特化係数（3部門）
第一次産業第二次産業　第三次産業
　　1．　000　1．　000　1．　000
　　2．　836　．　0．　715　・　1．　253

　　1．　836　O．　285　O．　253

専門化係数

　　　　　全国
1985年
　　　…讐還絶対値） 2．　374

　　　　　全国
1990年」
　　　讐…（羅対値）

　　　　　全国
1995年
　　　…讐’（絶対値）

1．000
3．　318

2．　318

1．　000

0．　746

0．　254

1．　000

1．　181

0．　181 2．　753

1．　000

3．　623

2．　623

1．　000

0．　778

0．　222

1．　000

1）112

0．　112 2．　956
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就業構造となっていることがわかる。

　これらの特徴をGDP構成比と関連させて分析するため，労働生産性を用い

た分析を行う。労働生産性の数値は表4－3－4，全国全部門の労働生産性を

1として指標化した数値は表4－3－5，グラフは図4－3－3，図4－3－

4に示してある。

　はじめに表4－3－4において労働生産性の数値自体を見ると，北海道の第

一次産業における労働生産性は，260万～330万円と他部門の500万円から

700万円に比べ大幅に低く，第一次産業が労働集約的産業であることがわかる。

しかしながら，全国と北海道の第一次産業を比較すると，北海道は全国に比べ

労働生産性が70～80万円ほど高く，全国値のL3～1．4倍になっていることが

わかる。一方で第二次産業，第三次産業については，北海道と全国の労働生産

性の格差は小さいが，北海道は第二次産業，第三次産業ともに全国よりも労働

生産性が低くなっている。そのため，産業全体で見た場合も全国の90％程度

に留まっている。以上，北海道では産業全体の労働生産性が全国に比べ低いが，

第一次産業については全国に比べると高い労働生産性となっていることがわ

かる。

次に，全国全部門を1として指標化した数値で見る（表4－3－5，図4－

3－3，図4－3－4）。指標化した数値を見ることによって，全国全産業の

平均的な労働生産性との比較が可能となる。これを見たときの北海道の産業に

おける労働生産性の特徴としては，以下の2点を指摘できる。第一に全国に

比べ高い労働生産性を持つ北海道の第一次産業部門においても，全国全部門の

労働生産性の半分にも満たないということである。先に見たように北海道の第

一次産業の労働生産性は全国のそれに比べ高くとなっている。しかしながら，

全国全部門との比較においては，北海道の第一次産業も労働生産性の低い産業

でしかないと言える。北海道は第一次産業のGDPシェアが大きく，第一次産

業に特化した産業構造を持つことは先に示したが，第一次産業の労働生産性は

全国全産業部門の平均水準に比べ低くなっている。このことは，北海道におい

て生産性の低い産業の生産額が多いということを示している。
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表4－3－4北海道と全国の労働生産性の比較　　　　　　　　　　　（円／人）

　　　　　　全国
1985年
　　　　笥ピ海道比

　　　　　　全国
1990年
　　　　笥麟道比
　　　　　　全国
1995年
　　　　笥ヒ海道比

全部門　　第一次産業　第二次産業　第三次産業
5，487，885．4　1，887，183．3　6，258，976．6　6，053，410．1

　　　0．92　1．40　O．83　O．93
6，969，016．8　2，486，882．5　8，067，320．7　7，557，354．5

　　　O．90　1．35
7，539，527．0　2，447，924D

　　　O．94　1．30

　　　O．83　O．92
8，428，942．2　8，193，055．8

O．91 O．94

注：労働生産性はGDPを就業者数で除したものである。
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表4－3－5全国全部門の労働生産性二1としたときの比率
　　　　　　　　　　　　　全部門　　第一次産業　第二次産業 第三次産業
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　第二に北海道における第二次産業の労働生産性の低さが挙げられる。全国に

おいては，第二次産業の労働生産性が全部門よりも高く，産業全体の生産性を

向上させる中心的な産業となっている。しかしながら，北海道においては第二

次産業の労働生産性は全国に比べ低く，加えて第二次産業のGDPシェアも低

いことから，第二次産業の労働生産性が北海道産業全体の労働生産性を向上さ

せるには至っていない。

　以上のことから，北海道の産業における労働生産性の低さは，第一に他の産

業部門に比べ労働生産性の低い第一次産業がGDPシェアの大きな部分を占め

ていること，第二に他の産業部門に比べ労働生産性が高い第二次産業において，

GDPシェアが低く，産業全体の労働生産性を向上させるに至っていないとい

うことが原因であると指摘できる。

　　第4節　まとめ

　本章では，地域経済計算やその他の経済指標を用いて北海道における経済・

産業構造の状況を分析し，地域経済計算で見た日本経済における北海道の位置

づけを明らかにすること，産業部門別GDPと産業部門別就業者数，労働生産

性を用いて北海道の産業構造の特徴を明らかにすることの二つを目的として

分析を進めてきた。

　その結果，第一に北海道経済は全国のGDPの約4％を占めるいわゆる「4％

経済」の状態が続いていること，第二に全国に比べ第一次産業のGDPシェア

が高く，第二次産業のGDPシェアが小さい産業構造となっていること，第三

に第一次産業のGDPシェアは次第に低下し，第二次産業のGDPシェアが上

昇していること，さらに第四に第一次産業の労働生産性は，全国の第一次産業

よりも高くなっているが，他の産業部門に比べると低い水準であることが明ら

かになった。

註

（註1）　ここで言う労働生産性とはGDPを就業者数で除した値を指す。
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（註2）

（註3）

（註4）

しかしながら，ここでの結果はあくまで分析対象期間の1997年までの話

である。本論文の分析期間外の1997年以降，北海道拓殖銀行の経営破綻

など深刻な影響を受けており，この期間の分析を含めると先の結論も自ず

と変わるものと考えられる。

産業連関表などに使用される日本標準産業分類においては，観光業という

産業分類は存在しない。そのため，北海道における観光業のGDPもしく

は生産額が把握できない状態にある。この点についてもSNAの限界と考え

ることができ，北海道において比較優位のある産業がSNAに現れない一つ

の結果であると言える。

特化係数とは属性別割合に基づいて計算される指標であり，地域分析の一

つの手法である。これは，部分地域における属性別割合を全域の属性別割

合と比較し，その大小関係を数量的に明示しようと試みるものである。例

えば，全域tの中に部分地域iが存在するとする。全域tの属性別割合を

Qt，部分地域iの属性別割合をQiとすると，特化係数LQは・

　LQ＝　Qi／Qt

と表すことができる。ここでしQ＞1ならば，　i地域は「特昇」していると

言え，i地域における構造の特徴を示している。

　本文ではGDPの特化係数を算出しているので，　LQ＞1であれば当該産

業のGDPシェアは全国値よりも高く，経済的地位が高いと言える。逆に

LQ＜1のときは，　GDPシェアが全国値よりも低く，当該産業の経済的地

位は低い位置にあると言える。

　特化係数は，特定地域の属性別割合が全域のそれと比べ相対的にどれ

ほど偏在しているかを示すものであり，個々の分類（本論文の場合は第一

次産業～第三次産業の3部門）ごとに算出される。特定地域の属性の偏在

度を総合的に表す指標には専門化係数（SQ）がある。

　特化係数を算出するメリットとしては，本来的にGDPの大きい産業小

さい産業の区別なく，産業構造の特徴を把握できるという点である。例え

ば，農業部門は絶対的にサービス産業部門よりもGDPが小さくなってい
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る。そのため，最大構成比で見た場合には，必然的にサービス産業部門の

大きさ全面に出てしまい，個別の産業の特徴を把握することができない。

特化係数を用いると，基準となる地域（本論文の場合は全国）との構成比

の比較であるため，GDP自体の規模が結果に影響を与えずに，他産業と

比較して特徴的な産業が分類される。なお，特化係数，専門化係数の詳細

については，大友【12】を参照のこと。
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第5章　環境財政支出による地域環境政策の分析

　第1節　本章の課題

　自然資源保全サービスは，公共財的性格が強く，市場の失敗が発生し市場機

構を通じて適切な供給が行えない場合が多い。そのため，自然資源保全サービ

スは主に政府部門によって供給されている。このことは地域においても同様で

あり，地方自治体は環境基本条例もしくは環境基本計画に基づいて環境政策を

実施し，自然資源保全サービスを供給している。特に近年環境問題が深刻化し

て環境政策の重要度が増し，多額の財政支出が行われている。そのため，地域

の自然資源に対して，保全サービスの供給という側面から接近するためには，

地方自治体の環境政策を分析することが必要である。特に環境政策における財

政支出すなわち環境財政支出を分析することによって，どの施策への支出が多

いのかを明らかにし，地域における環境政策の重点施策をより明確化すること

ができる。それぞれの地域における環境政策の重点施策は，当該地域に賦存す

る自然資源の種類・量，また発生している環境問題の種類などによって大きく

異なることが予想される。

　そこで本章では，北海道を事例に地方自治体の環境財政支出のデータベース

を構築し，地方自治体の環境政策への取り組みと重点施策を財政支出面から明

らかにすることを目的とする。具体的な課題としては，支出対象別の環境財政

支出の大小，また環境財政支出の時系列的変化の特徴を明らかにすることを掲

げる。

　第2節　既存の環境財政支出統計資料と集計の意義

　　1．既存の環境財政支出統計資料とその問題点

　（1）国の環境財政支出

・環境庁『環境保全経費等調』

　国の環境財政支出は，環境庁より毎年『環境保全経費等調』として公表され

ている（環境庁［5D。これは，1994年12月に閣議決定された「環境基本計画」

に盛り込まれた施策の予算を計上している。この資料には，国の各省庁の環境
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財政支出が詳細な項目別に掲載されており，国における環境財政支出の基礎デ

ータとして利用することができる。

　（2）地方自治体の環境財政支出

・環境庁『地方環境保全施策』

　地方自治体の環境財政支出を集計しているものに環境庁の『地方環境保全施

策』（環境庁［6］）がある。これには全都道府県と全国12大都市の環境財政支

出がまとめられている。この統計資料の特徴は，他の資料では集計されていな

い12大都市の環境財政支出が集計され，また環境管理，環境保健，大気保全

など使用目的別に支出が分類されていることである。

・北海道『北海道環境白書』

　北海道の環境財政支出をまとめたものについては，『北海道環境白書』（北

海道［50Dがある。これは，北海道が独自に環境財政支出を取りまとめたもの

である。環境庁［6］に比べても詳細なデータが掲載されており，既存の統計資

料0）中ではもっとも詳細に環境財政支出を集計したものである。

　（3）既存の統計資料の問題点

　上で紹介した統計資料は各機関が個別に集計するため，環境財政支出の定義

が統一的に定められていない。そのため，環境財政支出の定義する範囲の違い

から，各統計資料の間で数値を比較するには問題があるという点が指摘されて

いる。また，同一の統計資料でも年次によって環境財政支出の定義にばらつき

があり，かっ環境財政支出の定義が明確ではないため，学術的な分析に耐えう

るデータとしての信頼性が確保されていないという問題点がある。さらに既存

の統計資料では，支出の分類方法が担当部署別もしくは環境政策の重点施策別

となっており，具体的な対象資源別とはなっていない。そのため，財政支出の

分類方法に具体的な対象資源別の支出分類を加えるなど，データ体系の再構築

が必要である。

　2．環境財政支出集計の意義

地球環境問題は一見して世界的な問題であるが，環境問題の発生源は個々の
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地域における経済活動であることは第2章でも触れた。地域の自然資源を財と

して考えると，公共財的・自由財的性質を持つため，経済活動に過大に投入さ

れ自然資源の浪費を引き起こす。経済学的には，公共財的性格を持つ財の供給

は主に政府部門によって行われることで，最適な供給が維持されると考えられ

ている。地域における自然資源についても最適供給を維持するために地方自治

体による供給がなされると考えられる。このように経済理論の上でも地方自治

体における自然資源保全サービスの供給といった環境政策は，地域の自然資源

を保全する上で非常に重要な役割を果たしている。現実に地域においても地方

自治体が環境政策として数多くの財政支出が行われている。そのため，自然資

源に対して，保全サービス供給面から分析するためには，地方自治体の環境政

策を分析することも必要であると考えられる。

　環境政策における財政支出すなわち環境財政支出を分析することによる意

義は以下にまとめられる。第一に何の自然資源に対してより多くの財政支出が

行われているかが明らかになる。すなわち，環境財政支出がより多く行われ，

保全されている自然資源が何かを具体的に把握することができるため，今後ど

のような自然資源の保全に対してより多くの支出が必要とされるかを明確に

判断することが可能となる。

　第二に環境財政支出の分析により地域における環境政策の重点施策がより

明確化することが挙げられる。それぞれの地域における環境政策の重点施策は，

当該地域に賦存する自然資源の種類・量，また発生している環境問題の種類な

どによって大きく異なることが予想される。

　以上のような意義を考慮した上で行う本論文における環境財政支出の集計

には，以下の点に大きな特徴がある。第一に，既存の環境財政支出に関する統

計資料とは異なり，環境財政支出に統一的な定義を定めた上で集計を行ってい

る点である。この点については先に論じたが，既存の環境財政支出に関する統

計資料においては環境財政支出の定義が明：確ではなく，学術的な分析に耐えう

るデータの信頼性が確保されていないという問題点がある。本論文における環

境財政支出は学術的な分析にも十分対応できるよう環境財政支出の定義を厳
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密に定めた上で集計を行っている。第二に，環境財政支出を支出対象別に分類

している点である。既存のデータにおいては，担当部署別もしくは環境政策の

重点施策別に分類されているのみであり，具体的な対象資源別のデータは存在

しない。環境政策は自然資源保全サービスを供給する政策と言える。したがっ

て，どのような自然資源保全サービスが当該地域に供給されているかは非常に

重要であると思われる。そのため，本論文における環境財政支出の分類にも大

きな意義があると考える。

　　3．環境経済統合勘定との関係

　環境経済統合勘定との関係を見ると，環境財政支出はいわゆる政府部門の環

境保護支出に相当し，SNAの政府最終消費支出などの一部として取り扱われ

る。本論文においても環境経済統合勘定の枠組みの上で分析を進めるためには，

環境財政データを勘定内に導入した上で分析を進めることが望ましい。環境財

政支出のみを環境経済統合勘定から取り出して分析することは，環境経済統合

勘定の枠組みから外れた分析となり，勘定を用いた経済分析とは性質を異にす

る。

　しかしながら，本論文においてあえて環境財政支出を環境経済統合勘定から

切り離して取り上げるのは，以下の理由による。すなわち，環境財政支出デー

タを環境経済統合勘定内に整合的に組み込むためには，多くのデータ加工が必

要となり，環境財政支出の詳細な項目がすべて統合された形でしか現れなくな

るためである。環境経済統合勘定はSNAと整合的な形で記述される環境資源

勘定である。そのため，推計に使用されるデータもしくは推計方法もSNAと

整合的にするための加工や修正が必要である。環境財政支出に関しても例外で

はなく，集計したデータをSNAと整合的な形に加工する必要がある。しかし

ながら，データの加工を行うことによって，環境財政支出の元データを用いた

詳細な分析が行えなくなるという問題点が生じる。本論文では環境財政支出を

支出対象別に分類し，それぞれの自然資源にどれだけの支出がなされているか

を分析している。環境財政支出データをSNAに整合的な形に加工することに
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よって，環境財政支出は全産業部門の環境保護支出の一部として計上される。

そのため，支出対象別などの細かな分析は不可能となり，政府部門の環境政策

を財政支出面からの詳細な分析はできないのである。

　以上のような理由により，本論文では環境財政支出を環境経済統合勘定から

切り離し，別の枠組みのもとで分析を行う。

　第3節　集計および分析方法

　1．環境財政支出の定義と集計の範囲

　はじめに，環境財政支出の定義づけを行う。地方自治体における環境政策と

は，自然資源の保全から公害発生を防止するための汚染物質排出規制，地域住

民のアメニティ向上のための公園，緑地等の整備など広範にわたる。また，こ

れら環境政策は，地域における環境資源の賦存状況によっても大きく変化する

と考えられるため，全ての地方自治体の環境政策に統一的な定義を与えること

は困難であると考えられる。

　しかしながら，近年多くの地方自治体においては，環境基本計画，環境基本

条例などを制定し，これら計画・条例に基づいて積極的に環境政策を実施して

いる。北海道においても例外ではなく，環壌基本計画，環境基本条例を制定し，

環境政策を行っている。環境財政支出は，環境政策に基づく財政支出と考えら

れ，既存の統計資料においても，国や地方自治体が策定した環境基本計画を基

礎において環境財政支出を定義している。

　そこで本論文では，まず環境政策を「環境基本計画または環境基本条例に基

づいて実施される政策」として定義し，その上で環境財政支出を「地方自治体

において環境政策に支出される経費」と定義する。

　なお，本論文では，環境基本計画が制定される以前の環境財政支出を集計し

ているが，この場合も事後に成立・発効した条例・計画を遡って当てはめ，該

当する施策を環境政策とし，政策実施のための支出を環境財政支出とする。

　集計の対象範囲は，北海道の知事部局8部門一般会計と環境政策に関係す

る特別会計とする。知事部局とは，北海道知事直属の一般行政事務を取り扱う
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行政部局であり，北海道行政の中枢をなす部署である。また環境政策に関する

特別会計とは，具体的には下水道事業特別会計が該当する。一般的に一つの事

業における経費には国費，北海道費，市町村費，受益者負担分があるが，今回

集計の対象となる支出額には国費および道費が含まれている。

　集計する年次は1985，1990，1995年度の3か年度である。これらの年度

を取り上げる理由は，以降の章で推計する環境経済統合勘定と比較するためと

将来の環境経済統合勘定への導入可能性を確保するためである。本来であれば

毎年度ごとの推計が望ましいが，大まかなトレンドを把握するには5か年度

ごとの集計でも問題ないと考える。

　　2．環境財政支出の分類と固定資本形成支出

　環境財政支出の集計に使用したデータは，北海道庁各部の決算成果説明書

（北海道（各部）［54Dの決算データである。これらの決算成果報告書より上

の定義にしたがって事業の決算額を集計したのが環壌財政支出である。環境財

政支出はどの自然資源に対しての支出であるのかによって第3章において取

り上げた5項目のうち，大気，水，森林，土地（土壌）の4項目に分類する。

また，自然資源ではないが，環境保護支出に取り上げた廃棄物処理業に対応す

る項目として「廃棄物」と，分類が不可能な支出を取り入れる「その他」を追

加し6項目の支出対象に分類される。なお，地下資源については自然資源保

全サービスの対象とは考えにくいので自然資源の項目から除外した。

　さらに，支出された単年度のみに便益が得られる支出と支出した年度以降継

続的に便益が得られる支出，すなわち固定資本を形成する支出（以下，固定資

本形成支出）に分類した。固定資本形成支出を分類することにより，環境政策

が単年度の対処療法的な政策ではなく長期的な視野に立って行われているか

を把握することができると考えられる。そのため，本論文では環境財政支出の

うち固定資本形成支出を分離して集計した。固定資本形成支出の定義は，地方

財政法上における「資本的な役割を果たす」支出とした。すなわち，地方財政

法上では，「資本的な役割を果たす」支出に対しては，地方債の起債対象とな
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りうるとしており，これらは本論文の固定資本形成支出とみなすことができる。

そこで本論文では集計した環境財政支出のうち，地方財政法において起債対象

となりうるとされる（1）公営企業に要する経費の財源，（2）出資金，貸付金の財

源，（3）地方債の借換に要する経費の財源，（4）災害応急・復旧・救助事業費の

財源，（5）公共施設又は公用施設の建設事業費の財源に該当するものを固定資

本形成支出とした。

　環境財政支出をさまざまな財政支出の中から抽出する方法であるが，はじめ

に北海道各部の施策概要書から各事業の目的・趣旨を見て，「環境への配慮」，

「自然環境・景観の保全」など自然資源や環境保全の目的であることがわかる

事業費を取り上げる。さらにその支出がどのような自然資源を保全する目的で

行われているのかを把握し，支出対象別に分類する。しかし，目的が自然資源

を保全することが明らかであっても支出対象が不明確である場合，もしくは複

数の自然資源の保全を対象としている支出については，「その他」の項目に計

上した。次に北海道（各部）［54］により当該事業の事業費決算額を環境財政支

出として計上する。さらに固定資本形成支出は，環境財政支出の中から上記の

（1）～（5）に該当するものを取り出し，固定資本形成支出とした。

　ところで，環境財政支出は，環境政策に基づかない事業の中にも含まれる可

能性は否定できない。しかしながら，上記の推計方法では，全ての事業を環境

財政支出の抽出対象として網羅的に取り上げられている。したがって，本論文

における環境財政支出の集計は，全ての環境財政支出をカバーするものである

と言える（註1）。

　なお，環境財政支出の年次問比較を行うためには，支出額を実質化する必要

がある。そこで本論文では，北海道［47】より道の一般政府最終消費支出のデフ

レータを用い集計した環境財政支出を実質化した。

　第4節　集計結果の考察

集計の結果は，表5－4－1～表5－4－3，図5－4－1～図5－4－8に

まとめた。はじめに環境財政支出を支出対象別の構成で見ると（図5－4－1
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～図5－4－3），各年度とも水の割合が最も高く，環境財政支出の50％近く

が水に対して支出されていることがわかる。また，図5－4－4で一人あたり

支出額を見ても，水が最も多く，さらに1995年度には水に対する支出が大幅

に増加している。水に次には大気への支出が多くなっている。表5－4－2に

おいて1985年度から1995年度にかけての一人あたり支出の年平均増加率を

比較すると，廃棄物が37．5％と高い伸びを示しているが，支出規模自体が小さ

いため大きな変動をしていると考えられる。また，水が19．5％と高い伸びを示

し，支出規模自体も大きい。一方，土地に対する支出は一1．6％と減少している

ことが窺える。

　これらのことから，北海道における環境政策では，主に水資源を保全するた

めに多くの支出がなされ，水に対する支出額は近年でも依然増加傾向にあると

いうことが明らかとなった。

次に，固定資本形成支出を見る。図5－4－5～図5－4－7を見ると，支出

対象別では各年度とも水に対する支出が多くなっている。次いで森林であるが，

大気と土地に関しては固定資本形成支出がほぼゼロとなっている。また，表5

－4－3で環境財政支出に占める固定資本形成支出の割合を見ると，水に関し

ては，いずれの年度にも割合が80％を越え，その値も年々高まっている。固

定資本形成支出の割合が高くなることは，固定資本を形成するような施設の整

備が行われたことを示しており，北海道においては，水資源の保全のために継

続的に施設の整備が行われたことがわかる。具体的な水資源の保全のための設

備としては，下水道と護岸設備が大きな割合を占めている。また，森林と廃棄

物に関しても1990年度に割合が高くなっており，この時期に森林のふれあい

公園や畜産排水対策関連施設の整備が行われている。一方，大気と土地につい

ては，固定資本形成支出がほとんどない。この理由としては，大気や土地・土

壌の保全のためには，施設の整備よりも汚染の実態調査，保全行動の啓蒙活動

などの施策が重点的に行われているためと考えられる。

　これらのことから，北海道における環境政策では，水資源の保全のために積

極的に施設整備が行われていることが明らかとなった。水に対する支出が多い
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i，凾i．・一一

表5－4一一1環境財政支出集計結果

　　　　　　　部署名
　　　　　　　衛生部
　　　生活環境部→保健環境部
　　　　民生部→生活福祉部
　　　　　　住宅都市部
商工観光部・労働部→商工労働観光部
　　　　　　　水産部
　　　　　　　林務部
　　農務部・農地開発部→農政部
　　　　　　　土木部
　　　開発調整部→企画振興部
　　　　　　　総務部

1985年度 1990年度

（千円）

1995年度

　8，200　一一
9，593，342　7，753，090

　　　0　3，203
9，911，677　12，020，754

1，549，858　3，018，898

　21　，338　39，916
534，525　1，276，729
1，919，416　2，328，797

1，112，231　1，991，818

　2，806　3，037
　　　0　　　　　　0

6，688，402

　　1　，837

1　8，866，1　62

4，020，299

　1　39，639

1，328，511

87，083，551

4，056，674

　　3，213

　　　　0
環境財政支出費合計（名目値）
　環境財政支出合計（実質値）
道歳出決算額に占める割合（％）

24，653，392

22，188，053

　　1　．36％

28，436，241　122，188，288

28，777，476　133，063，045

　　1　．1　8　0／e　3．9　9　0／e

…薗！道資ボ形哉支出（名目値）

　固定資本形成支出（実質値）
環境財政支出に占める割合（％）
一人あたり固定資本形成支出（円）

21　，655，636

1　9，490，072

　　87．8％

　　3，418

22，01　8，704　31　，499，980

22，282，929　34，303，478

　　77．40／e　25．8％

　　3，922　5，998
注）部署名が矢印で示されているのは，名称が変更となった部署である。

　実質値は1990年基準である。
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表5－4－2支出対象別環境財政支出年平均増加率
　　　　　　支出対象　　　　　　　1985→1990 1990一＞1995　1985－1995

森林
大気
土地
廃棄物
　水
その他
合計

29．30／0

1　9．20／0

1．60／e

1　3．90／0

8．30／e

3．oe／，

6．00／e

2．20／o

・一 W．3％

一4．40／e

37．50／e

1　9．50／0

5．80／0

1　2．3％

17．40／e

1．40／o

－1．60／0

38．70／0

1　7．90／0

4．80／0

11．00／e
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表5－4－3環境財政支出に占める固定資本形成支出の割合（一人あたり実質）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1995年度　　　　　　支出対象　　　　　　　1985年度　　1990年度

森林
大気
土地
廃棄物
　水
その他
合計

40．6e／e

O．oo／，

O．oo／，

O．oo／，

84．20／e

94．20／0

87．80／o

80．so／，

O．oofo

o．oo／，

74．90／0

84．80／0

70．4e／e

77．4e／，

11．5％

o．oe／，

O．oo／，

18．40／0

87．1　0／0

57．1　O／0

73．40／o
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要因としては，以下の点を挙げることができる。第一に水に対する環境財政支

出として，下水道施設の整備を取り上げていることが挙げられる。北海道にお

いては，他県に比べ下水道施設の整備が遅れており，近年でも盛んに下水道の

整備が行われている（註2）。下水道の整備には莫大な費用がかかり，多くの

財政支出がなされていると考えられる。水に対する環境財政支出のうち，下水

道：関係分は昭和60年度で74億円，1990年度で89億円，1995年度で112億

円となっており，いずれの年次においても水に対する環境財政支出の60％以

上を占めている。

　第二に下水道以外にも水の保全に対しては他の自然資源の保全に比べ多くの支

出が必要となることが考えられる。ひとえに水といっても海洋から河川，地下水，

水道水までその種類は多岐にわたる。例えば水質が悪化した場合，周辺水域全体

に影響が及び，発生源を除去するのみでは不十分で，周辺水域の水質改善策まで

行う必要がある。これに対して大気を例に挙げると，汚染物質が排出されてもほ

とんどの場合瞬時に希釈され，対策は発生源を除去するのみで事足りる場合が多

い。このように水の保全に関しては，他の自然資源とは違い発生源除去と同時に

悪化した水質を改善することも必要になるなど，多くの支出が必要となることが

考えられる。

　第三には，北海道は周りを海に囲まれた島であり，また広大な土地であるた

め，さらには冬季間の積雪の融雪水もあり，多くの水資源を有していることが

考えられる。このように自然資源としての水の賦存量が非常に多く，環境財政

支出も多くなっていることが考えられる。

　以上の分析から，北海道における環境財政支出について，第一に水に対する

支出が最も多く，また近年においてもその額は増加傾向にあること，第二に固

定資本形成支出についても水に対する支出が最も多いことから，水資源の保全

のため，下水道施設や護岸改良などの施設整備が積極的に行われていることが

明らかとなった。さらには第三に北海道において水に対する支出が多い要因と

しては，下水道など整備に莫大な費用がかかる事業が行われていること，水資

源の保全自体に多額の費用がかかること，北海道においては水資源の賦存量が
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多いことなどが明らかとなった。

　第5節　まとめ

　本章では，北海道を事例に地方自治体の環境財政支出のデータベースを構築

し，地方自治体の環境政策への取り組みと重点施策を財政支出面から明らかに

することを目的とする。具体的な課題としては，支出対象別の環境財政支出の

大小，また環境財政支出の時系列的変化の特徴を明らかにすることを掲げて分

析を進めてきた。

　その結果，第一に北海道における環境財政支出では，水に対する支出が最も

多く，また近年においてもその額は大幅な増加傾向にあること，第二に固定資

本形成支出についても水に対する支出が最も多いことから，水資源の保全のた

め，施設の整備が積極的に行われていることが明らかとなった。これらの結果

は，北海道の環境政策が水資源保全を重点施策として行われていることを示す

ものである。さらには，第三に北海道において水に対する支出が多い要因とし

ては，下水道など整備に莫大な費用がかかる事業が行われていること，水資源

の保全自体に多額の費用がかかること，北海道においては水資源の賦存量が多

いことなどが明らかとなった。

註

（註1）

（註2）

具体的な例を挙げると，農業関係予算に含まれる畜産排水対策事業費は，

環境政策に基づく事業ではなく，農林水産振興政策による事業である。

しかしながら，畜産排水対策：事業は畜産排水の河川・湖沼への流出を防

止するという目的により実施されており，この事業への支出は環境保全

的な支出と考えられる。そのため，本来制度上の分類では環境政策に基

づかない畜産排水対策事業費もその目的が環境政策に該当すると考え，

環境財政支出として抽出した。

北海道の下水道計画実施率は全国水準よりも高くなっている。しかしな

がら，北海道全土に占める下水道化計画区域面積の割合が低く，北海道
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内の都市部地域を中心とした限られた地域において下水道整備が計画さ

れ実施されているのが現状である。したがって，下水道計画実施率が高

いことが必ずしも北海道内全域に渡って下水道が整備されていることを

意味するものではなく，北海道内における下水道の普及率は必ずしも高

くないと考える。
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第6章　自然資源投入を考慮した地域環境経済分析

　第1節　本章の課題

　第3章では，環境経済統合勘定を構築して勘定の数値を実際に推計し，北海

道における自然資源投入という環境要因を考慮した経済計算体系を提示した。

また，第4章では，地域経済計算やその他の経済指標を用いて北海道における

経済・産業構造の状況を分析することにより，地域経済計算で見た日本経済に

おける北海道の位置づけや産業構造の特徴を明らかにした。さらに第5章では，

北海道を事例に地方自治体の環境財政支出のデータベースを構築し，地方自治

体の環境政策への取り組みと重点施策を財政支出面から明らかにした。

　一国または一地域の経済状況を見る場合，自然資源投入という環境要因を考

慮する場合と考慮しない場合とでは，地域経済の見方が大きく異なることが予

想される。したがって，北海道における経済の特徴を明らかにした第4章の分

析結果も環境要因を考慮することによって変化することが考えられる。

　そこで本章では，前章までの分析結果を踏まえ，北海道において環境要因を

考慮した経済分析を行うことを目的とする。具体的には，自然資源投入という

環境要因を考慮する場合としない場合，GDPなどで見た日本経済における北

海道の位置づけおよび産業部門別GDPなどで見た産業構造の変化を示し，全

国との比較により北海道の各産業部門の経済活動が自然資源に与える影響の

特徴も明らかにする。

　第2節　環境経済統合勘定の推計結果の考察と全国との比較

　　1．全国との比較分析の意義

　本節では，第3章で推計した環境経済統合勘定の推計結果を全国との比較を

行いながら考察する。全国の環境経済統合勘定は，経済企画庁によって1996

年に初めて試算結果が公表され（（財）日本総合研究所【45】），その後1998

年に改訂版が公表された（（財）日本総合研究所【46】）。現在，この試算結果

は日本の環境経済統合勘定の試算結果として広く利用されている。なお，本論

文で比較の対象とするのは，1998年に公表された改訂版の試算結果である。
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　本論文において推計した結果を全国の環境経済統合勘定の試算結果と比較

することの意義は以下の通りまとめられる。第一に従来のSNAで日本経済に

おける北海道の位置づけが自然資源投入という環境要因を考慮する場合，どの

ように変化するかが分析できる点である。北海道経済は全国のGDPの約4％

を占める「4％経済」といわれる状態が長く続いてきた。一方で，北海道には

多くの自然資源が賦存していると言われており，環境要因を考慮することによ

って日本経済における北海道の位置づけも変化することが予想される。この点

を分析するためには全国との比較が不可欠である。第二に，全国の試算結果か

ら全国の各産業部門における平均的な自然資源の投入状況，賦存状況が明らか

となり，一つ基準として利用することができる点である。環境要因を考慮して

北海道の経済状況を分析し，その特徴を明らかにしょうとしたとき，それが北

海道特有の現象なのか，環境要因を考慮した場合に全ての地域に共通の現象な

のかが不明確となる。そのため，北海道における特徴を明確に示すための基準

として全国の試算結果を利用することが必要となる。

　以上のように，北海道における環境経済統合勘定の推計結果を全国のそれと

を比較することによる意義は大きいと考える。

　　2．全国の環境経済統合勘定の修正

　（1）勘定体系の違い

　全国の環境経済統合勘定は41行×40列のマトリクスを使用し・より詳細な

データが得られるような工夫がなされている。そのため，本論文において構築

した産業部門分割版とはマトリクス構成が全く異なり，そのままでは比較する

ことができない。そこで，本論文では北海道の環境経済統合勘定産業部門分割

版と比較可能にするため，全国の試算に用いたマトリクスを修正し・全国の環

境経済統合勘定を産業部門分割版として再構築した。また，全国の試算には本

論文の北海道版の推計には導入していない帰属環境費用や環境保護支出が含

まれている。これらについても北海道版との比較可能性の面を考慮し，推計対

象から除いて再推計を行った。
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　修正後のマトリクスは北海道産業部門分割版と全く同じであり，20行×33

列とする。また，北海道の環境経済統合勘定が実質値であるので，全国の環境

経済統合勘定も実質値の勘定を修正する。修正した後の環境経済統合勘定の産

業部門分割版については付録2の付表7～付表9，簡略版については付表10

～付表12に掲げる。修正を加えた部分についてはその方法と比較の際の留意

点を以下に示す。なお，（行，列）については，勘定を構1成する行項目と列項

目に対応している。

　（2）環境保護支出の修正

・フロー計数

（そ『i，　1列）＝（3，　1－1），　（3，　1－2），　（3，　1－3）

環境関連財貨・サービス→第一次産業～第三次産業への投入

　総務庁［20］より，下水道業・廃棄物処理業（産業，公営）から第一次産業か

ら第三次産業への投入額比率を求め，これを用いて数値を按分する。

（そテ，列）＝（4，　1－1），（4，　1－2），（4，　1－3）

環境関連以外の財貨・サービス→第一次産業～第三次産業への投入

　総務庁［20］より，内生部門計から第一次産業から第三次産業への投入額比率

を求め，これを用いて数値を按分する。

（そ『i，列）＝（4，　1－1），（4，　1－2），（4，　1－3）

固定資本減耗（第一次産業，第二次産業，第三次産業）

　経済企画庁［8］より，各部門の固定資本減耗比率を求め，これを用いて数値

を按分する。

・ストック計数

（そテ，i列）＝（1，5－1），（1、9－1），　（20，5－1），　（20，9－1）

人工林，天然林期首・期末ストック

　全国の環境経済統合勘定では森林項目にまとめられているものを人工林と

天然林とに分解する。それぞれの蓄積量比率により森林資産額を按分する（註

1）o
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下

（行，列）＝（4，　5－1），（4，　9－1）

人工林，天然林資本取引額

　全国の試算では，総務庁［20］の値を森林の資本取引額としている。これを人

工林，天然林蓄積量比率によって第一次産業から第三次産業と最終消費に分解

する。

（行，列）＝（1，10－1）～（1，10－4），（20，10－1）～（2

0，　10　一一　4）

土地期首・期末ストック

　全国の試算において区分された土地のうち，農林地，保全地域の資産額を第

一次産業分，開発地を第二次産業・第三次産業・最終消費分とする。開発地資

産額は，国土庁［11］の利用形態別土地評価額比率によって各項目に按分する。

宅地面積の内訳項目である住宅地を最終消費部門，工業用地を第二次産業，そ

の他宅地面積を第三次産業に帰属する土地とし，はじめに宅地面積と宅地資産

額より面積あたりの宅地資産額を求める。この値を住宅地，工業用地，その他

の宅地面積に乗じて各産業部門の土地資産額に按分する。この場合，各地目に

おける土地資産額が同じであるとの仮定を置いている。商業地と住宅地・工業

用地を比べると資産額に大きな差があると考えられるが，本論文では便宜的に

この推計方法を採用した。

（行，列）＝（4，10－1）～（4，10－4），（18，10－1）～（1

8，　10－4），

土地資本取引額，調整額

　各地目において，面積あたりの資本取引額，調整額が一定であると仮定し，

面積比率によって資本取引額を按分した。

　（3）帰属環境費用の修正

　次に帰属環境費用に関する修正個所を解説する。帰属環境費用の推計対象の

自然資源は，北海道版と同じ大気，水，森林，土地，地下資源の5項目であ

る。しかしながら，数値の推計方法が北海道と全国で異なる場合がある。以下

では，全国の試算と本論文の北海道における推計の方法の違いを踏まえて修正
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方法を解説する。

・大気の帰属環境費用

　全国の試算における大気の帰属環境費用の推計方法は，汚染物質除去量と汚

染物質除去費用から除去原単位を求め，これに排出量を乗じることによって帰

属環境費用を求めている。全国と北海道では除去原単位こそ同一の数値を使用

しているが，排出量の推計に使用したデータが異なっている。本論文での推計

では，吉岡他［61】による産業29部門別生産額あたり排出量データを利用して

いるが，全国の試算においては「気候変動に関する国際連合枠組条約に基づく

日本国報告書」のデータを使用している。すなわち，北海道版では産業29部

門別の汚染物質排出量が推計されるのに対して，全国の試算では産業部門別の

汚染物質排出量は計算されていない。

　そこで，本論文では全国においても吉岡他［61］を用いて産業部門別汚染物質

排出量を推計し，各部門の排出量が全排出量に占める割合によって全国の試算

において計算された帰属環境費用を按分することとした。なお，自動車の帰属

環境費用については推計方法や産業と最終消費への分解も北海道と全国にほ

とんど違いはない。

・水の帰属環境費用

　全国の試算において対象となる汚濁物質は，北海道と同じCODである。

CODの排出源は，し尿処理装置，合併処理槽，単独処理槽，産業排水処理装

置，公共下水道，家庭の未処理分，家畜の未処理分の7項目に分けられてい

る。そこで，家畜の未処理分を第一次産業，産業排水処理装置を第二次産業，

し尿処理装置と公共下水道は政府サービス部門と考え第三次産業に，合併処理

槽，単独処理槽，家計の未処理分を最終消費部門として，各排出源からの排出

量比率によって按分する（註2）。

・森林の帰属環境費用

　全国の試算における森林の帰属環境費用の推計方法は北海道のそれと全く

同一であり，伐採量：が成長量を上回る分を帰属環境費用として計上している。

北海道と同様，全国においては伐採量が成長用を上回ることがなかったため，
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帰属環境費用はゼロとなっている。そのため，本論文において人工林と天然林

への分解の方法も検討していない。

・土地の帰属環境費用

　全国の試算における土地の帰属環境費用についても，北海道と同一の推計方

法を採用している。すなわち，土地の帰属環境費用は土地の開発を断念するこ

とによって生じる遺失利益とし，産業連関表のその他の土木建設生産額に含ま

れる土地造成費用をそのまま帰属環境費用としている。本論文では，この帰属

環境費用を第一次産業から第三次産業，最終消費部門に分解する。分解に使用

するデータは，国土庁［11］の林地開発許可実績面積である。林地開発許可実績

面積は工場・事業所，住宅・別荘，ゴルフ場・レジャー施設，公共用地，農用

地の5つに区分されている。このうち，農用地を第一次産業，工場・事業所用

地を第二次産業，ゴルフ場・レジャー施設と公共用地を第三次産業，住宅・別

荘を最終消費部門とし，各部門の項目の比率によって，土地の帰属環境費用を

按分する。

・地下資源の帰属環境費用

　地下資源の帰属環境費用は北海道の推計方法と同様にユーザーコスト法を

採用している。しかしながら，全国の試算においては，北海道における推計対

象地下資源の石炭，石灰石の他に亜鉛を対象としている（註3）。また，推計

の際の条件として設定した利子率も北海道と同じ5％である。地下資源の帰属

環境費用は全て第二次産業に帰属するものと考えられるので，分解は行わず全

額を第二次産業の列項目に計上した。

・推計から除外した帰属環境費用

　北海道との比較可能性を高めるため，全国の試算から除外した帰属環境費用

がある。それは，自然資源の復元という項目である。自然資源の復元は，汚染

物質の除去や生態系の復元のために実際に使用された費用を算出し，復元され

た自然資源に対してプラスとして計上するものである。すなわち，本来市場に

おける生産的効果のない費用を自然資源の復元のために支出した金額を計上

するものである。
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　全国の試算では，水質汚濁を改善する「しゅんせつ・導水事業」と農用地の

土壌汚染を改善する「公害対策土地改良事業」の事業費を計上している。しか

しながら，本論文における推計では，以下の理由により，自然資源の復元は除

外した。第一の最も大きな理由として，自然資源の復元項目を導入することで，

算出される帰属環境費用はネット表示となる点が挙げられる。帰属環境費用は

「自然資源の悪化を防止，汚染物質を除去するための費用」である。すなわち，

自然資源の状態悪化に対する費用として捉えられる。しかしながら自然資産の

復元は，自然資源の状態改善に対する費用として考えられるため，この分を考

慮すると，算出される帰属環境費用はネット値となる。そのため，純粋に自然

資源の悪化を把握するためには，自然資源の復元を導入することが不適当であ

ると判断した。また，第二に自然資源の復元に関する費用の定義が不明確であ

ることと，第三に地域におけるデータ制約もその他の理由として挙げておく。

　　3．結果の考察

　（1）北海道における自然資源投入状況

　はじめに，北海道の環境経済統合勘定から得られる結果を考察し，北海道に

おける自然資源投入状況を把握する。まず，産業部門別の自然資源投入状況に

ついては（表6－2－1，図6－2－1），自動車を除いた第一次産業から第

三次産業と最終消費部門の中で，最も帰属環境費用が多いのは第一次産業で，

その額は他部門を大きく上回っている。

　第一次産業ではどの自然資源の帰属環境費用が多いかを見ると（表6－2－

2，図6－2－2），土地と水が多いことがわかる。第一次産業における水の

帰属環境費用は，具体的な内訳として畜産排水による水資源の投入額しか計上

していないが，それでも非常に大きな値となっている。その理由として，帰属

環境費用の推計の際に畜産排水の未処理分は家庭排水またはし尿として処理

されるという仮定を置いているため，推計に用いた除去原単位が非常に高い値

となっていることと，同時に汚染物質排出量も増加していることが挙げられる。

また，土地については，帰属環境費用を各産業に按分するために北海道［48】
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表6－2一一1 産業部門別帰属環境費用
　　　　1985年　　　　　　1990年
　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

次
次
次
讃
車

箭　

計合

64，224．4

1　6，462．7

38，563．3

21　，967．7

90，928．8

27．7e／，

7．1　O／e

1　6．60／0

9．50／0

39．20／o

50，91　9．7

1　8，064．9

29，734．2

23，1　44．3

138，589．8

1　9．6　0／e

6．9％

11．40／0

8．9　0／0

53．2e／，

74，214．9

1　6，941　．6

10，136．5

20，　1　75．9

228，453．8

232，146．9　100．Oe／o　260，452．9 100．00／，　349，922．9

21．2e／，

　4．80／e

　2．9％

　s．se／，

65．30／e

1　Oo．oo／，
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　　　　　　　　図6－2－1産業部門別帰属環境費用割合

注）自動車の使用による帰属環境費用は除いている。
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表6－2－2第一次産業の自然資源別帰属環境費用
　　　　　　　　　　1985年　　　　　　1990年
　　　　　　　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

幣
聾
翻

6，541．1　1020／e　1，398．3
19，302．5　30．1　0／e　26，853．3

　　0．o　o．oo／，　o．0
38，380．7　59．8pste　22，668，1

64，224．4　100．00／o　50，919．7

2．70／0

52．70／o

O．oo／，

44．5e／e

1　，053．5

49，448．7

　　0．0
23，71　2．8

1　0　0．0　0／，　7　4，21　4．9

　1．40／0

66．60／o

　O．oo／，

32．00／e

1　OO．Oe／e
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図6－2－2第一次産業の自然資源別帰属環境費用の推移
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の林地開発許可実績面積を用いており，このデータによると林地を農用地とし

て開発するケースが多く，どの年次においても全体の40％ほどとなっている。

そのため，土地の帰属環境費用についても必然的に第一次産業が高くなるとい

う結果をもたらしていると考えられる。また，年次間の比較においては，特に

水の帰属環境費用が大幅に増加し，1985年から1990年までに土地の帰属環

境費用を逆転している。土地と大気の帰属環境費用に関しては，1985年から

1990年までに減少傾向を示し，1990年から1995年まではほぼ横這いである。

　第二次産業については，他産業と比べ比較的帰属環境費用は小さくなってい

る（表6－2－3，図6－2－3）。また，どの年においても土地の投入額が

80％近くを占めている。林地開発許可実績面積において第二次産業における

土地開発として取り上げているのは，土石採掘と工場用地の開発である。これ

らあわせての割合は，年次によっても異なるが全体の15％から28％を占める

程度で，第一次産業と比べてもその割合は低い。それでも第二次産業の帰属環

境費用の中で土地の割合が高いのは，他の自然資源の帰属環境費用が相対的に

低いということが考えられる。大気や水については，

　（帰属環境費用）＝・（排出量）×（除去原単位）

という推計式で帰属環境費用を求めているが，大気，水とも帰属環境費用は比

較的小さくなっている。第二次産業の場合，汚染物質の発生量は多いが，除去

率が高いため帰属環境費用の推計対象となる実際の排出量がそれほど多くな

っていないこと，汚染物質除去装置の技術がある程度確立しており，除去原単

位が低くなっていることがその理由として考えられる。各自然資源とも年次間

の推移に関してはそれほど大きな変動はなく，大気の帰属環境費用が1990年

から1995年の間に若干減少しているくらいである。

　第三次産業については，水の帰属環境費用を推計しておらず，大気と土地の

みの計上となっている（表6－2－4，図6－2－4）。そのうち土地につい

ては，1985年から1990年には土地の帰属環境費用が非常に高い値を示して

いる。これは帰属環境費用の按分にした林地開発許可実績面積のうち，レジャ

ー施設分を第三次産業分としたため，バブル経済期のリゾート開発ブームの影
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表6－2－3第二次産業の自然資源別帰属環境費用
　　　　　　　　　　1985年　　　　　　1990年
　　　　　　　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

3，1　8　6．1　1　9．4　0／o　3，71　3．5

　5　41．4　3．3　0／o　3　6　9．6

12，735．2　77．40／e　13，9819

16，462．7　100．Oe／e　18，064．9

20．60／，

2．oo／，

77．4e／，

2，695．2

　234．8

14，011．7

1　0　0．0　0／，　1　6，9　41　．6

1　5．90／0

　1．40／0

82．70／0

1　OO．oo／，
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図6－2－3第二次産業の自然資源別帰属環境費用の推移
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表6一一2一一4第三次産業の自然資源別帰属環境費用
　　　　　　　　　　1985年　　　　　　1990年
　　　　　　　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

頬
水
譜

1　6，0　6　4．3　4　1．7　0／，　9　，2　6　5．9

22，499．1　58．3　0／，　20，468．3

38，563．3　100．00／，　29，734．2

3　1　．2　0／o　9，1　3　9．2

68．8％　997．3
1　0　0．0　0／，　1　0，1　3　6．5

錫
一
脳
㎝

冊
一
9
．
001
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　　　（百万円）
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図6－2－4第三次産業の自然資源別帰属環境費用の推移
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N．頸

響が現れているためと考えられる。そのため，バブル崩壊でリゾート開発が停

滞した1995年には第三次産業の土地の帰属環境費用が1990年の約1／20にま

で落ち込んでいる。このように，特に第三次産業の土地の帰属環境費用はバブ

ル経済の影響を大きく受けて変動していると考えられる。一方，大気の帰属環

境費用は1985年から1990年までに減少傾向を示したが，1990年から1995

年まではほとんど変化がない。

　最終消費部門については，土地の帰属環：境費用が最も多く　（表6－2－5，

図6－2－5），次いで水の帰属環境費用が多くなっている。大気の帰属環境

費用については，額がかなり少なくなっており，最終消費部門の帰属環境費用

は水と土地が大半を占めると言える。しかしながら，自動車の使用による帰属

環境費用が別計上となっているため，最終消費部門の大気の属環境費用には含

まれておらず，金額の大きい自動車からの汚染による大気の帰属環境費用を含

めることで，大気の帰属環境費用が大きく増加すると考えられる。年次問の推

移を見ると，土地の帰属環境費用は第三次産業ほど大きな変動はない。土地の

帰属環境費用のうち最終消費部門に計上したものは，宅地とその他の土地分で

ある。宅地開発はレジャー施設用地の開発ほどバブル経済の影響を大きく受け

ずに行われたため，第三次産業よりも安定的に推移したと考えられる。また，

最終消費部門においても，水の帰属環境費用に関しては，増加傾向を示してい

る。この理由は除去原単位の上昇と考えられる。この点については，後ほど水

の帰属環境費用の部分で触れる。

　次に自然資源別に投入額を見てゆく　（表6－2－6，図6－2－6）。自然

資源の中で最も帰属環境費用が多いのは大気である。大気の帰属環境費用は全

帰属環境費用の半分以上を占め，その額も増加傾向にある。その内訳としては，

自動車がほとんどを占めており，その割合も次第に高まっている（表6－2－

7，図6－2－7）。自動車以外の第一次産業から第三次産業と最終消費部門

では，いずれも帰属環境費用が減少しており，特に近年，自動車の使用による

大気の投入費用が大きな割合を占めるようになってきたと言える。

　次いで帰属環境費用が多いのは土地である。土地の帰属環境費用は減少傾向
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表6－2－5最終消費部門の自然資源別帰属環境費用
　　　　　　　　　　1985年　　　　　　1990年
　　　　　　　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

焔
水
譜

1，750．7　8．00／，　64．5
5，6　0　0．4　2　5．5　e／，　6，3　1　1　．5

14，616．6　66．50／o　16，768．3

21，967．7　100．00／o　23，144．3

O．3e／e

27．30／0

72．50／e

　101　．4

9，81　9．4

1　O，255．2

1　0　0．0　0／，　2　0，1　7　5．9

　O．5％

48．7％

50．8％

1　Oo．oo／，
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図6－2－5最終消費部門の自然資源別貴族環境費用の推移
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表6－2－6 自然資源別帰属環境費用
　　　　1985年　　　　　　1990年
　　金額　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

　大気

　水
　森林
地下資源
　土地
　合計

1　1　8，470．9

25，444．4

　　0．o
　　o．0
88，231　．6

51　．0　0／，　1　5　3，0　3　2．0

1　1　．0　e／，　3　3，5　3　4．3

0．o％　o．o
o．o％　o．0
38．0％　73，886．6

58．80／0

1　2．90／o

o．oo／，

o．o％

28．40／o

241　，443．2

59，502．8

　　0．o
　　o．0
48，976．9

232，146．9　100．00／，　260，452．9 100．00／，　349，922．9

69．oo／，

17．00／e

　O．oo／，

　O．oo／，

1　4．oo／，

1　OO．O％
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表6－2－7 大気の産業部門別帰属環境費用
　　　　1985年　　　　　　1990年
　　金額　　　割合　　　金額　　　割合

　　　　（百万円）

　　1995年
金額　　　割合

第一次産業
第二次産業
第三次産業
最終消費
　自動車
　合計

6，5　4　1　．1　5．5　e／，　1，3　9　8．3

3，186．1　2．70／o　3，713．5

16，064．3　13．6　0／，　9，265．9

　1　，7　5　0．7　1．5　0／，　6　4　5

90，928．8　76．8e／，　138，589．8．

118470．9　100．00／，　153，032．0

　O．9　e／e　1　，0　5　3．5

　2．4　0／o　2，6　9　5．2

　6．1　0／o　9，1　39．2

　0．Oe／e　101．4

90．6％　228，453．8

100．00／，　241，443．2

　o．40／，

　1／％
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にあるが，この原因は先と同様バブル崩壊による土地開発の縮小と考えられる。

一方，水の帰属環境費用については増加傾向にある。この原因は汚染物質の増

加よりもむしろ除去原単位の上昇の影響が大きいと考えられる。水に関する4

項目の除去原単位（家庭排水，工場・事業所排水，し尿，家庭排水とし尿の平

均）のうち，1985年から1990年の間に減少しているものはし尿のみで，そ

の他の除去原単位は全て増加している。その一方で汚染物質であるCODの排

出量については，畜産排水以外は軒並み減少かほぼ一定となっている。このこ

とから，水の帰属環境費用の増加は除去原単位の上昇が原因であると言える。

　以上から，北海道の自然資源投入状況について，以下の三点が示された。第

一に産業部門別には第一次産業が最も多くの自然資源を投入しており，その内

訳としては水の投入額が多く，年々増加傾向にあるということ，第二に自然資

源別では大気の投入額が最も多く，この大部分は自動車の使用に関する大気の

投入額であること，第三に，全産業部門で見ても水の投入額は年々増加傾向に

あるということである。

　次に全国の環境経済統合勘定との比較を行い，北海道における自然資源投入

の特徴を明らかにする。はじめに，産業部門別の自然資源投入の特徴を見る。

図6－2－8と図6－2－9は，それぞれ全国と北海道の産業部門別帰属環境

費用を示している。これらを見ると，北海道において特徴的なのは，第一に自

動車の帰属環境費用の大幅な増加である。自動車の帰属環境費用は，全国にお

いては1985年から1990年にかけて減少し，その後ほぼ横這いの状態である。

しかしながら，北海道では自動車の帰属環境費用が急激に増加している。この

ように，北海道においては，自動車の使用による大気の投入額が増加している

と考えることができる。

　この原因としては次のように考えることができる。自動車の使用による大気

の帰属環境費用は，NOxのみを対象としており，

　（自動車の帰属環境費用）・＝（NOx排出量）×（除去原単位）

という式で推計されている。除去原単位については，データの制約から推計年

次間で同一の値を使用しているため，帰属環境費用の増加は全てNOx排出量
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の増加によるものである。NOx排出量は走行台kmから推計されているため，

自動車保有車両数や一台あたりの年間平均走行距離が増加すると，NOx排出

量も増加することとなる。北海道では自動車の普及が進み自動車保有台数は増

加しており，さらに高速道路網の整備などにより一台あたりの年間平均走行距

離が増加している。北海道は広大な土地であり，国鉄線の廃止など公共交通機

関網は全般的に後退している地域である。そのため，すでに一人一台とまで言

われるまで自動車の普及が進んでいる。また，近年道内各都市間への高速道路

網，高規格道路の整備が進んでおり，一台あたりの年間平均走行距離も増加傾

向にある。このようなことから，北海道においては自動車の使用による大気の

投入額が増加していると考えられる。

　第二の特徴としては，第一次産業の帰属環境費用が全国に比べて多いことで

ある。また，全国の第一次産業の帰属環境費用は減少しているのに対し，北海

道では第一次産業の帰属環境費用が増加している。したがって，北海道の第一

次産業においては，自然資源を集約的に投入し，さらにその傾向は高まりつつ

あることがわかる。この要因については，次節で詳細に分析する。

　産業部門別の帰属環境費用割合を見ると（図6－2－10，図6－2－11），

全国と比較して北海道では第一次産業の帰属環境費用の割合が高いことが窺

える。そして，第二次産業の帰属環境費用の割合が全国に比べて低くなってい

ることも特徴として挙げられる。すなわち，北海道においては，全国に比べて

第一次産業の自然資源投入割合が高く，第二次産業の自然資源投入割合が低い

という特徴があることがわかる。

　次に，自然資源別の投入状況の特徴を見る。全国と北海道の自然資源別帰属

環境費用の推移は，図6－2－12，図6－2－13に掲げてある。これ見た

ときの北海道の特徴としては，第一に大気の帰属環境費用の大幅な増加が挙げ

られる。全国の大気の帰属環境費用は1985年から1990年にかけて減少し，

その後若干の増加傾向を示している。しかしながら，北海道においては，右肩

上がりの状態となっており，大気の投入額が近年急速に増加していると考えら

れる。大気の帰属環境費用の大半は自動車によるもので，自動車の帰属環境費
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ブ

用の増加要因は先に示したとおりである。第二の特徴としては，水の帰属環境

費用が全国よりも大きく増加していることである。特に1990年から1995年

にかけては，全国を上回るペースで水の帰属環境費用が増加し，1995年には

土地の帰属環境費用を逆転している。

　また，帰属環境費用の割合で見た場合（図6－2－14，図6－2－15），

大気の帰属環境費用について，北海道では割合が高まっているのに対し，全国

では割合は低下している。これは，近年北海道においては大気の投入額が増加

し，投入財としての自然資源の中でも特に大気の重要性が増していることを示

している。一方水の帰属環境費用については，北海道，全国ともその割合が高

まっており，投入財としての水資源の役割が高まっていることは北海道だけで

なく全国的な傾向と言える。

　以上の考察から得られる北海道における自然資源投入に関する特徴として

は，以下の三点を挙げることができる。第一に北海道においては，特に自動車

から排出される汚染物質が増加して自動車の使用による大気の投入額が増加

しており，その要因としては自動車の普及と道路網の整備が考えられること，

第二に北海道の第一次産業では全国水準よりも自然資源を集約的に投入し，さ

らにその傾向は高まりつつあること，第三に全国に比べ大気と水の投入が多く，

投入額も増加しており，その要因としては，自動車の使用による大気の投入が

増加していることと第一次産業による水の集約的投入であることが挙げられ

る。

　第3節　自然資源投入を考慮した北海道経済の分析

　　1．分析に用いる指標

　本節では，環境経済統合勘定より得られた指標を用いて，自然資源投入とい

う環境要因を考慮した経済分析を行い，SNAから得られる経済指標と比較す

ることによって，環境要因を考慮した場合，従来のGDPなどで見た北海道経

済の位置づけがどのように変化するか，産業部門別GDP，労働生産性で見た

産業構造がどのように変化するのかを分析する。さらには，GDPとEGDP，
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帰属環境費用の関係から北海道における各産業部門の経済活動が自然資源の

状態をどう変化させているかどうかを明らかにする。

　分析に用いる環境要因を考慮した経済指標として，帰属環境費用，EGDP

を用いる。この他，産業構造を分析するためには，各産業部門別EGDPを産

業部門の就業者数で除した労働生産性，各産業部門のEGDPの特化係数を使

用する。また，北海道における各産業部門の経済活動による自然資源状態の変

化を分析するためには，GDP，帰属環境費用，　EGDPの3項目を用いる。

　　2．北海道経済の位置づけ

　はじめに，自然資源投入という環境要因を考慮した場合，GDPなどで見た

日本経済における北海道の位置づけがどのように変化するかを分析する。従来

の地域経済計算と環境要因を考慮した地域経済計算において，中心的な指標と

なるのはそれぞれGDPとEGDPである。表6－3－1は，　GDPとEGDPを

比較したものである。これを見ると，北海道GDPが全国GDPに占める割合

は，約4％となっており，いわゆる「4％経済」と呼ばれる状況となっている。

一方，北海道のEGDPが全国のそれに占める割合も約4％とGDPの場合とほ

とんど変化はない。また，一人あたりGDP，　EGDPで見た場合も，北海道は

全国の約90％弱となっており，ここでも環境要因を考慮しても変化は現れて

いない。

　さらにGDPとEGDPの成長率を比較する（表6－3－2）。　EGDPは環境

経済統合勘定の推計された5年ごとしか値が算出されないので，この間の平

均成長率によって比較した。1985年から1990年まで5年間の北海道におけ

る平均成長率はGDPで3．7％，　EGDPについても3．7％となっている。また，

1990年から1995年までの平均成長率ではGDPが1．8％，　EGDPが1．9％と成

長率に関しても，環境要因を考慮した場合としない場合ではほとんど変化がな

い。

　以上のことから，環境要因を考慮した場合でも日本経済における北海道の位

置づけは変化することがないと言える。
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表6－3－1
　　地域

GDPとEGDPの比較
1985年 1990年 1995年

全国
GDP（百万円） 342，950，300．0　429，985，500．0 461　，893，500．0

457，3　1　2，804．9

北海道 　GDP（百万円）

　GDP（百万円）
　EGDP（百万円）
一人あたりGDP（円）

1　4，　1　66，390．0

　，
16，802，019．0　18，402，699．0

北海道シェア
4．13％

4，1　2％

3．91％

3．89％

3．98％

3．95％

全国
2，833，1　54．5 3，478，532．8 3，678，367．4

北海道
一人あたりGDP（円） 2，484，053．4 2，957，260．6 3，21　7，890，8

北海道対全国比
一人あたりGDP（円）

一人あたりEGDP（円）
0
0
7
1

Ω
U
O
O

（
U
O

【
U
員
）

O
O
O
O

O
O

7
1
7
1

◎
U
∩
0
0
0注）数値は90年暦年基準の実質値

　北海道におけるGDP，　EGDPは年度計数
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表6－3－2全国と北海道のGDP平均成長率の比較
　　地域 1985一＞1990 1990一・1995 1　985．1　995

全国
GDP
EGDP

5．Oso／，

5．1　7％

1．480／0

1．480／o

2．310／0

2．350／o

北海道
GDP
EGDP

3．72％．

3．74％

1．91％

1　．83％

1　．99％

望．97％

注）成長率は90年暦年基準の実質値で計算
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　この理由としては，環境経済統合勘定体系に関する要因が考えられる。第3

章第2節で示したように，本論文ではSEEAヴァージョンIV．2を用いて環境

経済統合勘定を構築した。SEEAヴァージョンIV2の生産境界は従来のSNA

と同じに設定している。したがって，帰属環境費用を含めた全ての自然資源投

入費用はSNAにおける生産活動内で投入される自然資源を取り扱っているの

みである。すなわち，SEEAヴァージョンIVI　2を基本とした本論文の環境経

済統合勘定では，SNAの生産境界内で自然資源投入費用すなわち帰属環境費

用を推計しているため，SNAで計算されるGDPによる日本経済における北

海道の位置づけが根底に残されたままであることが考えられる。

　以上の点を考慮しつつ，さらに推計方法についての要因を考察する。EGDP

とGDPの差は帰属環境費用にあたる。帰属環境費用の推計方法は第3章第3

節で詳細に解説したが，対象とした多くの自然資源の帰属環境費用推計におい

て，汚染物質発生量が生産額に比例する仮定を設定している。このような場合，

SNAにおける生産額またはGDPのシェアが直接的に汚染物質排出量に関わ

ってくる。具体的には大気の帰属環境費用におけるNOx，　SOx発生量，水の

帰属環境費用におけるCOD発生量，土地の帰属環境費用における土地造成費

用など推計が行われた全ての数値に関して，SNAまたはGDPや産業連関表の

生産額データを使用している。さらに除去原単位についてもデータの制約から

全国の数値をそのまま使用するものが多くなっている。そのため，日本経済に

おける北海道の位置づけが直接的に帰属環境費用に反映され，環境要因を考慮

しても北海道の位置づけが変化しないという結果をもたらしたと考えられる

（註4）。

　　3．産業構造

　これまでの分析の結果，環境要因を考慮しても日本経済における北海道の位

置づけは変化しないことが示された。しかしながら，産業構造については自然

資源を集約的に投入する産業，節約的に投入する産業などが存在すると考えら

れ，従来の地域経済分析の場合とは異なった結果が得られると予想される。そ
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こで本節では，自然資源投入という環境要因を考慮して北海道の産業構造を分

析し，今までの分析結果と比較し，環境要因を考慮することによってどのよう

な変化が生じるかを明らかにする。

　はじめに，産業部門別のEGDPで見る。表6－3－3，図6－3－1には

北海道と全国の産業部門別GDP，　EGDPが示されている。これを見ると，第

一次産業について，全国ではGDPシェアとEGDPシェアとでは，それとほと

んど変わらないことがわかる。しかしながら，北海道においては，GDPシェ

アよりもEGDPシェアのほうが低くなっていることがわかる。この原因とし

て，北海道の第一次産業の帰属環境費用が高くなっていることが挙げられる。

表6－3－4には全国と北海道の帰属環境費用が示されている。これを見ると，

北海道においては全部門の帰属環境費用に占める第一次産業の割合は，1985

年には全国で12．8％なのに対し，北海道では27．7％となっており，北海道では

全国の2倍以上であり，さらに1895年から1995年までにその差は拡大傾向

にあるということがわかる。

　産業部門別のGDPとEGDPの特化係数を算出し，比較したものが表6－3

－6である。これを見ると，第一次産業においては，環境要因を考慮したEGDP

の特化係数が，環境要因を考慮しないGDPの二化係数に比べて小さくなって

いることがわかる。第4章において，北海道が第一次産業に特化した産業構造

であるということを示した。しかしながら，環境要因を考慮することによって，

第一次産業の比較優位が低下することがわかる。第二次産業，第三次産業につ

いては大きな変化はなく，環境要因を考慮した場合も，考慮しない場合とほぼ

同じGDPもしくはEGDPシェアを保っていることがわかる。

　さらに，環境要因を考慮した場合に労働生産性がどのように変化するかにつ

いて見てみる（表6－3－8，表6－3－9，図6－3－2，図6－3－3）。

環境要因を考慮した労働生産性とは，EGDPを就業者数で除したものである。

これを第4章第3節で示した労働生産性と比較することによって，環境要因を

考慮した場合としない場合の変化を明らかにすることができる。

　表6－3－8より，北海道の全部門，第二次産業，第三次産業の労働生産性
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表6－3－3産業部門別GDPとEGDPの比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　全部門 第一次産業　　第二次産業

（百万円）

第三次産業

全国

GDP
シェア

333，678，300D　10，213，800．0　121，012，400．0　202，452，100．0

　　　1　0　0．0　e／e　3．1　％　3　6．3　0／o　6　0．7　％

1985年

EGDP
シェア

342，670，135．0　10，515，382．6　131，845，907．5　202，885，364．9

　　　1　o　o．o　％　3．1　e／o　3　s．s　o／，　s　g，2　o／，

北海道t一一

GDP
シェア

1　3，533，1　35．0

　　1　OO．O％

878，695．0

　　6．50／o

3，202，982．0

　　23．7e／，

9，451，458．0

　　69．8％
EGDP
シェア

1　4，630，562．7

　　1　OO．O％

820，664．9

　　s．6e／，

4，009，579．6

　　27A％

9，853，482．7

　　67．30／o

全国

GDP
シモア　，

451，937，700．0　10，920，600．0　165，768，000．O　275，249，100．O

　　　l　o　o．o　％　2　．4　o／o　3　6．7　o／，　6　o．g　e／，

1990年

EGDP
シェア

447，887，710．7　11，225，703．0　170，330，437．9　268，554，599．8

　　　100．o％　2．s％　3s．o％　60．oo／，

北海道

GDP
シェア

1　7，402，545．0

　　1　Oo．oo／，

975，368．0

　　5．60／e

4，200，808．0

　　24．1％

1　2，226，369．0

　　　70，3e／，

EGDP　17，202，427．4
シェア　　　　　　　　1　OO．O％

924，448．3

　　5．40／o

4，183，189．1　12，186，567．8

　　2　4．3　o／，　7　o．s　o／，

　　　　　　GDP

全国一一
　　　　　シェア

504，804，700．0　9，350，700．0　170，664，400．0　324，789，600．O

　　　l　o　o　．o　e／o　1　．g　o／，　3　3．s　o／，　6　4．3　o／，

1995年

478，858，234．7　9，217，623．9　153，041，481．5　318，933，499．4

　　　1　0　0．0　0／o　1　．9　0／e　3　2．0　0／e　6　6．6　“／e

北海道一一一一一一一一一・

GDP
シェア

EGDP
シェア

20，385，526．0

　　1　Oo．oo／，

799，571．0

　　3．90／o

5，068，51　5．0

　　24．9％

1　4，51　7，440．0

　　　71．20／o

1　9，1　28，225．4

　　1　Oo．oo／，

728，196．2

　　3．80／o

4，676，023．2

　　24．4％

1　3，879，534．0

　　　72．60／o

注）全部門のGDPは環境経済統合勘定から求めたものであるため，　SNAによる値とは異なる。

　EGDPも環境経済統合勘定から求めたGDPより帰属環境費用を控除した値であるため，
　表6－3－1などの数値とは一致しない。
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表6－3－4全国と北海道の帰属環境費用
　　　　　　　　　　　全部門　　　自動車 第一次産業　第二次産業

　　　　　　（百万円）

第三次産業　最終消費

1985年

全国
シェア

4，681，335．2　2，576，520．0

　　1　0　0．0　0／e　5　5．0　0／e

599，004．7

　1　2．8％

606，887．8

　1　3．oo／，

640，652．6，　258，270．1

　1　3．7　％　5．5　0／o

シェア

全国
シェア

232，146．9

　1　Oo．oo／，

90，928．8

　39．20／o

64，224．4

　27．7％

1　6，462．7

　7．1％

38，563．3　59，732．1

　1　6．6　0／o　2　5．7　Ofo

1990年

4，265，945．4　2，223，030．0

　　1　0　0．0　0／o　5　2．1　0／，

372，761．9

　　8．7e／e

645，982．4

　1　5．1　O／o

807，996．3　216，174．9

　18．9％　5．10／o

シェア

全国
シェア

260，452．9　138，589．8

　100．oo／，　s3．20／，

50，91　9．7

　1　9．60／o

1　8，064．9

　6．90／o

29，734．2　69，956．4

　11．4％　26．9％

1995年

4，580，695．1　2，334，370．0

　　100．00／，　51．00／，

181，863．9

　　4．Oe／e

692，751．3

　15．10／o

889，880．2　481，829．7

　1　9．4　％　1　o．s　o／，

シェア

349，922．9　228，453．8

　100．0％　65．30／，

74，2　1　4．9

　2　1　．2　0／o

1　6，941　．6

　4．80／o

10，136．5　93，101．7

　2．9　0／o　2　6．　6　％
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表6－3－5帰属環境費用特化係数
　　　　　　　　　　　全部門自動車第藁次産第斐次麟斐次産最糸冬消費専P墨ヒ係

　　　　差（絶対値1『”

　　　　　全国
1990年　漏＿菰漁灘＿
　　　　差（絶対値ヲ

　　　　　全国
1995年
　　　　差（絶対値ダ

　　　　　全国
1985年　」漏熊撫．灘1

1．000　1．000　1．000　1．000　1．000　1．000
’1．Ooo’　e．712　・・2．162　，　e．547’　，1．2t4　一・　”4．664

．，，，，，，…，，，．，，．． U，・S”1，i・・一6・一・＋6i・・”HNt・・hii…一t・・”・61t2・・i”g・g”’M’“”””””””’”i”1’1”“’6’2

　　1．000　1．000　1．000
＿　　　1．000　　　　Jl．021　　　　223フ　’

　　O．OOO　O．021　1．237
　　1．000　1．000　1．000
　　1．Ooo　1．28i　’　5．342

　　0．OOO　O．281　4．342

O．453　O．214　3．664　5．781
1．000　1．000　1．000
0．458　O．6e3’　’5．300

0．542　O．397　4．300　6．498
1．000　1．000　1．000
0．32e”’　’　O．149　2．529

0．680　O．851　1．529　7．683
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表6一一3－6EGDP特化係数

　　　　　　　　　　　全部門第ず麟繁麟r羅専F籔ヒ係

1985年

1990年

1995年

　全国　　　　1．000
∫北海道　　　　1．0◎0

差（絶対値）　　O．OOO

　全国

差（絶対値）　　0．000

　全国　　　　1．000

　　　　　　　1．000
差（絶対値）… @　O．OOO

1．000　1．000　1．000　一一
1．828　’　e．712’　lj381・　一一一L一一一

〇．828　O．288　O．138　1．253
1．000

・1．000

1．000

21144

1．1　44

1．000　1．000
’O．639　．t．1　81

0．361　O．181

1．000　1．000　1．000
1．978　O．765

0．978　O．235

　　　　　1　．686

’　1．089

0．089　1．302
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表6－3－7帰属環境費用の全国に占める北海道の割合
　　　　　　　　　　　全部門　　　自動車　　第一次産業 第二次産業　第三次産業　最終消費
1985年
1990年
1995年

5．oo／，

6．10／0

7．6％

3．5％

6．20／0

9．80／o

10．7％

1　3．70／0

40．8％

2．70／0

2．80／0

2．40／o

6．Oo／，

3．7e／，

1．1　0／o

23．1％

32．4a／，

1　9．30／o
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表6－3－8環境要因を考慮した労働生産性　　　　　　　　　　　　　　　　（円／人）

　　　　　　　　　　環境要因　　全部門　　第一次産業　第二次産業　第三次産業

　　　　一一一一＿全国＿駿」錫鰻漏嚴鑑一1趨ll；鼠蝿鍛

1985年北海道繋1：lll：lll：1－1：131：l18：61：989：911：1羅ll：1

北海道比率． 不考慮
考慮

O．92

e．89’

1．40

1．27　’
3
謄
0

Ω
り
0
り

O
b
O

O．93

‘　O．97’

1990年

全国

北海道

不考慮　　6，g6g，Ol　6．8　2，486，882．5　8，067，320．7　7，557，354．5

北海道比率

茉考慮　　6，287，872．3　3，353，3　1　2，7，6，659，397．7　6，932，647．7

考慮　　　6，383，319．ブ　　　　　　　　　　　tpm／782509　6．63－1．，467．0　6，910，079．5

．不考慮

考慮
O．90
’　O．88　1

1．35

1．24　． 3
◎

n
◎
n
◎

ハ
U
バ
リ

ハ
∠
4
弓

0
り
0
σ

ハ
U
O全国

不考慮

　慮

7，539，527．0　2，447，924．0

1995年 北海道
7，055，509．2　3，180，043．3

6，815，844．8　2，896，172．3

8，428，．9422　8，193，055．8

7，696，594．0　7，715，956．0

7，100，591．1　7，376，911．7i

北海道比率
不考慮
考慮

O．94

α9ゴ
O
A
り

3
り
るt
t

d
I
」
弓

◎
V
Q
》

A
U
O

霜
弓
ハ
∠

n
σ
O
V

O
O

注）環境要因を考慮した労働生産性とは，EGDPを就業者数で除した値，

　環境要因を考慮しない労働生産性とはGDPを就業者数で除した値である。
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表6－3－9全国全部門の労働生産性＝1としたときの比率

　　　　　全国
1985年

　　　　　北海道

　　　　　全国
1990年

　　　　　北海道

環境要因　　全部門
不考慮　　　　　1．00

不考慮　　　　　O．g2

　考慮　　　　　α89
不考慮　　　　　1．00

　　　　　　　　1．oo
不考慮　　　　　0．90

考慮　　　　　α88

第一次産業　第二次産業　第三次産業
O．34

0．33レ

1．14

’　1．1　6

（
U
つ
》

ー
ハ
U

n
◎
0
乙

4
，
五
丁
（
U
O

F
O
彊
霞

0
σ
－

∩
V
－

ハ
」
ハ
U

O
ハ
U

－
。
t

O．36

0．35’ ハ
0
4

イ
■
膠
讐

－
、
－

Ω
U
4

4
．
4
．
0
0

企
U
憾
置

Q
》
0
σ

（
U
ハ
U

1．08

1．02

0．99

0．95

1995年
全国

不考慮
．煮慮

不考慮…

考慮

oo
盾

↓
屋
■
－

弓
∠
0
乙

つ
り
り
0

∩
V
A
U

0
∠
「
磁
置

司
ー
ハ
U

t
’
」

Q
り
6
0

（
U
O

4
鄙
■
－

北海道
4
。
《
屡

0
り
0
シ
0
0

り
乙
0
σ

4
，
3

（
U
（
U

ハ
∠
ぼ
0

0
Q
リ

ィ
ー
ハ
U

の
∠
0
り

（
U
Q
り

一
（
U

注）環境要因を考慮した値とは，EGDPを就業者数で除した労働生産性からの指標で，

　環境要因を考慮しない値とはGDPを就業者数で除した労働生産性からの値である。
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について見ると，環境要因を考慮することによって，1985年では増加傾向が

強く，逆に1995年では減少傾向が強くなっている。特に第一次産業では全て

の年次において環境要因を考慮した場合には，数値が減少している。また，全

国との比率を見ても，第一次産業は通常の労働生産性で見た場合，1．4から1．3

と全国の労働生産性を大きく上回っている。しかしながら，環境要因を考慮し

た労働生産性で見た場合，全国との比率は軒並み低下し，1．2から1．3となる。

このことは，第一次産業においては，環境要因を考慮した場合，労働生産性の

優位性が低下することを示している。

　以上のことから，北海道においては，環境要因を考慮した場合，第一次産業

の全産業に占めるGDPシェアが低下し，さらに労働生産性における優位性も

低下することが明らかとなった。

　それでは，環境要因を考慮することによって第一次産業の全産業に占める

GDPシェアや労働生産性の優位性が低下することの要因は何かを考察する。

考察の前にもう一度第一次産業の帰属環境費用について確認しておく。第3章

第4節で見たように，第一次産業の帰属環境費用は土地と水が大きな割合を占

めていた。特に近年水の帰属環境費用が大きく増加する結果となっている。そ

して，水の帰属環境費用の内訳はその全てが畜産排水であることは，第3章第

3節で解説したとおりである。よって以下では，第一次産業の帰属環境費用が

多く，その内訳は全て畜産排水であるというを念頭に置いて考察を進める。

　はじめに推計上の要因について考察する。第一次産業のEGDP低下の要因

は第一次産業における水の帰属環境費用の増大に依るところが大きい。そこで，

第一次産業の水の帰属環境費用すなわち畜産排水の帰属環境費用が増大した

要因を考察する。畜産排水の帰属環境費用の推計式は，

（帰属環境費用）＝（COD排出量）×（COD除去原単位）

である。1985年から1995年にかけてはCOD排出量とCOD除去原単位の双

方が増加しているため，畜産排水の帰属環境費用も増加しているのである。

COD排出量は（家畜飼養頭数）×（一頭あたりのCOD発生量）という推計

式を用いて推計している。北海道においては，家畜飼養頭数が増加しているた
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め，必然的にCOD排出量も増加しているのである（註5）。

　上記の点を踏まえた上で，現実として第一次産業のEGDPを低下させてい

る要因として考えられるのは，環境経済統合勘定の推計年次においては畜産排

水対策があまり進んでいなかったことが挙げられる。北海道においても畜産排

水対策は近年になった急速に進められた事業である。このことを確認するため

に，第5章の環境財政支出データを利用する。環境財政支出として計上されて

いる費用のうち，畜産排水対策関連事業のものは，1990年で2418万円，1995

年で3070万円となっており，1985年では全く計上されていない。このよう

に環境経済統合勘定の推計年次においては，北海道の畜産排水対策が重点的に

行われていなかったこと，さらに対策事業の実施から効果の発現まではタイム

ラグを伴うことなどの理由によって汚染負荷の増大が帰属環境費用の増加に

繋がり，第一次産業のEGDPが低下したと考えられる。

　以上の結果は，環境経済統合勘定の推計において，第一次産業の水の投入が

畜産のみを対象としていることから得られた結果である。現実には，第一次産

業には畜産排水問題の他，農薬汚染問題をはじめ漁業系廃棄物問題，農業用廃

プラスチック処理問題など数多くの環境問題が発生している。第一次産業にお

いては畜産排水問題だけでなくさまざまな環境問題が発生しているも念頭に

置いて考える必要がある。

　　4．自然資源投入状況の変化

　最後にEGDPと帰属環境費用の変化から，北海道における各産業部門の経

済活動による自然資源投入の変化を分析する。

　はじめに帰属環境費用の増加率を見る（表6－3－10）。北海道は1985

年から1990年にかけて，全部門の帰属環境費用は年平均2．44％の増加，1990

年から1995年にかけては6．87％と大きな増加となっており，北海道において

は自然資源投入が増加したことを示している。一方，全国では，全部門の帰属

環境費用は年平均1．77％の減少，1990年から1995年にかけては1．48％の増

加と自然資源投入がそれほど増える傾向にはない。このことから，自然資源
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表6－3－10全国と北海道の産業部門別GDP・EGDP・帰属環境費用の年平均成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　全部門　　　第一次産業　　第二次産業 第三次産業

85一．90

　　　　　GDP
全国　　　EGDP

5．Oso／，

5．170／e

1　．38％

1　．35％

7．40％

5．840／0

1．290／e

7．190／0

6．47e／e

　　　　　　GDP
北海道　　　EGDP
　　　　帰属環境費用

3．720／0

3．740／0

2．44％

2．200／，

2．530／e

－4．　1　40／e

O．87％

1．9　5　0／o

5．87％

4．74％

一4．58％

　　　　　全国

90－95　’”””m”””・一一一・一一v…一一・・一一一一”・，．．．’．．

　　　　北海道

GDP
EGDP

1．480／0

1．480／a

1．4se／，

一一 Q．880／o

－3．58％

O．59e／e

－2．03％

3．600／，

3．750／o

　　GDP
　EGDP
帰属環境費用

1．830／e

6．870／o

一3．600／，

一一
S．2se／，

9．150／o

4．13％

2．360／o

－1　．240／e

　3．75％

　2．780／e

－13．180／e

85一一＋95

　　　　　GDP
全国　　　　EGDP

　2．350／e

　2．350／e

．．，，，．：，：，．，Q．．，，2．，，1，，．91．p，，

一〇．sso／，

一1．23％

4．1　oo／，

1．61　O／0

1．41　O／e

6．040／，

5．720／o

　　　　　　GDP
北海道　　　EGDP
　　　　帰属環境費用

1．9　7％

5．070／，

一〇．900／，

一1　．1　3％

1　．560／o

1．66％

O．2go／，

5．360／0

4．09％

“7．370／o

注）全部門の年平均成長率はSNAから計算した。したがって，表6一一3－1の数値と一致する。
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投入が増加するという傾向は，北海道特有の現象であることがわかる。

　各産業部門別で見ると，第一次産業の帰属環境費用については，北海道は

1985年から1990年にかけて4．14％の減少となっているものの，1990年から

1995年までの間に9．15％と大きく増加している。この点を全国と比較すると，

全国の第一次産業においては，いずれの年次間でも帰属環境費用が減少してい

る。このことから，北海道の第一次産業では，自然資源投入が増加しており，

これは全国には見られない傾向であると言える。さらに北海道の第一次産業で

は，1990年から1995年中かけてGDP並びにEGDPが減少しているにも関

わらず帰属環境費用が大きな増加を示している。このことは，生産額が減少し

ているにも関わらず自然資源投入が増加していることを意味している。以上の

ことから，北海道の第一次産業では，自然資源投入が増加しており，第一次産

業のGDPが減少しているのにも関わらず，自然資源投入は増加していること

が明らかとなった。これは特に第一次産業における水の帰属環境費用の増加に

よる部分が大きいと考えられる。

　次に第二次産業について見てゆく。第二次産業では，帰属環壌費用の増加率

が1985年から1990年までで1．95％，1990年から1995年までで・1．24％とな

っており，自然資源の投入が増加する傾向にはない。その一方で北海道の第二

次産業のGDPは1985年から1990年の間に6．23％，1990年から1995年の

間に4．13％増加している。EGDPで見ても1985年から1990年の間に0．87％，

1990年から1995年の問に2．36％増加している。GDPまたはEGDPが増加

している一方で帰属環境費用が減少しているということは，生産規模が拡大し

ているのにも関わらず，生産に投入する自然資源の投入額が減少していること

を示している。したがって，第二次産業では自然資源を節約的に投入する傾向

に向かっていると言える。この理由を考察すると，第二次産業においては大気

の帰属環境費用が減少し，大気の投入額が減少していることがわかる。大気の

帰属環境費用の推計では，各年次とも同一の除去原単位を使用しているため，

年次間の差は汚染物質排出量の差となる。第二次産業では汚染物質除去技術の

進歩などにより，汚染物質の排出量が減少したと考えられる。
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　第三次産業では1985年から1990年までに4．58％，1990年から1995年ま

でに13．18％といずれの年次間でも帰属環境費用は減少しており，その減少幅

も非常に大きい。このことは，第三次産業における自然資源の投入額が大きく

減少していることを示している。それでは，第三次産業におけるGDPとEGDP

規模はどのように変化しているのかを見る。第三次産業のGDPは1985年か

ら1990年半間に5・87％・1990年から1995年の間に3．75％増加している。

EGDPで見ても1985年から1990年の問に4．74％，1990年から1995年の間

に2・78％増加している・すなわち，第三次産業においても生産規模の拡大に

も関わらず，自然資源の投入額は大幅に減少しており，自然資源節約的な生産

に変化していると言える・この理由として考えられるのは，バブル崩壊後，第

三次産業における土地の帰属環境費用が大幅に減少していることである。

　以上のことから，北海道における各産業部門の自然資源投入状況の変化につ

いては，第一次産業が水資源を中心として自然資源を集約的に投入する方向に

変化している一方で，第二次産業と第三次産業では，技術進歩やバブル経済後

の不況などの経済的要因によって自然資源節約的な生産に向かっていること

が明らかとなった。

　第4節　分析結果の考察

　第5章と本章のこれまでの分析の結果をもう一度まとめると，第5章におけ

る北海道の環境財政支出の分析では，支出対象別では水に対する支出が多く，

その額は増加傾向にあることが明らかとなった。また，本章における環境経済

統合勘定を用いた分析では，北海道の自然資源投入状況について全国との比較

では，第一に産業部門別には第一次産業が全国水準よりも自然資源を集約的に

投入し，さらにその傾向は高まりつつあること，その内訳としては水の投入額

が多く，年々増加傾向にあるということ，第二に自然資源別では大気の投入額

が最も多く，特に自動車から排出される汚染物質が増加し，自動車の使用によ

る大気の投入額が増加しており，その要因としては自動車の普及と道路網の整

備が考えられること，第三に全国に比べても北海道では全産業部門で水の投入
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が年々増加傾向にあるということが明らかとなった。

　さらに，環境要因を考慮する場合としない場合では，GDP，　EGDPで見た

日本経済における北海道の位置づけは変化しないが，産業部門別GDP，　EGDP

で見た産業構造においては第一次産業の位置づけが低下すること，そして，北

海道においては第一次産業のGDPが減少しているにも関わらず，水資源を中

心として自然資源投入が増加していることが明らかとなった。

　これらの分析結果を現実の経済もしくは自然資源の状態に当てはめて考察

する。環境要因を考慮した場合と考慮しない場合では，日本経済における北海

道の位置づけという経済の全体的な部分には変化が現れない。そうであれば，

環境要因を考慮した環境経済統合勘定を構築し，推計する必要がないと考える

こともできる。しかしながら，日本経済における北海道の位置づけのみではな

く，その中身である産業構造に着目すると，北海道においては重要な基幹産業

である第一次産業の全産業に占めるGDPシェアが低下し，さらに労働生産性

における優位性も低下することが明らかとなった。このことは環境経済統合勘

定を構築し推計することによってはじめて明らかになることであり，ここに環

境経済統合勘定を推計することの意義が認められる。

　また，第一次産業の位置づけの低下要因を探ると，水資源の集約的投入を挙

げることができ，具体的には畜産排水による影響が大きいことが明らかとなっ

た。現実に北海道においては畜産排水の河川・湖沼への流出が深刻な問題とな

り，近年になってようやく地方自治体が対策に乗り出した。しかしながら，環

境経済統合勘定の推計年次である1995年度までには未だ畜産排水問題の本格

的な対策が講じられていなかったと考えられる。このことは，環境財政支出を

分析することでも明らかとなり，1995年度までの環境財政支出では，水資源

に対する支出のうち畜産排水対策への支出はわずかしか行われていない。ただ

し，本論文での推計の制約により，第一次産業の中でも特に畜産排水問題のみ

が取り上げられているが，現実にはこの他にも多くの環境問題が存在している

ことも念頭に置く必要がある。

　このようなことから，北海道の第一次産業は水資源を中心に自然資源投入が
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非常に多くなっていることがわかる。さらには，第一次産業のGDPが減少し

生産規模が縮小しているにも関わらず，自然資源投入が増加しており，第一次

産業の生産活動による自然資源の負荷はさらに高まりつつあると言える。

　北海道の基幹産業である第一次産業は，近年公益的機能などが見直され，農

村公園の整備や農村景観の保全活動などが盛んに行われている。しかしながら，

その裏側では畜産排水問題に代表される深刻な環境問題が発生し，第一次産業

の生産活動による自然資源の負荷が高まりつつある。

　最後に実際に環境経済統合勘定を推計した経験から得られる知見から環境

経済統合勘定開発の方向性に関して触れておく。国連の環境経済統合勘定であ

るSEEAはいくつかのヴァージョンに分類され，それぞれ目指す方向性，自

然資源の評価方法が異なっている。その中で今後どのような側面に焦点を当て，

開発を進めていくべきかは，環境経済統合勘定の確立を効率的に進める上でも

非常に重要なことである。

　本論文における環境経済統合勘定の推計結果から考察すると，自然資源投入

という環境要因を考慮した地域環境経済分析を行った結果が従来のSNAによ

る地域経済分析とほとんど変わらないという結果をもたらした。この理由は，

現状の勘定体系や推計方法ではSNAの生産境界の範囲内での自然資源投入費

用を推計するに留まり，公益的機能などの外部経済効果を評価できないことで

ある。したがって，環境経済統合勘定は今後，SNAの生産境界を拡張し，SEEA

ヴァージョンVの概念を取り入れ，外部経済効果などを評価できるようにす

る方向で開発を進めてゆくべきである。このような環境経済統合勘定が開発さ

れたならば，環境経済統合勘定から得られる情報がさらに拡大し，改めて同様

の推計を行った場合，日本経済における北海道の位置づけは高まる方向に間違

いなく変化することが考えられる。

　第5節　まとめ

　本章では，前章までの分析結果を踏まえ，北海道において環境要因を考慮し

た経済分析を行うことを目的としてきた。具体的には，自然資源投入という環
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境要因を考慮する場合としない場合，日本経済における北海道の位置づけおよ

び産業構造の変化を示し，全国との比較により北海道の各産業部門の経済活動

が自然資源に与える影響の特徴も明らかにした。

　その結果，北海道の自然資源投入状況について，第一に産業部門別には第一

次産業が最も多くの自然資源を投入しており，その内訳としては水の投入額が

多く，年々増加傾向にあるということ，第二に自然資源別では大気の投入額が

：最も多く，この大部分は自動車の使用に関する大気の投入額であること，第三

に全産業部門で見ても水の投入は年々増加傾向にあるということが示された。

　また，日本経済における北海道の位置づけは，環境要因を考慮した場合にも

大きく変化することはないこと，産業構造については第一次産業の全産業部門

における位置づけが低下することが明らかとなった。日本経済における北海道

の位置づけが変化しない理由としては，本論文で用いたSEEAヴァージョン

IV2がSNAの生産境界をそのまま適用していることから，北海道における自

然資源の公益的機能などの外部経済効果が計測されていないこと，推計方法に

SNAで測られるGDPまたは生産額データを多く使用したことが挙げられる。

また，第一次産業の位置づけが低下する要因としては，第一次産業における水

資源の投入額の増加に着目し，環壌経済統合勘定の推計対象年次においては，

畜産排水対策が十分に行われていなかったことを指摘した。さらに，北海道に

おける第一次産業は，近年公益的機能などが見直されている一方で，畜産排水

問題に代表される深刻な環境問題が発生し，第一次産業の生産活動による自然

資源の負荷が高まりつつあることが示唆された。最後に実際の推計の経験から

得られる知見から環境経済統合勘定開発の方向性について論じると，環境経済

統合勘定は今後，生産境界を拡大し外部経済効果などを評価できるようにする

方向で開発を進めていくことが不可欠であると考えられる。

註

（註1）　第3章第3節でも解説したが，本来天然林とは，植林後継続的な管理が行

　　　　われていない森林を指し，この意味での天然林はごく僅かである。そのた
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（註2）

（註3）

（註4）

（註5）

め，実際には森林のほとんどが人工的に植林された「人工林」であると捉

えることもできる。

ここでいう排出量とは発生量から除去量を差し引いたものである。

北海道において推計ができなかった亜鉛を全国の試算値から除外していな

いことにより，北海道と全国の間で厳密な比較ができないとの指摘がある。

しかしながら，特定地域においては全国で産出される全ての地下資源を網

羅的に生産しているわけではない。本論文では，亜鉛の帰属環境費用は全

国と北海道の資源賦存の違いを示すものであると認識しており，全国の試

算値から亜鉛の帰属環境費用は除外しないで比較することとする。

このことは，青木他【1】の富山における試算結果からも窺える。富山県

における環境経済統合勘定の推計においても，全国に占める富山県の割合

は，GDPで測った場合もEGDPで測った場合もほとんど差はなかった。

また，成長率に関してもGDPとEGDPで大きな差はなく，この点につい

ては，本論文と同様の結果となっている，、

第3章第3節で示したように，本推計の対象となる家畜は牛と豚のみであ

る。このうち豚の家畜飼養頭数については，環境経済統合勘定の推計年次

3か年の中で1990年が最も多くなっている。
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第7章　要約と結論

　本論文では，北海道を事例として，環境経済統合勘定と環境財政支出を分析

し，自然資源投入・賦存状況を把握して，経済活動への自然資源投入の状況を

明らかとすることを目的として分析を進めてきた。具体的な課題は，第一に北

海道を対象に環境経済統合勘定を構築・推計し，どの産業部門が最も自然資源

を多く投入しているのか，また，自然資源別の投入額の大小を明らかにするこ

と，第二に地方自治体が支出する環境財政支出のデータを分析し，地方自治体

の環境政策において支出対象別の環境財政支出の大小を明らかにすること，そ

の上で第三に地域経済計算と環境経済統合勘定の双方を用いて分析を行い，自

然資源投入という環境要因を考慮した場合と考慮しない場合の地域経済の位

置づけ，産業構造の相違を明らかにすることである。本章では，第6章までの

要約と上記の3つの課題に対する結論を述べる。

　第2章では，環境問題に対して経済学的に接近することの意義と自然資源の

価値を経済学的に評価することの必要性を示し，さらには環境経済統合勘定の

意義と問題点を整理した。

　環境経済統合勘定を推計することの意義は，以下の3点にまとめられる。

一つには，貨幣勘定としての環境経済統合勘定の意義であり，貨幣評価を行う

ことによって，物量単位では捉えられない自然資源どうし相関関係や影響の大

きさを把握することができる点，二つ目には今まで全く別問題であった環境問

題と経済成長を同じ枠組みの中で考えることができ，統一された意思決定をす

るための一つの指標が得られる点，三つ目には今までのミクロ経済学的な視点

での環境評価法に対し，マクロ経済学的な視点からの自然資源の評価法を提示

し，国または地域全体の自然資源の評価に関わる情報が得られるようになる点

である。

　また，地域において環境経済統合勘定を推計することには，以下の2点に

関して意義のあるものと考えられる。第一に地球規模の環境問題でも，その発

生源は地域における経済活動に帰着するという点，第二に特定地域の経済的な

位置づけは自然資源投入という環境要因を考慮する場合としない場合とでは
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大きく変化することが予想されるという点である。

　第3章では，北海道を対象として地域における環境経済統合勘定を構築し実

際に勘定の数値を推計し，さらに環境経済統合勘定推計の限界を示した。

　本論文で構築した環境経済統合勘定には既存研究にはない特徴があり，それ

らは以下の5点に要約することができる。第一に，地域において環境経済統

合勘定を構築し，推計したものである点である。地球環境問題の発生源を辿る

と一地域における経済活動に帰着するため，地域経済がどれほどの自然資源投

入の上に成り立っているかを把握する必要がある。これに対しては，地域にお

ける環境経済統合勘定を構築し，勘定の数値を推計することが有効である。

　第二の特徴として，地域における環境経済統合勘定の問題点を解決する方法

を提示し，取り入れている点である。環境経済統合勘定は国家単位に適用する

ことを前提とした勘定体系であるため，地域において適用し，推計するにはデ

ータ制約という大きな問題が生じる。本論文ではこの問題点の解決策として，

従来の環境経済統合勘定体系を簡略化し，使用する統計データを削減した簡略

版という新たな環境経済統合勘定体系を提示した。

　第三に，産業部門別の自然資源の投入状況を把握できるように産業部門を分

割した点である。地域のどの産業部門により多くの自然資源が投入されている

かまで明らかにすることによって，地域経済と自然資源投入の間のより詳細な

関係を把握することができるようになる。また，地域においては地理的要因，

資源の賦存状況などにより産業構造が大きく異なるため，国全体よりも産業構

造の特徴を一層明確に捕捉することが可能となる。

　第四の特徴は，1995年までの3か年次の環境経済統合勘定を推計したこと

である。自然資源の投入状況を時系列的に把握することは重要なことであり，

特に環境保全対策を行った前後における自然資源投入の変化を把握するなど

を明らかにすることは非常に重要なことである。

　第五に環境経済統合勘定を実質化し，年次間の比較を可能とした点である。

3か年にわたる推計を行ったとしても，年次間の比較において名目値であれば

厳密な意味での比較が不可能である。
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　一方，環；境経済統合勘定推計の限界としては，以下の4点を指摘できる。

第一に環境保護支出を産業連関表からデータが得られる下水道業，廃棄物処理

業の2部門のみに限定している点，第二に帰属環境費用に維持費用評価法を

採用していることから，維持にかかる費用が自然資源の投入による損失額と一

致しない点，第三に帰属環境費用の推計対象の自然資源とした大気，水に関し

ては，数ある汚染物質のうちのほんの1，2種類のみを推計対象としている点，

第四に森林・土地さらにはぜn・エミッション仮定に関しては，自然資源の維

持の基準が明確ではないという点である。これらの限界を克服するという点に

関しては，今後の課題として残されている。

　第4章では，地域経済計算やその他の経済指標を用いて北海道における経

済・産業構造の状況を分析し，地域経済計算で見た日本経済における北海道の

位置づけを明らかにし，産業部門別GDPと産業部門別就業者数，労働生産性

を用いて北海道の産業構造の特徴を整理した。

　第5章では，北海道を事例に地方自治体の環境財政支出のデータベースを構

築し，地方自治体の環境政策への取り組みと重点施策を財政支出面から明らか

にすることを目的として分析を進めてきた。具体的な課題としては，支出対象

別の環境財政支出の大小，また環境財政支出の時系列的変化の特徴を明らかに

することを掲げた。

　はじめに，本論文における環境財政支出集計の特徴としては，第一に既存の

環境財政支出に関する統計資料とは異なり，統一的な定義を定めた上で集計を

行っていること，第二にどの自然資源に対しての支出であるのかという支出対

象別に環境財政支出を分類しているという二つを挙げることができる。

　第5章での分析の結果，第一に北海道における環境財政支出では，水の保全

のため支出が最も多くなされ，また，水保全のため施設の整備が積極的に行わ

れており，また近年においても水への支出額は増加傾向にあることが明らかに

なった。このことから，北海道の環境政策は水資源保全を重点施策として行わ

れていることが示された。このように水に対する支出が多い要因として，下水

道整備などに莫大な費用がかかる事業が行われていること，水資源の保全自体
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　に多額の費用がかかること，北海道の水資源賦存量自体が多いことなどが示さ

れた。

　第6章では，前章までの分析結果を踏まえ，北海道において環境要因を考慮

　した経済分析を行うことを目的とした。具体的には，自然資源投入という環境

要因を考慮する場合としない場合，GDPなどで見た日本経済における北海道

の位置づけおよび産業部門別GDPなどで見た産業構造の変化を示し，全国と

の比較により北海道の各産業部門の経済活動が自然資源に与える影響の特徴

も明らかにした。

　その結果，日本経済における北海道の位置づけは，環境要因を考慮した場合

にも大きく変化することはないこと，産業構造については第一次産業の全産業

部門における位置づけが低下することが明らかとなった。日本経済における北

海道の位置づけが変化しない理由としては，本論文で用いたSEEAヴァージ

ョンIV．　2がSNAの生産境界をそのまま適用していることから，北海道におけ

る自然資源の公益的機能などの外部経済効果が計測されていないこと，推計方

法にSNAで測られるGDPまたは生産額データを多く使用したことが挙げら

れる。また，第一次産業の位置づけが低下する要因として，第一次産業におけ

る水資源の投入額の増加に着目し，環境経済統合勘定の推計対象年次において

は，畜産排水対策が十分に行われていなかったことを指摘した。

　これらの分析から導かれる本論文の結論は，以下のようにまとめられる。第

一の，どの産業部門が最も自然資源を多く投入しているのか，また，自然資源

別の投入額の大小を明らかにするという課題については，第一次産業が全国と

比較しても特に自然資源投入が多くなっており，自然資源を集約的に投入し生

産が行われていると結論づけられる。

　第一次産業に関しては，公益的機能があるといわれ，生産額のみでは測るこ

とのできない価値があると認識されはじめている。しかしながら，現実には第

一次産業の生産活動においては本論文において推計の対象となった畜産排水

の問題はじめとし，それ以外にも農薬汚染問題，農業廃棄物焼却問題さらには

漁業系廃棄物処理問題など様々な環境問題を抱えているのも事実である。
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　人々の関心は，第一次産業の公益的機能に集中し，第一次産業の生産活動に

よる環境問題にはあまり関心が寄せられていないと思われる。このような現状

では，第一次産業が公益的機能を持つという一つの側面のみを見るに留まり，

第一次産業は経済活動へ多くの自然資源を投入しているという視点が欠けて

いると考える。第一次産業の外部経済効果を論じる際には，第一次産業が他の

産業部門に比べ自然資源投入が多いという負の部分にも着目した上で議論を

行うことが必要である。

　第二の地方自治体が支出する環境財政支出のデータを分析し，地方自治体の

環境政策において支出対象別の環境財政支出の大小を明らかにするという課

題に対しては，北海道における環境財政支出では，水に対する支出が最も多く，

また近年においてもその額は大幅な増加傾向にあること，固定資本形成支出に

ついても水に対する支出が最も多いことから，水資源の保全のため，施設の整

備が積極的に行われていることが明らかとなった。これらのことから，北海道

の環境政策は水資源保全を重点施策として行われていることが示された。また，

北海道において水に対する支出が多い要因としては，下水道など整備に莫大な

費用がかかる事業が行われていること，水資源の保全自体に多額の費用がかか

ること，北海道においては水資源の賦存量が多いことなどが明らかとなった。

　北海道は周りを海に囲まれ，広大な土地には大小多くの河川や湖沼が存在す

る上，冬季の積雪による融雪水もあり，豊富な水資源を有する地域である。本

論文の分析の結果，水資源は第一次産業に最も多く投入されていることが示さ

れ，特に分析年次である1985，1990，1995年においては，畜産排水対策が

十分実施されていなかった。そのため，水質汚濁物質排出量が増加して水の投

入額が増加したことも示した。

　このような状況に対して，北海道においても地方自治体による環境政策が数

多く実施され，多くの環境財政支出が行われている。今後も経済活動における

水資源の集約的投入に対して，地方自治体による自然資源保全サービスはます

ます重要な役割を担うと考えられる。

　第三の，地域経済計算と環境経済統合勘定の双方を用いて分析を行い，自然
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資源投入という環境要因を考慮した場合と考慮しない場合の地域経済の位置

づけ，産業構造の相違を明らかにするという課題に対しては，GDPなどで見

た日本経済における北海道の位置づけは環境要因を考慮した場合にも大きく

変化することはないこと，産業構造については第一次産業の全産業部門におけ

る位置づけが低下することが明らかとなった。

　日本経済における北海道の位置づけが変化しない理由としては，本論文で用

いたSEEAヴァージョンIV．2がSNAの生産境界をそのまま適用しているこ

とから，北海道における自然資源の公益的機能などの外部経済効果が計測され

ていないこと，推計方法にGDPまたは生産額データを多く使用したことが挙

げられる。

　また，第一次産業の位置づけが低下する要因としては，第一次産業における

水資源の投入額の増加に着目し，環境経済統合勘定の推計対象年次においては，

畜産排水対策が十分に行われていなかったことを指摘した。さらに，北海道に

おける第一次産業は，近年公益的機能などが見直されている一方で，深刻な環

境問題も発生しており，第一次産業の生産活動による自然資源の負荷が高まり

つつあることが示唆された。

　最後に本論文における方法論上での特徴としては，以下の点を挙げることが

できる。まず，環境経済統合勘定については，第一に地域において環境経済統

合勘定を構築し推計した点，第二に地域における環境経済統合勘定の問題点で

あるデータ制約を解決する方法を提示し，それを取り入れている点，第三に産

業部門別の自然資源投入額を把握できるように産業部門を分割した勘定体系

を提示した点，第四に1995年までの3か年の環境経済統合勘定を推計した点，

第五に環境経済統合勘定を実質化し，年次間の比較を可能とした点である。ま

た，環境財政支出の特徴としては，第一に統一的な定義を定めた上で集計を行

っている点，第二に支出対象別に環境財政支出を分類している点である。

　以上，本論文における自然資源投入状況の分析方法は，既存研究に見られな

い方法論上の利点を有しており，北海道のみならず，広く他地域の分析にも有

効であると結論できる。
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北海道環境経済統合勘定の推計結果
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